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　第３章　施策の方向と具体的な施策・事業

　柱Ⅰ　全てのこどもが持つ権利の保障

こどもの権利について

■　2023（令和５）年４月に、日本国憲法及び児童の権利に関する条約（以下、「こどもの権利

条約」※という。）の精神にのっとった「こども基本法」が施行されました。

　※条約締約国は、いかなる差別もなしに、この条約に定める権利を尊重し、確保することが求められています。

■　こども基本法に基づき、こども施策を総合的に推進するため、2023（令和５）年12月に閣議

決定された「こども大綱」では、こどもは生まれながらに権利の主体であると明記され、その

権利の保障がうたわれています。

■　全てのこどもが権利を保障され、健やかに成長し、幸福な生活を送ることができる社会づく

りに向けて、こどもが権利の主体であることを社会全体で共有することが求められます。

■　また、こどもの最善の利益を実現する観点から、年齢や発達の程度に応じて、こどもが自己

に直接関係することについて意見を表明できる機会を確保するとともに、その意見を尊重する

ことが必要です。

■　県では、本計画において、こどもが権利の主体であることをこのⅠの柱で明確に位置づけ、

ⅡからⅣの各柱に記載された具体的なこども施策に取り組んでいくこととしています。

　こどもの基本的人権を国際的に保障するため、1989（平成元）年、第44回国連総会において、こど

もの権利条約が採択され、我が国は、1994（平成６）年に批准しました。

 この条約は、18歳未満の児童（こども）を権利を持つ主体と位置づけ、大人と同様、ひとりの人間

としての人権を認めるとともに、成長の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもならではの権利も定

めています。

 こどもの権利条約の基本的な考え方は、以下の４つで表されます。それぞれ、条文に書かれている

権利であるとともに、あらゆるこどもの権利の実現を考えるときに合わせて考えることが大切な「原

則」であるとされています。これらの原則は、こども基本法にも取り入れられています。

■こどもの権利条約のいわゆる４つの原則

生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること）

すべてのこどもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるよう、

医療、教育、生活への支援などを受けることが保障されます。

こどもの最善の利益（こどもにとって最もよいこと）

こどもに関することが決められ、行われる時は、

「そのこどもにとって最もよいことは何か」を第一に考えます。

こどもの意見の尊重（意見を表明し参加できること）

こどもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、

おとなはその意見をこどもの発達に応じて十分に考慮します。

差別の禁止（差別のないこと）

すべてのこどもは、こども自身や親の人種や国籍、性、意見、障がい、経済状況など

どんな理由でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障されます。
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「こども基本法」と「こども大綱」

　「こども基本法」は、2022（令和４）年４月４日に成立し、同日に成立した「こども家庭庁設置

法」とともに、同年６月22日に公布され、2023（令和５）年４月１日に施行されました。

　こども基本法は、こども家庭庁の発足と相まって、従来、諸法律に基づいて国の関係省庁や地方公

共団体において進められてきた、こどもに関する様々な取組を講ずるに当たっての共通の基盤となる

ものとして、こども施策の基本理念や基本となる事項を明らかにすることにより、こども施策を社会

全体で総合的かつ強力に実施していくための包括的な法律として、制定されたものです。

　こども基本法における「こども施策」とはこどもの健やかな成長に対する支援等を主な目的とする

施策に加え、教育施策、雇用施策、医療施策など幅広い施策を含むものとされています。

　こども基本法第３条には、こども施策を決める上で大切な６つの基本理念が示されています。

■こども施策の基本理念

　2023（令和５）年12月22日、こども基本法第９条に基づき、こども施策を総合的に推進するため、

こども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定されました。

　こども大綱は、これまで別々に作成・推進されてきた「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の

貧困対策に関する大綱」及び「少子化社会対策大綱」を一つに束ね、こども施策に関する基本的な方

針や重要事項等を一元的に定めたものです。

　また、こども基本法において、「こども」とは「心身の発達の過程にある者をいう。」と定義され

ていますが、これは、18歳や20歳といった年齢で必要なサポートが途切れないよう、こどもがそれぞ

れの状況に応じて社会で幸せに暮らしていけるように支えていくことを示したものであり、こども

が、大人として円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの成長の過程にある者であること

を指しています。すなわち、こども大綱は、こどもが大人になるまでに関して、国がどのように施策

を行っていくのかということを、網羅的に示したものです。

出典：こども家庭庁ホームページ

Ⅰ　

全
て
の
こ
ど
も
が
持
つ
権
利
の
保
障



第
３
章

6766

 １　こどもが権利の主体であることの社会全体での理解促進

【現状と課題】

○　こどもが権利の主体であることを社会全体で共有し、その多様な人格・個性を尊重し、権利

を保障し、こどもの今とこれからの最善の利益を図るための取組を進めていくことが求められ

ています。

○　こどもだけでなく大人に対しても、こどもが権利の主体であることについて理解の促進を図

る必要があります。

○　全てのこどもが身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる「こどもまんなか

社会」の実現に向けて、こどもの健やかな成長を社会全体で後押しすることが求められます。

○　こども家庭庁が2023（令和５）年度に実施した「こども政策の推進に関する意識調査」で

は、「こどもまんなか社会の実現に向かっている」と思う人の割合は15.7％にとどまってい

ます。

【施策の方向】

○　こどもが権利の主体であることを、学校現場、出前講座、各種広報媒体等において、こども

やこどもに関わる大人、県民全体に対し広く伝えることで、社会全体への啓発を推進します。

○　「こどもまんなか社会」を実現するため、県民や事業者による取組を広く働きかけていき

ます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こどもが権利の主体

であることの啓発

こどもが権利の主体であることの理解を促進するため、

市町村と連携し、広報媒体を活用した啓発、県民向け

出前講座の実施、「福岡県こどもまんなかポータルサイ

ト」を通じた学習コンテンツの提供や市町村における取

組等の周知を行います。周知・啓発に当たっては、国が

作成する普及啓発素材等も活用しながら、ポータルサイ

トやＳＮＳ等で発信するなど、こどもに伝わりやすい方

法を検討します。

こども未来課

２

学校現場におけるこ

どもの権利に関する

理解促進

こどもの権利に関して、児童生徒及び教職員の理解促進

を図るとともに、学習指導要領や生徒指導提要に基づい

た教育活動を推進します。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

人権・同和教育課

３
こどもまんなか社会

づくりの推進

「福岡県こどもまんなかポータルサイト」において、こ

どもの権利の啓発や、こども施策に対するこどもや保護

者等の意見紹介、県民等の「こどもまんなか」の取組紹

介等を実施し、社会全体でこどもまんなか社会づくりを

進める気運を醸成します。

こども未来課
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こどもまんなか社会について

　こども大綱において、「こどもまんなか社会」は、全てのこどもが身体的・精神的・社会的に幸福

な生活を送ることができる社会とされています。

　こどもまんなか社会を実現するためには、常にこどもの今とこれからにとって最もよいことは何か

を考え、社会全体で支えていくことが求められます。

　福岡県では、こどもまんなか社会づくりを推進するため「福岡県こどもまんなかポータルサイト」

を作成しました。

　本サイトでは、こどもの権利について楽しく学べるクイズや、こども・保護者等が県のこども施策

に対する意見を投稿できる機能、県民・事業者等のみなさんのこどもまんなかの取組紹介など、県民

みんなでこどもまんなか社会づくりを進めるためのコンテンツを用意しています。

■「福岡県こどもまんなかポータルサイト」トップページ（イメージ）

検 索 福岡県こどもまんなかポータルサイト

https://kodomomannaka.pref.fukuoka.lg.jp
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 ２　こどもの意見表明とその尊重

【現状と課題】

○　こども基本法においては、こども施策の基本理念として、「全てのこどもについて、その年

齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び

多様な社会的活動に参画する機会が確保されること」、「全てのこどもについて、その年齢及

び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること」が

掲げられています。

○　また、国や地方公共団体は、こども施策の策定・実施等に当たり、施策の対象となるこども

等の意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講ずることとされています。

○　いじめ、体罰・不適切な指導、児童虐待、性暴力等はこどもへの権利侵害であり、決して許

されないということについて、社会への理解の浸透を図るとともに、当事者であるこどもの意

見や意向を尊重しながら、対策を行う必要があります。

○　特に、虐待等により自身の権利を侵害されたこどもたちの支援に当たっては、こどもの意

見・意向を丁寧に聴取し、十分勘案しながら、こどもの最善の利益を図るよう、特段の配慮を

行う必要があります。

【施策の方向】

○　全てのこどもが自らに関係するこども施策に対して意見を表明しやすい環境の構築に努める

とともに、こども施策に反映させる仕組みづくりを進めます。

○　校則の見直しの過程に児童生徒が参画できるようにするなど、こども基本法の基本理念を踏

まえた教育活動を推進します。

○　困難な状況に置かれたこどもが、安心して意見を表明し、その意見が施策に反映されるよ

う、多様な意見聴取の取組を進めるとともに、相談窓口等の情報を広く周知します。

○　一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもの処遇にこども自身の意見が反映されるよ

う、その意見の形成・表明を支援するとともに、こどもの最善の利益を保障しつつ、こどもが

表明した意見に適切に対応できる体制を整備します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こども施策に対する

こどもの意見反映

こどもや保護者等の意見をこども施策に反映させるた

め、幅広い年齢や様々な環境のこども、保護者、関係団

体の意見聴取を実施するとともに、「福岡県こどもまん

なかポータルサイト」において、こども施策に対するこ

どもや保護者等の意見募集を実施します。なお、意見聴

取に当たっては、意見を考えるために必要な情報が伝わ

りやすいよう工夫することとし、意見については、ポー

タルサイト等を活用し、フィードバックを行います。

こども未来課

２
こどもの権利に関す

る相談対応の推進

こどもが困難を抱えたときに助けを求められるよう、

「福岡県こどもまんなかポータルサイト」において、

「福岡県いじめレスキューセンター」や「子どもホット

ライン２４相談窓口」などそれぞれの悩みに応じた相談

窓口等の情報を周知します。

こども未来課

３

一時保護所や児童養

護施設等におけるこ

どもの権利擁護

一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもの権利擁

護の一層の推進を図るため、「こどもの権利ノート」の

配布によるこどもの権利についての周知啓発、こども意

見表明支援センターの運営、こどもの申し立てに応じ調

査・審議を行う体制の整備を行います。

こども福祉課

こどもの権利ノート

　1989（平成元）年に国連で採択され、1994（平成６）年に日本で批准された「こどもの権利条約」

では、こどもが守られる対象であるだけでなく、権利を持つ主体と位置づけられ、おとなと同じく、

ひとりの人間として権利を持っていることが認められました。また、こどもは成長の過程にあって保

護や配慮が必要な面もあるため、こどもならではの権利（こどもの権利）が定められています。

　県では、「こどもの権利条約」をもとに、すべてのこどもが持つ権利やその権利が侵害された場合

の解決方法について記載した「こどもの権利ノート」を作成し、児童相談所の一時保護所や児童養護

施設等で生活するこどもたちに配布し、職員が丁寧に説明を行うことで、こどもたちに安心して生活

を送ってもらえるよう取り組んでいます。
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こどもの意見聴取について

　こども基本法第11条において、国及び地方公共団体は、こども施策を策定・実施・評価するに当た

り、施策の対象となるこどもや子育て当事者等の意見を幅広く聴取して反映させるため、必要な措置

を講ずることとされています。

　県では、こども計画の策定に当たり、①ワークショップ、②WEBアンケート、③児童福祉施設等へ

の個別聴取を実施しました。それぞれの概要は以下のとおりです。

■ワークショップ

〔対象〕

　小学生、中学生、高校生、

　若者（18～29歳）、子育て当事者

〔参加者数〕

　30名

〔計画関係意見数〕

　204件

■個別施設等への訪問等による意見聴取

〔対象〕

　・きめ細かな対応が必要なこども等の

　　施設のこども

　・こどもに関する支援団体　

〔聞き取り施設・団体数〕

　12施設・団体（右記のとおり）

　※児童福祉司や施設のスタッフ等による

　　サポート（ファシリテートまたは同席）

　　のもと聞き取り

〔計画関係意見数〕

　164件

▲　ワークショップの様子　▲

＜きめ細かな配慮が必要なこども等の施設＞

　・児童養護施設

　・ファミリーホーム

　・自立援助ホーム

　・ひとり親家庭学習塾

　・障がい児施設

　・フリースクール

　・こども食堂

　・児童館

＜こどもに関する支援団体等＞

　・ひとり親支援団体

　・障がいのあるこどもの保護者の会

　・障がい者（児）支援団体

　・こどもの支援団体（ＮＰＯ）

■WEBアンケート

〔対象〕

　小学生、中学生、高校生、大学生、

　若者（18～29歳）、子育て当事者

〔回答者数〕

　5,061人

〔計画関係意見数〕

　881件

＜意見の反映結果について＞

いただいた意見の計画への反映結果については、県ＨＰ（福岡県こども

まんなかポータルサイト）にて公開しています。

ＵＲＬ：https://kodomomannaka.pref.fukuoka.lg.jp/opinionlist/
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　柱Ⅱ　成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く

　　　　人財の育成

 １　妊娠前、妊娠期からこどもの成長に合わせた切れ目の

 　　ない保健・医療等の確保

【施策体系】

 

 

①　妊娠前からの出産に向けた支援

【現状と課題】

○　核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において妊婦やその家族を支える力が弱

くなっている中で、安心して妊娠・出産をするためには、若い世代を対象に早い段階から、妊

娠・出産に関する正しい知識の啓発や気軽に相談できる体制が必要です。

○　不妊治療を受ける方は年々増加傾向にあるため、不妊・不育に悩む方に対して精神的、経済

的支援を総合的に行っていく必要があります。

○　また、流産・死産や出生後早期にこどもを亡くした方に対する支援の必要性も求められてい

ます。

【施策の方向】

○　思春期からの人々を対象に、性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康管理を促すため

のプレコンセプションケアを推進します。

○　不妊・不育に悩む方への相談支援、経済的支援を総合的に行うとともに、不妊治療と仕事の

両立に関する啓発を行います。

○　流産・死産や出生後早期にこどもを亡くした方に対する相談支援等を行います。

妊娠前、妊娠期からこどもの

成長に合わせた切れ目のない

保健・医療等の確保

 ①　妊娠前からの出産に向けた支援

 ②　妊産婦等への保健医療施策の充実

 ③　新生児・乳幼児保健対策、小児医療の充実

 ④　慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

プレコンセプション

ケアの推進

【Ⅱ３④、Ⅱ７④、

Ⅳ１に再掲】

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、

思春期からの人々を対象に性や妊娠に関する正しい知識

の発信や相談対応を行います。

子育て支援課

２

妊娠・出産に関する

正しい知識の普及啓

発

市町村等関係機関と連携して、妊娠・出産と、飲酒、喫

煙等の生活習慣や年齢、体重との関係など、妊娠・出産

に関する正しい知識の普及啓発に努めます。

子育て支援課

３
若年者への性知識啓

発

望まない妊娠や人工妊娠中絶の減少を図るため、県のＳ

ＮＳアカウントを活用し正しい性知識を普及啓発する

とともに、相談希望者を「ＳＯＳ電話相談」へ案内しま

す。

子育て支援課

４
不妊・不育と性に関

する相談支援

各保健福祉（環境）事務所に「不妊・不育と性の相談セ

ンター」を設置し、専用電話で思春期から更年期の各ラ

イフステージに応じた相談対応を行い、必要に応じて専

門医相談に繋ぎます。また、流産・死産を経験した方の

支援を行います。

子育て支援課

５

不妊・不育に悩む方

への経済的支援

【Ⅳ４①に再掲】

先進医療による不妊治療費、不育症検査・治療費の一部

助成により、不妊・不育に悩む方に対する経済的負担の

軽減を図ります。

子育て支援課

成育医療等に関する施策の総合的な推進について

　「成育医療」とは、妊娠、出産、育児に関する問題やこどもの成長過程における心身の健康問題

などを包括的に捉え適切に対応する医療、保健、教育、福祉などの幅広いサービス等のことです。

必要な成育医療の切れ目ない提供を推進するため、2019（令和元）年に「成育基本法※１」が施行さ

れました。

　「福岡県こども計画」は、同法の規定により定められた成育医療等基本方針※２（2023（令和５）年

３月閣議決定）を踏まえて策定し、成育過程における切れ目ない施策を推進します。

※１「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供す

　　るための施策の総合的な推進に関する法律」

※２「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」
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福岡県プレコンセプションケアセンター

不妊・不育と性の相談センター

　プレ（pre）は「～の前」、コンセプション(Conception)は「受胎」、つまりプレコンセプション

ケア(Preconception care)とは、「妊娠前の健康管理」を意味しており、自分の健康に意識を向け

て、今の自分の体や生活と向き合うことをいいます。

　年齢や性別、妊娠する・しないにかかわらず、体や性に関する正しい知識などを学ぶことは、健康

でより豊かな人生を送ることにつながります。福岡県プレコンセプションケアセンターでは、助産師

や専門医が体や性の悩み、妊活、性感染症の予防などの相談に応じています。

電話番号　092-409-4936

開所日時　日曜～木曜日　10時～18時

　　　　　※夏季休日（8/13～8/15）、

　　　　　　年末年始（12/29～1/3）、祝日除く

相談方法　電話、メール、LINE、面談

　　　　　※相談内容に応じて、産婦人科や泌尿器科の

　　　　　　医師に無料でオンライン相談もできます

場　　所　福岡県千代合同庁舎１階

　思春期から妊娠、出産等の各ライフステージに応じた相談を希望される方に対する専用の相談窓口

を県内全保健福祉（環境）事務所に設置しています。

〇相談内容

　・更年期、流産・死産に伴うグリーフケア、出生前遺伝学的検査（ＮＩＰＴ）、不妊・不育等に

関する専門的な相談支援

〇相談方法

　・電話または面接相談（※面接相談を希望される場合は事前連絡が必要です）

〇相談員

　・助産師・保健師及び関係職員

〇専用電話番号（開設時間　８時30分から17時00分）

事務所名 専用電話番号

筑紫保健福祉環境事務所 070-1321-4090

粕屋保健福祉事務所 080-9415-9858

糸島保健福祉事務所 080-4712-8411

宗像・遠賀保健福祉環境事務所 0940-37-4070

嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所 0948-29-0277

田川保健福祉事務所 070-3113-4895

北筑後保健福祉環境事務所 0946-22-4211

南筑後保健福祉環境事務所 070-1387-2900

京築保健福祉環境事務所 070-1524-3403

※北九州市、福岡市、久留米市においても、女性の健康、不妊症・不育症に関する相談を実　

　施しています。詳しくは各市にお問い合わせください。

＜福岡県プレコンセプションケアセンターＨＰ＞
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不妊に悩む方への先進医療支援事業

　不妊に悩むご夫婦の不妊治療における経済的負担を軽減するため、保険適用となった特定不妊治療

と併用して全額自費で実施される「先進医療」に係る費用の一部を助成します。

〇助成対象者

・保険診療として特定不妊治療を受診されている方

・2023（令和５）年４月１日以降に特定不妊治療を開始されている方

（※ただし、治療終了した時期により申請期限は異なります）

・特定不妊治療の治療計画を立てた日に夫婦である方（事実婚含む）

・特定不妊治療の治療計画を立てた日における妻の年齢が43歳未満の方

・夫婦の双方またはいずれかが、特定不妊治療の治療計画を立てた日から申請日まで継続して、福

岡県内（北九州市・福岡市・久留米市を含む）にお住まいの方

〇助成の考え方

・保険診療による１回の特定不妊治療と併用して実施した「先進医療」にかかる費用の一部を助成

します。（保険診療分は対象外です。）

　※特定不妊治療を全額自費で実施した場合は、助成の対象外です。

　※一般不妊治療（人工授精など）も対象外です。

〇助成対象の先進医療

・先進医療として厚生労働省が告示している先進医療が対象です。

〇助成上限額

・１回の治療で実施した先進医療費用の７割（千円未満切り捨て）、５万円を上限とします。

〇申請期限

・「１回の治療」が終了又は中止した日の属する年度末まで（当日消印有効）。

　なお、やむを得ない事情がある場合に限り、翌年度４月30日まで申請できます。

※対象の先進医療、申請書類、申請窓口、問合せ窓口等の

　詳細情報は県ＨＰをご確認ください　

＜福岡県不妊に悩む方への先進医療支援事業ＨＰ＞
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②　妊産婦等への保健医療施策の充実

【現状と課題】

○　出産年齢の上昇などにより、妊娠と直接関係のない偶発合併症が増加傾向にあることから、

ハイリスクの妊婦であっても安心して出産できる周産期医療体制の整備を引き続き行うことが

必要です。また、急変時において、地域の分娩取扱施設と周産期母子医療センター等との連携

が必要です。

○　妊婦の居住地にかかわらず、安全・安心に妊娠・出産ができる環境を整備することが必要

です。

○　こどもの健やかな成育のためには、成育過程にあるこども及びその保護者並びに妊産婦に対

し、その各段階における心身の健康課題等に適切に対応する支援等を切れ目なく提供するため

の施策を総合的に推進する必要があります。

○　妊婦健康診査は、妊婦や胎児の健康状態を把握し、母体の保護と新生児の健やかな成長を図

るために極めて重要です。

○　妊産婦は、妊娠・出産、産後の期間に様々な不安や負担を抱え、ホルモンバランスの乱れ、

環境の変化やストレスなどで心身のバランスを崩しやすいため、うつ病など、メンタルヘルス

に関する問題が生じやすい状況にあり、妊娠期からの支援体制構築と支援強化が必要です。

○　虐待による死亡事例（心中以外）の約半数を０歳児が占め、さらにその多くを月齢０カ月児

が占めていることを踏まえ、新生児の虐待予防を図っていく必要があります。

【施策の方向】

○　リスクの高い妊婦が安心して出産できるよう、周産期母子医療センターの運営や施設・設備

整備を支援するほか、コーディネーター配置による母体搬送受入の調整、周産期医療関係者へ

の研修など、周産期医療体制の充実を図ります。

○　遠方の産科医療機関等での妊婦健診や分娩取扱施設での出産を行う必要がある妊婦の経済的

負担を軽減するための支援の充実を図ります。

○　妊娠期から子育て期を通じた切れ目ない支援を提供できる体制を構築するため、市町村のこ

ども家庭センターにおける母子に対する心身のケアや育児サポート等を促進するとともに、関

係機関と連携し広域的な調整や母子保健従事者の専門性の向上等に努めます。

○　妊産婦の産前・産後の家事や育児等の負担を軽減するための支援の充実を図るとともに、市

町村が実施する産後ケア事業の利用促進を図り、母子の健やかな生活を支援します。

○　妊娠の早期届出や妊婦健康診査が重要であることの啓発や、妊産婦に対する理解と配慮の促

進に努めます。

○　妊娠期から子育て期に渡る様々な悩みや不安に対し、専門職が電話・メール相談に応じる体

制を整え、相談者の悩みや不安の軽減を図るとともに、妊産婦のメンタルヘルスに関する課題

への対応強化を図ります。また、歯周病リスクが高い妊婦に対し、歯科健診の受診を勧奨しま

す。

○　関係機関の多職種と連携し、情報共有を行う妊娠期からのケア・サポート事業により、支援

が必要な妊産婦を妊娠初期から把握するとともに、健康管理、育児等の不安の軽減、ハイリス

ク児の養育支援を行い、児童虐待の未然防止を図ります。

○　産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、市町村における産婦健康診査の実

施を促進します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
周産期医療体制の充

実

○周産期医療協議会の設置：周産期医療協議会を設置

し、周産期医療に関する医療情報や統計情報などを基

に、本県の周産期医療体制の整備について総合的に協

議します。

○周産期医療体制の整備：高度な周産期医療を担う周産

期母子医療センターの運営を支援するため、運営費

等の助成を行います。また、産科・新生児科医師確保

対策として、分娩手当・新生児手当などを支給してい

る病院等に対して助成を行います。福岡地域の周産期

母子医療センター及び協力病院で、受入可否情報の共

有化を行うとともに、母体搬送調整を行う「母体搬送

コーディネーター」を設置し、円滑な搬送体制の確保

を図ります。

○周産期医療関係者への研修：医療従事者に対し、周産

期医療に必要な専門知識・技術向上を目指した研修を

行います。

○院内助産所・助産師外来の設置促進：新たに「院内助

産所」「助産師外来」を開設しようとする病院・診療

所に対して、施設・設備整備費への財政的支援を行い

ます。

医療指導課

２

妊婦健診・分娩時に

かかる交通費等支援

【Ⅳ４①に再掲】

遠方の産科医療機関等での妊婦健診や分娩取扱施設での

出産を行う必要がある妊婦を対象に、移動にかかる交通

費や宿泊費の助成を行う市町村に対して、事業費の一部

を補助します。

子育て支援課

３

こども家庭センター

の機能強化

【Ⅲ１③に掲載、Ⅲ

１②に再掲】

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う

「こども家庭センター」において、悩みを抱える保護者

等を早期に発見し相談支援につなげるため、先進事例紹

介や研修等を実施し市町村の取組を支援します。

子育て支援課

４
妊婦等包括相談支援

事業

妊娠期から妊婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを

立てるための面談や情報発信等を行うとともに、ニーズ

に応じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援を行う市町

村に対して、事業費の一部を補助します。

子育て支援課

５
乳児家庭全戸訪問事

業

すべての乳児家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や要支援家庭に対するサービス提供の検討、関係機関

との連絡調整を行う市町村の取組に対して、事業費の一

部を補助します。

子育て支援課

６ 養育支援訪問事業

養育支援が特に必要な家庭に対し、保健師・助産師・保

育士等が居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行

う市町村の取組に対して、事業費の一部を補助します。

子育て支援課

７
妊娠・出産包括支援

事業

「妊娠・出産包括支援体制整備検討会」を設置し、母子

保健施策の充実強化及び施策の総合的かつ効率的な推進

を図ります。

子育て支援課

８
母子保健従事者の専

門性の向上

市町村の求めに応じた広域的、専門的支援を行うことに

より、母子保健従事者の質の向上を図ります。
子育て支援課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

９
産前・産後における

家事・育児支援

産前・産後における家事・育児に対する負担を軽減する

ため、妊産婦等がいる家庭を訪問し、家事・育児等の支

援を実施する市町村の取組を促進します。

子育て支援課

10

産後ケア事業の利用

促進

【Ⅳ４①に再掲】

市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経

費や市町村の運営費の一部を補助することで、利用促進

を図り、産後の母子の健やかな生活を支援します。

子育て支援課

11
妊娠・出産への理解

と配慮の啓発

妊娠の早期届出や妊娠健康診査の重要性について啓発す

る小冊子を市町村等で配布し、妊産婦に対する理解と配

慮を促すために活用してもらいます。

子育て支援課

12
ＳＯＳ電話相談～妊

娠・子育て・思春期

妊娠期から子育て期、思春期の様々な悩みや不安に対

し、専門職が電話・メール相談に応じることにより、相

談者の悩みや不安の軽減を図ります。

子育て支援課

13

妊娠期からのケア・

サポート事業

【Ⅲ１③に再掲】

支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後

の育児不安軽減などのための養育支援を行います。必要

に応じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図り

ます。

子育て支援課

14

ハイリスク妊産婦等

への支援

【Ⅲ１③に再掲】

妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援

者を早期把握し、健康管理の向上を図り未熟児等ハイリ

スク児の出生を予防するとともに、市町村・医療機関等

と連携した養育支援により、児童虐待の未然防止に努め

ます。

子育て支援課

15
妊産婦へのメンタル

ヘルス支援の強化

メンタルヘルスの課題を有し支援が必要な妊産婦を、地

域の精神科医療機関での受診や支援に繋げるための体制

強化に努めます。

子育て支援課

16
妊婦期における歯周

病予防の啓発

妊婦期は歯周病のリスクが高まることから、歯科健診の

重要性について理解促進を図り、受診勧奨に努めます。
健康増進課

17
産婦健康診査の実施

拡大

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点か

ら、市町村における、産後２週間、 産後１か月などの

出産後間もない時期の産婦に対する健康診査の実施を促

進します。

子育て支援課

18

特定妊婦等への生

活、育児支援

【Ⅲ１③に掲載】

若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が

必要な特定妊婦等に対し、児童福祉施設において、妊娠

期から出産後まで継続して生活、育児支援を行います。

こども福祉課

マタニティマーク

　マタニティマークは妊婦さんへの思いやりをマークにしたものです。

　まちや、職場などでマタニティマークを付けている人を見かけたら、

「お手伝いしましょうか？」の一言など、皆さんからの思いやりある

気遣いをお願いします。電車・バスでは優先して席を譲り、乗降時に

協力しましょう。近くでの喫煙は控えましょう。

〇福岡県ホームページ　

　http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ninshin.html
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③　新生児・乳幼児保健対策、小児医療の充実

【現状と課題】

○　保護者の不安を解消し、安心して子育てできる環境をつくるため、必要な時に適切な医療が

受けられる小児救急医療体制や在宅医療を必要とする小児の円滑な在宅療養移行に向けた体制

の整備が求められています。

○　こどもの健やかな発育・発達や健康維持・増進、疾病予防の観点から、早期に新生児・乳幼

児の疾病、障がいを発見することが重要です。

○　食べる、飲み込むなどの基礎がつくられる乳幼児期に、口腔機能を正しく育てることが必要

です。

○　本県の低出生体重児の出生割合は全国値を上回っており、また、多胎児分娩も一定の割合で

推移しているため、ハイリスク児に対する支援が必要です。

○　予防接種を行うに際して、より専門的な知識と慎重な判断が求められる予防接種要注意者へ

の対応が必要です。

【施策の方向】

○　地域の実情に応じた休日・夜間の診療体制の整備を進めるため、地域の小児拠点病院とかか

りつけ医療機関をはじめとする地元開業小児科医との連携等を促進し、小児救急医療体制の確

保を図ります。また、こどもの急な病気やケガ等について保護者の不安解消を図るため、平日

夜間・休日における電話相談を行います。

○　在宅医療を必要とする小児が安心して療養できるよう、小児等の在宅医療を支える体制の構

築に取り組みます。

○　新生児・乳幼児の疾病、障がいを早期に発見するための検査体制等を整備・充実することに

より、早期治療や療育に適切につなげます。

○　乳幼児期の口腔機能を正しく育てるため、口腔機能獲得・発達のための支援に取り組みま

す。

○　また、市町村における低出生体重児や多胎児等ハイリスク児の支援体制構築を促進します。

○　予防接種要注意者に対応するため、県内６か所の医療機関を予防接種センターとして指定し

ています。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 小児医療体制の充実

○小児医療協議会の設置：小児医療協議会を設置し、小

児医療に関する医療情報や統計情報などを基に、本県

の小児医療体制の整備について総合的に協議します。

○小児医療体制の整備：小児の救急医療体制の整備を図

るため、小児救命救急センターや小児高度専門医療を

担う医療機関へ、設備整備費、運営費を助成します。

○小児医療に関する情報提供及び相談体制の充実：

・「ふくおか医療情報ネット」を通じて、救急医療情報

や医療機関情報を広く県民に提供しています。

・「小児救急医療ガイドブック」の配付により適正な受

診を啓発し、小児救急医療の機能確保を図ります。

・こどもの急な病気（発熱、下痢、嘔吐、けいれん

等）、ケガに関する相談を、経験豊かな看護師、また

は必要に応じて小児科医が助言を行う夜間の電話相談

（小児救急医療電話相談事業）の実施により、小児を

もつ保護者の不安軽減及び小児科医の負担軽減を図り

ます。

医療指導課

２
小児救急医療電話相

談事業

こどもの急な病気やケガ等について保護者の不安解消を

図るため、平日夜間・休日における電話相談を行いま

す。

医療指導課

３ 小児在宅医療の推進

○小児等在宅医療推進事業拠点病院において、小児在宅

医療を担う人材の育成、多職種連携を図るための研修

会等を開催します。

○医療的ケア児の円滑な在宅療養への移行を支援する小児

等地域療育支援病院に対し、運営費等を助成します。

○医療的ケア児を一時的に預かり、家族の負担軽減を図

る在宅療養児一時受入支援事業を実施する医療機関に

対し、病床確保等の費用を助成します。

高齢者地域包括

ケア推進課

４

こども医療費支給制

度

【Ⅳ４①に再掲】

子育て世帯の経済的負担の軽減とこどもの健康保持及び

福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けることが

できるよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で

負担します。

こども未来課

５

新生児マススクリー

ニング検査の体制整

備

新生児への先天性代謝異常等のスクリーニング検査体制

を整備し、早期発見・早期治療等に繋げます。また、検

査項目の拡充により、体制の充実を図ります。

子育て支援課

６

新生児聴覚検査の体

制整備

【Ⅲ５①に掲載】

「福岡県乳幼児聴覚支援センター」及び「新生児聴覚検

査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障がいの早

期発見・早期療育体制整備を図ります。

子育て支援課

７
乳幼児期における口

腔機能獲得・発達

乳幼児期の口腔機能獲得・発達の重要性や適切な訓練方

法等の理解促進に努めます。
健康増進課

８
乳幼児の発達に関す

る検査・相談

市町村の乳幼児健診等で把握された心身の発達に問題が

あるこども又はそのおそれのあるこどもに対し、市町村

との連携のもと、保健福祉（環境）事務所において、発

達診査・相談を行い、必要に応じて発達訓練・指導を実

施します。

子育て支援課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

９
未熟児等ハイリスク

児の養育支援

養育医療が必要な未熟児へ医療給付を行う市町村に対し

て、医療費の一部を負担します。医療機関及び市町村と

連携し、市町村が行う未熟児等育児支援の技術的支援を

行います。

子育て支援課

10

子育てに関する知識

の普及啓発

【Ⅳ６②に掲載】

こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児

小冊子を市町村等で実施する乳幼児健診等で保護者に配

布し、家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもら

います。

子育て支援課

11
定期の予防接種への

支援

予防接種の実施主体である市町村に対して、予防接種に

関する知識の普及及び技術的支援を行います。また、予

防接種の実施に当たり、安心して予防接種が受けられる

体制を整備することによって、予防接種率の向上と予防

接種による健康被害の発生防止に努めます。

がん感染症疾病

対策課
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④　慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援

【現状と課題】

○　小児慢性特定疾病児童等の養育等において、育児負担の大きい親等への身体的・精神的な負

担軽減のための支援が求められています。

○　また、小児慢性特定疾病にかかっているこどもの健全育成の観点から、医療費の負担軽減が

求められています。

○　がん治療によって主に卵巣、精巣等の機能に影響を及ぼし、妊孕
よう

性が低下することがありま

す。妊孕
よう

性温存療法は、原疾患に対する費用に加えた高額な自費診療となり、特に若年のがん

患者等にとって経済的な負担となっています。また、人生の最終段階における療養場所とし

て、一定数のがん患者が自宅や地域で過ごすことを希望している中、小児・ＡＹＡ世代のがん

患者の在宅での療養環境の整備が求められています。

【施策の方向】

○　在宅で人工呼吸器装着等の医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等が、家族等の介

護者の休息等の理由により、一時的に在宅で介護等を受けることが困難になった場合に、円滑

に適切な医療機関に入院できるよう受入体制を整備するとともに、受入れに必要な費用を負担

します。

○　小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費を助成します。

○　将来こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者が、希望をもってがん治療

に取り組むことができるよう、関係者等と連携し、「小児・ＡＹＡ世代がん患者等妊孕
よう

性温存

治療費助成事業」の情報発信や指定医療機関の拡大等を行うことにより、事業の活用を選択す

る機会の確保に努めます。また、在宅療養に係る財政支援等を通じた在宅療養環境等の体制整

備を推進します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

小児慢性特定疾病医

療費の負担軽減

【Ⅳ４②に再掲】

小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費の

自己負担分（一部または全部）を助成します。

がん感染症疾病

対策課

２

小児慢性特定疾病児

童等レスパイトへの

支援

在宅で人工呼吸器装着等の医療的ケアを必要とする小児

慢性特定疾病児童等が、家族等の介護者の休息等の理

由により、一時的に在宅で介護等を受けることが困難に

なった場合に、円滑に適切な医療機関に入院できるよう

受入体制を整備するとともに、受入れに必要な費用を負

担します。

がん感染症疾病

対策課

３

小児・ＡＹＡ世代の

がん患者等への妊孕
よう

性温存治療の支援

【Ⅳ４②に再掲】

将来、こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代

のがん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り組むこ

とができるよう妊孕
よう

性温存治療費と温存後の生殖補助医

療に係る費用の一部を助成します。

がん感染症疾病

対策課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４

小児・ＡＹＡ世代の

がん患者の在宅療養

の支援

【Ⅳ４②に再掲】

小児・ＡＹＡ世代のがん患者が住み慣れた自宅で安心し

て生活を送ることができるよう、在宅介護サービスに係

る利用料の助成を行う市町村に対して経費を補助しま

す。

がん感染症疾病

対策課

小児慢性特定疾病医療費助成制度について

　この制度は、厚生労働大臣が定める慢性疾病（小児慢性特定疾病）にかかっているこどもで、その

疾病の程度が一定程度以上であるこどもの保護者に対し、医療費の負担軽減を図るため、医療費の一

部を助成する制度です。

　○対象者

　　小児慢性特定疾病にかかっており、厚生労働大臣が定める疾病の程度である18歳未満のこども

　（ただし、18歳到達時点において助成事業の対象となっており、かつ、18歳到達後も引き続き治

療が必要であると認められる場合には、20歳到達までの方）

　○対象疾病

　　小児慢性特定疾病の対象となる疾病は788疾病です。（2025（令和７）年３月現在）

　対象疾病の一覧及び認定基準は小児慢性特定疾病情報センター（https://www.shouman.jp/）で

ご確認ください。

　○申請窓口

　　お住まいの地域を管轄する保健福祉環境事務所

　　※北九州市、福岡市、久留米市にお住まいの方はそれぞれの市にお尋ねください。
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 ２　幼児教育・保育の充実

【施策体系】

①　幼児教育・保育の環境整備

【現状と課題】

○　乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、質の高い幼児教

育・保育を提供できる環境の充実を図り、こどもの健やかな成長を支えていく必要がありま

す。

○　保育ニーズについては市町村ごとの状況に差異が生じており、ニーズの増大が続いている市

町村においては、待機児童解消に向けた受け皿整備を図る必要があります。一方で、人口減少

が進む過疎地域においては、重要な子育て支援の拠点である保育所等を維持していく必要があ

ります。

○　「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、こどもを健

やかに産み育てるために期待する施策として「多様なニーズにあった保育サービスの拡充」が

上位となっていることから、多様な保育サービスの充実を図る必要があります。

○　保育所等での障がい児の受入れが増加していることから、特別な配慮を必要とするこどもの

保育所等における円滑な受入体制の整備を進める必要があります。

○　子育て当事者が地域の中で孤立しないよう、地域の身近な場を通じた子育て支援を充実する

ことが重要です。

【施策の方向】

○　幼児教育・保育の提供体制の充実を図るため、新たに保育士を目指す方への資格取得支援、

離職者の再就職の促進、保育士・保育所の魅力発信など、保育人材確保の取組を実施します。

○　安心してこどもを預けられる体制を整備するため、保育所・認定こども園・幼稚園に対する

指導監督や運営費支援を実施するとともに、保育ニーズが増大している市町村における受け皿

整備の支援を行います。また、過疎地域における保育所の多機能化等、保育機能の維持に向け

た検討を進めます。

○　病児保育の利用について、子育て世帯の負担軽減を図るとともに、施設の整備や広域化の促

進を支援します。また、延長保育、一時預かり等の充実を図ります。

○　市町村が実施する障がい児や医療的ケア児の保育に係る受入体制の構築等を支援します。

○　認定こども園、保育所、幼稚園などにおける、幼児教育・保育や多様な保育サービスの充実

を図ります。

幼児教育・保育の充実

 ①　幼児教育・保育の環境整備

 ②　幼児教育・保育の質の向上 
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 新規保育士の確保

指定保育士養成施設の学生に対する修学資金の貸付や保

育実習の充実に向けた受入施設担当者研修の実施、保育

所等に勤務している保育士資格を保有しない方の保育士

資格取得支援など、新たに保育士を目指す方への支援に

取り組み、保育士確保を促進します。

子育て支援課

２
潜在保育士の復帰促

進

保育士・保育所支援センター（ほいく福岡）における就

業マッチング支援や保育所等に就職する際の準備金の貸

付など、保育現場を離れている保育士資格保有者を対象

とした就職支援を実施します。

子育て支援課

３
保育・保育所の魅力

発信

高校生や保育士養成校学生など未来の保育士の担い手や

保育士試験合格者など、ターゲットに応じた保育士・

保育所の魅力発信を行い、保育人材の確保に取り組みま

す。

子育て支援課

４
保育所・認定こども

園・幼稚園

保育所・幼稚園の認可、指導監督を行うとともに、就労

形態に関わりなく利用可能で、幼児教育と保育を一体

的に提供する認定こども園制度の活用を支援します。ま

た、質の高い幼児教育の提供のための財政支援を行いま

す。

私学振興課

子育て支援課

５ 届出保育施設

知事等の認可を受けていない保育施設における安全確保

を図るため、定期的に施設へ立入調査・改善指導等を行

うとともに、指導監督基準を満たしている施設に対して

証明書を交付します。

子育て支援課

６ 待機児童の解消

市町村との協議会における待機児童の発生要因に応じた

対策の検討、保育士不足の保育所等に対する人材確保策

の助言等の取組により、待機児童の解消を図ります。

子育て支援課

７ 延長保育
就労形態の多様化に伴う保育時間の延長の需要に対応す

るため、延長保育の促進に努めます。
子育て支援課

８ 病児保育

保育士確保、施設の整備及び備品購入の支援、広域化の

促進等により、こどもが病気の際に家庭での保育が困難

な場合に、病院等でこどもを一時的に保育する病児保育

の促進に努めます。

子育て支援課

９
一時預かり、預かり

保育

保育所、認定こども園等で乳幼児を一時的に預かる一時

預かり事業、幼稚園の行う預かり保育事業に関する取組

を促進します。

私学振興課

子育て支援課

10 休日保育・夜間保育

保護者の就労形態の多様化に伴う休日、夜間の保育需要

に対応するため、市町村が実施する休日保育や夜間保育

を支援します。

子育て支援課

11

障がい児保育等受入

体制支援

【Ⅲ５①に再掲】

保育所等における障がい児等の円滑な受入れをすすめる

ため、障がい児保育等に係る標準モデルや市町村別の支

援策を示すとともに、障がい児保育に係る専門研修を実

施するなど、受入体制の構築に係る支援を実施します。

子育て支援課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

12

医療的ケア児保育受

入体制支援

【Ⅲ５①に再掲】

看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児

の保育に係る研修を実施することにより、医療的ケア児

の保育受入体制構築のための支援を行います。

私学振興課

子育て支援課

13
幼児教育・保育に関

する情報提供

幼児教育・保育に関する施設の情報について、情報収集

や検索が容易にできるよう県のホームページや子ども・

子育て支援情報公表システム「ここdeサーチ」により、

情報提供の充実に努めます。

子育て支援課

14

幼児教育・保育への

多様な主体の参入促

進

新規参入事業者に対する相談、助言等の巡回支援を行う

こと等により、多様な事業者の能力を活用した特定教

育・保育施設等の設置又は運営を促進します。

子育て支援課

15

幼児教育・保育の無

償化の実施

【Ⅳ４①に掲載】

保護者の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こ

ども園を利用する３歳から５歳までの全てのこどもたち

の利用料を無償化します。また、０歳から２歳までのこ

どもたちについては、住民税非課税世帯等を対象として

利用料を無償化します。

私学振興課

子育て支援課

義務教育課

16

幼児教育・保育利用

に要する保護者負担

の軽減

【Ⅳ４②に掲載】

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施

設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の実

費について、その費用の一部を助成します。

私学振興課

子育て支援課

17

病児保育の利用料無

償化

【Ⅳ４①に掲載】

病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の

経済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図ります。
子育て支援課

18

保育所への優先入

所、放課後児童クラ

ブの優先利用の促進

【Ⅲ４①に掲載】

市町村におけるひとり親家庭のこどもの保育所への優先

入所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援しま

す。また、求職活動・職業訓練等を行っている場合に

も、就労している場合と同等の事情にあるとして、優先

入所や優先利用を促進します。

こども未来課

子育て支援課

19

在留外国人のこども

の保育に関する対応

【Ⅲ７③に掲載】

保育所等の利用を希望する外国人子育て家庭を支援する

ため、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳システム

の導入等、多言語対応のための体制の整備を図ります。

子育て支援課
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②　幼児教育・保育の質の向上

【現状と課題】

○　乳幼児期のこどもに、質の高い幼児教育・保育を提供し、一人一人のこどもの健やかな成長

を支えていくためには、幼児教育・保育従事者の専門性の向上を図る必要があります。

○　また、幼児教育・保育に携わる人材の確保や職場環境の改善を推進することが重要です。

○　幼児教育・保育従事者の更なる処遇改善を進めるため、子ども・子育て支援法の改正によ

り、2025（令和７）年度から保育所等における職員の処遇等に関する情報を公表することとさ

れています。

○　全てのこどもが、格差なく質の高い学びへ接続できるよう、学びの連続性を踏まえ、幼保小

の連携を図る必要があります。

○　2024（令和６）年度から、保育士の配置基準が、「４・５歳児30人につき保育士１人」から

「25人につき１人」へ改善されました。また、１歳児についても、2025（令和７）年度以降、

こども・子育て支援加速化プラン期間中の早期に「１歳児６人につき保育士１人」から「５人

につき１人」へ改善を進めることとされています。

○　こどもが、身近な自然や動植物など周囲の様々な環境に好奇心や探求心をもって関わり、そ

れらを生活に取り入れていこうとする力を養うことができるよう、幼児教育・保育の質を高め

る必要があります。

【施策の方向】

○　幼児教育・保育従事者に対し、幼児教育・保育に必要な専門的な知識や技術等に関して必要

な研修を実施するとともに相談窓口を設置し、職員の資質の向上を図ります。

○　保育所等から報告された職員の処遇などの経営情報の適切な公表に努めるとともに保育所等

における処遇改善の取組を促進します。

○　保育所等に対し、保育現場の業務負担軽減に係る支援を行うことにより職場環境の改善を推

進します。

○　配置基準の改善に伴い必要となる保育士の確保を支援します。

○　幼児教育・保育と小学校教育の連続性を確保し、円滑な接続を図るため、幼保小の関係者の

双方向の連携を促進するとともに、幼児教育・保育の質の向上に取り組みます。

○　「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」と考えるワンヘルスの理念に基づいた幼児期から

の教育を推進します。

Ⅱ 

２　

幼
児
教
育
・
保
育
の
充
実



第
３
章

88

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
幼児教育・保育従事

者に対する研修

新任教員・保育士から園長まで経験年数や役割に応じた

階層別研修や保育現場が直面している課題に応じた専

門研修等、保育所、認定こども園、幼稚園等の職員に対

する研修を実施し、幼児教育・保育の質の向上を図りま

す。

私学振興課

子育て支援課

義務教育課

２
保育士等キャリア

アップ研修

保育士等の専門性の向上を図るとともに、処遇改善加算

の要件となる研修を実施します。
子育て支援課

３
保育従事者のための

相談窓口

保育士・保育所支援センターに「保育の相談窓口」を設

置し、保育従事者が、就労状況やメンタルヘルスなどに

ついて、外部人材に相談しやすい体制を整備します。

子育て支援課

４
保育事業者に対する

巡回支援

保育事業者に対し社会保険労務士等の専門家を派遣し、

保育所等の業務負担軽減や保育士確保に係る相談・助言

を実施することで、職場環境改善を図ります。

子育て支援課

５
保育士配置改善に係

る支援

配置基準の改善に伴う保育士確保を支援するため、短時

間勤務保育士の雇用に応じた助成を実施し、保育の質の

維持・向上を図ります。

子育て支援課

６
保育補助者等の配置

支援

保育に係る周辺業務や保育士の補助を行う保育補助者等

を保育所等に配置する費用を助成することにより、保育

士の業務負担軽減を図ります。

子育て支援課

７
幼稚園・保育所等と

小学校との連携強化

幼児教育・保育と小学校教育との円滑な接続を図るた

め、望ましい連携の在り方について情報提供を行うな

ど、幼保小の関係者の連携を促進します。

私学振興課

子育て支援課

義務教育課

８
幼児期におけるワン

ヘルス教育の推進

ワンヘルスを正しく理解するための研修の実施や幼児に

も分かりやすい絵本などの教材の作成を検討します。

私学振興課

子育て支援課

義務教育課

９ 苦情解決体制の整備

保育所等に対し、苦情解決の責任者や担当者を設置し、

利用者からの苦情解決に努めるとともに、第三者委員を

設置して苦情解決の客観性の確保に努めるよう助言・指

導します。

子育て支援課

10
第三者評価事業の推

進

保育所等の保育内容を第三者機関が客観的に評価する制

度を推進し、利用者が保育所を選ぶ際の判断に役立てる

とともに、保育所が評価されることによる保育の質の向

上に努めます。

子育て支援課

11
届出保育施設におけ

る健康診断の支援

届出保育施設に勤務する保育従事者や利用児童の健康診

断の実施を支援することにより、感染症の予防など利用

児童の安全・衛生確保に努めます。

子育て支援課

12

保育所等の園外活動

時の安全確保

【Ⅱ４③に掲載】

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策

を具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路の見直

しなど、必要な対策を講じていきます。

私学振興課

子育て支援課

障がい福祉課

道路維持課
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福岡県保育士・保育所支援センター（ほいく福岡）

　「福岡県保育士・保育所支援センター（ほいく福岡）」では、「保育士や子育て支援員（保育補

助）の就業マッチング支援」を行うほか、「保育人材の専門相談窓口」を設け、保育士が保育業界を

離れず、保育現場を離れている潜在保育士が円滑に復帰できるよう、保育に精通したコーディネー

ターや専任の相談員が支援しています。

　また、保育士就業マッチングサイト「ほいく福岡」は、パソコンやスマートフォンから求人情報を

検索でき、面接の申し込みも可能。利用料無料で、希望に合う園探しをサポートしています。

　求職登録していただくことで、専任のコーディネーターが求人施設との就業マッチング支援を行い

ます。保育士・保育補助者が様々な状況やライフステージに応じて、新しい職場で生き生きと働ける

よう、職場選びや面接の段階からサポートしています。

　県内の保育施設の特徴や魅力を紹介する「魅力発信ページ」も用意しています。

　保育に関わるお仕事をされている全ての方が無料でご利用いただける相談窓口を開設しています。

（匿名での相談が可能）

　専任の保育人材相談員がお話を伺いますので、就職後の職場の人間関係や職場環境に関するお悩み

など、何でもご相談ください。

　面談・電話・メールなど、様々な方法で相談いただけます。（面談は予約制です）

　福岡県内（北九州市、福岡市を除く）の保育所・認定こども園から、ご自身が就職を希望する施設

で実施できるように調整します。参加費は無料です。

　https://www.hoiku-fukuoka.jp/

　保育士・保育補助者の就業マッチング支援（保育士有資格者届出制度を含む）

　保育人材の相談窓口

　保育 1 日体験研修
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 ３　こどもの生きる力の育成

【施策体系】

 

 

①　学力の向上

【現状と課題】

○　自分で課題を見つけ、考え、主体的に判断し、適切に課題を解決する能力を育成するため、

学ぶ意欲等を高める指導法や主体的で参画型の授業を推進すること等が求められています。

○　学童期に、基礎的な「読む力」、「書く力」、「計算する力」等を習得し、活用することが、そ

の後の長期にわたる学習にとって重要となります。

○　学力向上に向け、取組を行う市町村、学校への支援のほか、大学等の地域の教育資源を活用

した学習活動の推進等、様々な取組を強化する必要があります。

○　現在、ＩＣＴがあらゆる分野で活用されていることから、情報活用能力が必要不可欠になっ

ています。今後、生活手段・学習手段としてますます重要になる情報活用能力をこどもたちに

身に付けさせることが求められています。

【施策の方向】

○　ＩＣＴの積極的な活用により、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図

り、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進します。

○　各学校において学力向上に向けた実効性のある検証改善サイクルを構築するため、年間計画

とロードマップを作成し、各学校の学力層に着目した分析により、各学力層を踏まえたきめ細

かな学習指導の充実に向けた取組の充実を図ります。

 ①　学力の向上

 ②　豊かな心の醸成

 ③　人権意識の醸成

 ⑤　食育の推進

 ④　健やかな体の育成

 ⑥　教育環境の整備・充実

こどもの生きる力の育成
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○　確かな学力の定着に向け、指導体制、指導方法の改善、習熟度別指導等の少人数指導を推進

します。

○　義務教育段階の一貫した指導方法が継続できるよう、小学校と中学校が連携・協働した学習

指導等の取組の充実を通して、授業の質の向上を図り、こども一人一人の学習内容の理解度・

定着度の向上と学びの高度化に向けた取組を推進します。

○　コミュニケーション能力や課題解決に必要な思考力、判断力、表現力等の育成及び主体的に

学習に取り組む態度の育成に向けた取組を進めます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

ＩＣＴを活用した教

育推進事業

【Ⅲ５②に再掲】

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新

しい教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先進的教

育モデルの研究、プログラミング教育の充実に向けた取

組や普及啓発を行います。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

２
ふくおか学力アップ

推進事業

県内の児童生徒の学力向上を図るため、学力・学習状況

と市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析し、学

力向上に有効な施策を提供することで、市町村教育委員

会の学力向上に向けた主体的な取組を支援します。

義務教育課

３

次代の人材育成に向

けた高校教育ＤＸ推

進事業

【Ⅱ３⑥に再掲】

１人１台端末を活用した多彩な教育資源の共有による、

学校の枠を越えた学習活動の実施、データ分析による生

徒の学びの充実及び教員の指導改善、学校のＩＣＴ活用

を推進する支援体制などにより県内どこにいても生徒が

学びを深める環境の充実を図ります。

高校教育課

４ 学習サポート事業

福岡県立大学において、学生に筑豊地域の市町村等が行

う補充学習を紹介し、小学生・中学生の学習支援を行う

ことで、こどもの学力向上を図ります。

青少年政策課
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②　豊かな心の醸成

【現状と課題】

○　幼少期から読書をしたり、様々な文化芸術に触れたりすることは、想像力、思考力を身に付

け、感性を磨き、表現力を高め、多様性の尊重や相互理解の精神といった豊かな人間性や、オ

リジナリティあふれるアイデアを生み出す想像力を養う上で有効な役割を果たすことから、地

域や学校等との連携により、読書活動の推進や文化芸術に触れる機会の充実が必要です。

○　豊かな情操、人権意識、自尊感情、規範意識、生命の尊重、他者への思いやり、社会性、公

共の精神等を育むことは、こどもが自立した社会生活を営む上での基礎となるものです。

○　規範意識は幼児期からしっかりと学習することが大切であり、学童期には、必要な道徳や命

の大切さを学ぶとともに、学校での集団生活の中で善悪の判断を自ら行う能力を身に付けるこ

とが求められます。

○　生命の尊さを学び、生命を大切にする教育、自分や相手、一人一人を尊重する教育を推進し

ていくことが重要です。

○　自然体験や社会体験、生活体験の不足が課題とされている中、社会教育施設の充実したサー

ビスの提供が求められています。

○　環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会の構築に向け、こどもが自ら環境について考

えて行動し、よりよい環境を将来へ引き継いでいくことが重要です。

【施策の方向】

○　「福岡県子ども読書推進計画」に基づき、こどもの発達段階に応じた効果的な取組を推進し

ます。また、保護者への啓発のため、保育所･幼稚園や小学校、公民館において、地域の読書

ボランティアの活用を図ります。

○　公立図書館及び学校図書館等のネットワーク化や公立図書館による学校支援を推進し、こど

もの読書活動の充実を図ります。

○　次世代を担うこどもが優れた文化芸術や郷土の伝統文化に触れ親しむことができるよう、文

化芸術を鑑賞・体験する機会や、文化芸術活動に参加し、その成果を発表できる場の充実を図

ります。

○　学校の教育活動全体を通して、「自分を大切にする心」や、「思いやりの心」、「人を尊敬する

心」、「感謝の気持ち」、「家族を大切にする心」等を育てる心の教育を推進します。

○　「特別の教科　道徳」において、体験活動や問題解決的な学習等を取り入れ、それらの活動

等で学んだ内容の意義や人間としての生き方等について考え、議論するような指導の充実を図

ります。

○　学校の教育活動全体を通じて、授業の公開や地域教材の開発・活用等に家庭や地域の人々、

各分野の専門家等の積極的な参加や協力を得る等、学校・家庭・地域が一体となった道徳教育

の質の向上と一層の充実を図ります。

○　社会教育施設の機能の充実を図り、利用者のニーズに即した学習プログラムの開発に取り組

みます。

○　環境問題に対する正しい理解と認識のもと、次代を担うこどもたちが環境保全活動に積極的

に参加することを目指し、こどもの頃から環境問題に関心を持てるよう、こども向けの環境教

育教材を作成し、提供します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こどもが文化芸術に

触れる機会の充実

こどもの文化活動の発表の場や芸術文化を鑑賞する機会

を提供し、こども文化活動の充実を図ります。
社会教育課

２
福岡県子ども読書推

進計画

４つの基本方針に沿って、こどものそれぞれの発達段階

に応じた読書習慣の形成、定着、確立を図ります。

①　家庭・地域・学校・民間におけるこどもの読書活動の推進

②　施設・設備等の環境の整備・充実

③　図書館間及び学校図書館等との連携・協力・ネットワーク化

④　こどもの読書活動に関する理解と関心を深める取組の普及

社会教育課

３
読書好きを育む環境

づくりの推進

乳幼児から中学生までを対象とした発達段階に応じた読

書活動の取組や保護者への啓発、読書活動の気運を高

める特色ある取組の支援を通して、「読書が好きな子ど

も」が育まれる環境づくりを推進します。

社会教育課

４

柔道・剣道研修を通

じたこどもの健全育

成

柔道・剣道研修を通じて、仲間との連帯意識や規範意識

を醸成するとともに、目標を持った「志」のあるこども

の育成を図ります。

少年課

５
文化芸術の鑑賞・体

験機会の提供

様々な文化芸術や伝統芸能等を鑑賞・体験する機会をこ

どもたちに提供するため、小・中・特別支援学校や小

児医療施設、児童養護施設への芸術家等の派遣や、主に

小・中学生を対象に文化芸術鑑賞事業や体験型事業を実

施する団体に対して助成を行います。

文化振興課

６

スクール・ミュージ

アム事業（アート

コース）

県内の公立学校を対象に、県立美術館において、様々な

学習・鑑賞プログラムを実施します。
社会教育課

７

読書活動推進ボラン

ティアの養成及び活

用促進

読書活動推進のために指導者やボランティア養成を目的

とした講座等を実施するとともに、読書に関する事業や

イベントでの活用促進を図ります。

社会教育課

８

図書館間の連携・協

力・ネットワーク化

の推進

「福岡県図書館情報ネットワーク」による県内図書館間

の図書資料相互貸借及び横断検索システムを拡充しま

す。

社会教育課

９
命の大切さを学ぶ教

室

中学生・高校生等の次代を担うこどもを対象に、犯罪被

害者遺族による講演や犯罪被害者等の手記の朗読を開催

することにより、犯罪被害者等への配慮・協力への意識

のかん養等や規範意識の向上を図ります。

被害者支援・相談課

10 がん教育の推進

学校におけるがん教育を推進することにより、がんに対

する正しい理解とがん患者に対する正しい認識及び命の

大切さについて理解を深めます。

体育スポーツ健康課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11
環境教育副読本の作

成

小学校高学年を対象とした環境教育副読本を作成、配布

します。
環境政策課

12
県立社会教育施設の

機能充実

県民のニーズを踏まえた学習プログラムを開発するとと

もに、それぞれの施設の特徴や魅力を生かした運営・

サービスの充実を図ります。

社会教育課

13 芸術文化活動の振興
高等学校芸術・文化連盟、中学校文化連盟を支援し、学

校における芸術文化活動の活性化を図ります。
社会教育課

14

規範的な行動を促す

道徳、特別活動、総

合的な学習・探究の

時間等の教育活動の

充実

小・中学校においては、道徳教育推進の核となる指導

者を養成するとともに、「道徳教育実践ハンドブック

vol.2」等の活用を促進します。

県立学校においては、道徳教育推進教師を中心に、人間

としての在り方生き方に関する教育を学校の教育活動全

体を通じて行います。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

15 電子書籍の整備

学校教育のＩＣＴ化に伴う電子書籍の活用促進、読書バ

リアフリーに資するため、県立図書館の電子書籍をはじ

めとしたデジタル資料の充実を図ります。

社会教育課

16

ど こ で も ケ ン ビ

（バーチャル美術館・

edukenbi（えでゅけ

んび））の公開

県立美術館の所蔵作品を鑑賞でき、こどもの学習に役立

つサイトを公開します。
社会教育課

17 青少年囲碁交流

囲碁を通じて、こどもたちが目標へ挑戦する心や洞察

力、礼節を重んじる心を育むとともに、幅広い視野を

持ったたくましい青少年を育成するため、福岡県青少年

囲碁大会を開催します。

青少年育成課

18

自立と協働を学ぶ体

験活動推進事業

【Ⅱ８①に掲載】

県立中学校・中等教育学校の第１学年を対象に集団体験

活動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協働の

精神を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成

し、夢や志を持って学校生活を送ることができる生徒を

育成します。

高校教育課

19

文化交流展（平常

展）の観覧料無料化

【Ⅱ５②に掲載】

九州国立博物館において、これからを担うこどもに、日

本とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会

を提供するため、高校生以下又は18歳未満の観覧料を無

料としています。

文化振興課九州国

立博物館・世界遺

産室

20

折り紙ヒコーキ大会

の開催

【Ⅱ８①に掲載】

地域を越えて小学生が交流し、創意工夫しながら切磋琢

磨する体験となる折り紙ヒコーキ大会を開催します。
青少年育成課

21

市町村等体験活動支

援事業

【Ⅱ８①に掲載】

青少年育成に取り組む自治会や企業等の多様な主体とと

もに連携して体験活動を実施する市町村を支援します。
青少年育成課

22

企業による体験活動

支援事業

【Ⅱ８①に掲載】

体験活動を提供する企業を開拓し、企業による体験活動

を直接こどもにつなげる体制を構築します。
青少年育成課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

23

体験活動スタッフの

養成

【Ⅱ８①に掲載】

体験活動の運営サポートや企画ができる人材を養成しま

す。
青少年育成課

24

青少年育成県民運動

の推進

【Ⅱ８①に掲載】

国や県の施策に呼応して総合的な県民運動を展開し、青

少年の健全育成に寄与することを目的として事業を実

施している福岡県青少年育成県民会議に対する助成を行

い、将来を担う青少年の健全育成を行います。

青少年育成課

25

青少年団体活動の強

化推進

【Ⅱ８①に掲載】

青少年団体相互の連絡提携を図るとともに、青少年の健

全育成に寄与する目的で青年リーダーやジュニアリー

ダー養成事業を実施している福岡県青少年団体連絡協議

会に対して助成を行います。

青少年育成課

26
夏休み子ども企画展

【Ⅱ８①に掲載】

主に小学生を対象とした体験活動の機会とともに、福岡

県のことを学び、理解を深めていただくためのパネル展

を実施します。

青少年育成課

27

成長段階に応じた体

験活動の提供

【Ⅱ８①に掲載】

こどもたちの成長段階に応じ、主体的・対話的で深い学

びの場を通じた思考力、判断力、社会性の習得や職業観

の形成、及び自己の考えを広げ深めるための体験活動や

交流会について検討します。

青少年育成課

28

体験活動情報の一元

的な提供

【Ⅱ８①に掲載】

こどもたちの成長段階に応じた体験活動についての情報

を一元化して提供するプラットフォームを構築するとと

もに、体験活動による効果を可視化し発信する仕組みに

ついて検討します。

青少年育成課
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環境教育教材「みんなの環境」

～「消費者教育教材資料表彰２０２４」優秀賞を受賞～

　県では、1993（平成５）年度から、毎年、福岡県環境教育副読本「みんなの環境」を作成してい

ます。

　「みんなの環境」は、小学校高学年を対象に、日常生活に深く関わっている環境問題について、

イラストや図を活用しながら県内の情報を交えて分かりやすく紹介しています。また、資料編で

は、副読本を使用して環境教育を行う教員向けに、副読本の内容を補完するデータや解説等を掲載

しています。

　2024（令和６）年５月には、この教材が「消費者教育教材資料表彰２０２４」優秀賞を受賞しま

した。

　この教材は、こどもたちが現在の環境問題に対して理解を深め、環境に配慮した行動に取り組む

ことを目指しています。また、こどもたちの行動を契機として、家庭や地域社会での取組に繋がる

ことを期待しています。

　こどもたちとみんなで取り組んでいけるよう、ぜひご活用ください！

【エコトンからのお知らせ】

　「みんなの環境」は皆さまからの寄附金

（環境保全基金）を活用して作成されています。

　環境保全基金への寄附方法等はこちらをご覧ください。

環境教育副読本　 「消費者教育教材資料表彰２０２４」表彰状
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③　人権意識の醸成

【現状と課題】

○　人権尊重社会の確立に向け、あらゆる機会を通じて人権教育・人権啓発に関する施策を総合

的に推進した結果、人権に対する認識は高まっていますが、依然として、同和問題（部落差

別）をはじめ、女性、こども、高齢者、障がいのある人、外国人、性的少数者等に対する偏見

や差別が、学校、地域、家庭、職場等の社会生活の様々な場面において存在しています。

○　同和問題（部落差別）に関しては、現在もなお差別落書きや差別につながる土地の調査等の

差別が存在し、インターネットの普及をはじめとした情報化の進展に伴って部落差別に関する

状況の変化が生じています。特に、インターネット上では、個人や団体を誹謗中傷する書き込

み、不当な差別的取扱いを助長・誘発する目的で同和地区の所在地情報を流布する等の問題が

発生しています。

○　国際化や情報化の進展などを背景に新たな人権問題が顕在化する一方で、個別の人権課題の

解決に向けた法整備が進むなど、人権を取り巻く状況は大きく変化しています。

○　「人権問題に関する県民意識調査」（2021（令和３）年）では、「人権問題にあまり関心が

ない」、「関心がない」と回答した人は、合わせて約３割となっており、引き続き人権尊重の

意識を高める教育が求められています。また、「小学生の保護者の家庭教育に関する調査」か

らは、こどもに豊かな心を育んでほしいという保護者の願いが大きいことがうかがえます。こ

のようなことから、社会教育については、学校内外において、多様な教育活動を展開し、人権

尊重精神の育成を図ることが必要です。

○　ＡＩなどの先端技術が高度化し、社会の在り方そのものが劇的に変わるSociety5.0時代が到

来しつつある中、国連において採択された「人権教育のための世界計画第４フェーズ行動計

画」は、青少年リーダーの育成を喫緊の課題として挙げ、グローバルな視野に立った人権問題

の解決に取り組める人材の育成を求めています。それらをふまえ、これからの学校教育におい

ては、こどもの視野を国内外に広げ、人権問題の解決に向けて主体的に行動できる総合的な課

題解決能力の育成に取り組んでいく必要があります。

【施策の方向】

○　人権尊重の意識や行動が定着するよう、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、

「福岡県人権教育・啓発基本指針」に基づき、あらゆる機会をとらえて人権教育・人権啓発を

推進します。

○　県民啓発の拠点施設である福岡県人権啓発情報センターにおいて、事業の一層の充実を図

り、人権問題に係る啓発を推進します。

○　同和問題（部落差別）について、部落差別を解消する必要性に対する県民一人一人の理解を

深めるよう、啓発活動を充実強化するとともに、市町村、地域、企業等における啓発活動や研

修に対する支援を行い、学校や地域、家庭において、部落差別に関する差別意識の解消に向け

た教育を推進します。また、部落差別に関する相談体制の充実や必要に応じて部落差別の実態

に係る調査を行うとともに、インターネット上で部落差別に関する情報を確認し、発見した際

は、サイト管理者等に対し、削除要請を行います。
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○　学校教育及び社会教育において、様々な人権問題に関する、より高度な課題解決能力や指導

方法を探求する機会を設けます。さらに、「福岡県人権教育・啓発基本指針」に基づき、学校

教育活動全体を通して人権教育を推進するための企画・立案を行うことができる人権教育の指

導者を養成することを目指して連続講座を実施します。

○　市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の企画・立案に携わる人権教育指導者

を養成する研修会を開催し、本県人権教育の充実を図ります。

○　県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教員を対象に、ワークショップや意

見交流・発表などで構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の人権リー

ダーシップの育成及び主体的学びを促す教員の指導力向上を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

少年期の人権啓発の

推進（福岡県人権・

同和問題啓発事業費

補助金）

少年期における人権意識の高揚を図るため、異年齢のこ

ども同士の人権学習活動・体験学習活動等人権啓発を

推進する事業を対象に、実施市町村に事業費を補助しま

す。

人権・同和対策局

調整課

２

スポーツ組織と連

携・協力した人権啓

発活動（地域人権啓

発活動活性化事業）

県とプロバスケットボールチームが連携・協力して「人

権・スポーツ教室」を開催し、その中でプロバスケット

ボール選手による人権啓発の講話を実施します。

人権・同和対策局

調整課

３

大学等と連携した

「若者人権講座」の

実施（地域人権啓発

活動活性化事業）

若年層の人権意識の高揚を図るため、大学、専門学校生

を対象とした人権講座を開催します。

人権・同和対策局

調整課

４
福岡県人権啓発情報

センター事業

県民の人権意識の高揚を図り、人権が尊重される社会を

確立するため、人権啓発のより一層の充実や、県民一人

一人があらゆる機会を通して人権学習ができるよう、展

示事業や人権問題に関する研究、啓発活動に必要な各種

の資料・情報の収集及び提供等を行います。

人権・同和対策局

調整課

５

性の多様性に関する

理解促進事業

【Ⅱ８③に掲載、Ⅲ

７②に再掲】

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓

発を行います。

人権・同和対策局

調整課

６

人権教育実践交流

会・人権教育指導者

養成連続講座

多様な校種や職種での実践交流や研究協議を行い、学校

教育及び社会教育において、様々な人権問題に関する、

より高度な課題解決能力や指導方法を探求する機会を設

けます。

人権・同和教育課

７
人権教育コーディ

ネーター養成講座

市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の

企画・立案に携わる人権教育指導者を養成する研修会を

開催し、本県人権教育の充実を図ります。

人権・同和教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

８

人権が大切にされた

社会をめざす生徒の

リーダーシップ育成

事業

【Ⅱ６②に再掲】

県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び

教員を対象に、ワークショップや意見交流・発表などで

構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた

生徒の人権リーダーシップの育成及び主体的学びを促す

教員の指導力向上を図ります。

人権・同和教育課

９

交際相手からの暴力

（デートＤＶ）防止

対策の推進　

【Ⅱ４②に掲載】

中学生・高校生に対し、交際相手からの暴力防止に関す

るリーフレットを作成・配付するとともに、希望する学

校に講師を派遣し、啓発を行います。

男女共同参画推進課
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④　健やかな体の育成

【現状と課題】

○　新型コロナウイルス感染症をはじめ、ＳＡＲＳ、ＭＥＲＳ等の新興感染症の多くは人獣共通

感染症です。これに対応するためには、「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」と考えるワ

ンヘルスの理念に基づく取組が重要です。

○　学童期は、乳歯から永久歯に生え変わる時期です。生えたばかりの永久歯は未成熟であるた

め、特にう蝕が集中的に発症します。う蝕は一度罹患すると自然治癒しません。

○　う蝕を予防するためには、保護者や学校関係者等が予防方法を正しく理解し、児童生徒が効

果的に実践できる環境を整えることが求められます。

○　未成年は発育期の細胞のため感受性が高く、喫煙すると依存しやすいといわれています。

○　学童期・思春期のこどもたちが、喫煙についての正しい知識を身につけ、責任をもった行動

が取れるよう、喫煙防止教育や、健康相談が受けられる環境を整えることが必要です。

○　スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（2023（令和５）年度)において学校

の体育の授業以外で運動やスポーツをしないこどもがいるという課題があります。

○　こどもに運動やスポーツの楽しさを実感させるとともに、運動やスポーツをする習慣の定着

に努め、体力向上を図ることが重要です。

○　メンタルヘルスに関する問題や性に関する不安・悩み等、こどもの健康課題が多様化・深刻

化する傾向にあります。

【施策の方向】

○　「福岡県ワンヘルス推進基本条例」に基づき、県民のワンヘルスに関する理解を促進するた

め、県民及び事業者に対する啓発やこどもたちに対する教育等を推進します。

○　児童生徒や保護者、学校関係者等に対して、フッ化物の効果や安全性への理解促進を図るこ

とにより、フッ化物洗口の実施拡大に取り組みます。

○　学校保健と連携して、喫煙防止教育を早期から行います。併せて、保護者や教師、地域の理

解と協力のもとに、未成年者に喫煙させない（防煙）環境づくりを推進します。

○　こどもたちのスポーツへの動機付けと習慣化を図るため、運動やスポーツをする機会を充実

させる取組を推進します。

○　教員を対象とした研修会を通じて、運動やスポーツへ取り組むきっかけとなる体育科・保健

体育科の授業を工夫・改善し、「運動が好き」「体育が楽しい」と感じるこどもの育成を目指

します。

○　性や心に関する不安・悩みを抱える生徒に対して専門家（産婦人科医・精神科医等）による

個別相談の更なる充実を図ります。

○　県教育委員会が作成した指導資料の普及を図り、性に関する指導の充実に努めます。

○　関係機関と連携した外部講師の有効活用を促すなど、学校におけるがん教育を推進します。

○　本県で開催される国際大会や強化合宿等に参加する国内外の選手と県民との交流を促進しま

す。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ ワンヘルス推進事業

イベントの開催による県民への普及啓発を行うことでワ

ンヘルスの理念の浸透を図り、ワンヘルスの取組を推進

します。

ワンヘルス総合

推進課

２
ワンヘルス推進強化

事業

ワンヘルスの理念に則った県民の行動及び活動を促進し

ます。また、県民が身近にワンヘルスを学び、体験でき

るよう市町村を支援します。

ワンヘルス総合

推進課

３

生物多様性に関する

ワンヘルス教育推進

事業

ワンヘルスの取組の一つである「生物多様性の保全」を

テーマに、屋外ワンヘルス体験学習・研究ゾーン（仮

称）を活用したワンヘルス教育プログラムを策定し、小

学生に自然とのふれあいの中で生物多様性に関する理解

の促進を図ります。

自然環境課

４
ワンヘルスの普及啓

発

県民に対し、安全安心な畜産物を通じて広くワンヘルス

概念の普及啓発活動を実施します。
畜産課

５
私立学校におけるワ

ンヘルス教育の推進

私立学校を対象に、ワンヘルスの理念と実践に対する指

導者の意識醸成を図るセミナーの開催や、学校の特色に

あったワンヘルス教育について助言する専門家派遣を実

施します。

私学振興課

６

ワンヘルス教育総合

推進事業

【Ⅲ５②に再掲】

こどもが生涯にわたって健康や環境を適切に管理・改善

していくための資質・能力を身に付けるため、義務教育

段階から高等学校段階まで系統性のある「ワンヘルス教

育」の推進を図ります。

体育スポーツ健康課

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

社会教育課

７ 歯の健康づくり事業

「福岡県歯科口腔保健啓発週間」等におけるイベントや

講演会等を通じて、食習慣や歯磨き方法、フッ化物の利

用など、う蝕予防に関する正しい知識の普及啓発を図り

ます。

健康増進課

８
市町村歯科保健事業

実施状況調査

市町村における乳幼児の歯科健診、健康教育等の実施状

況の情報を収集するとともに、情報の共有を図ることで

効果的な取組の促進を図ります。

健康増進課

９

母性及び乳幼児の健

康づくりの担い手で

ある人材の資質の向

上及び確保

保育所等の特定給食施設で栄養管理に従事する職員や市

町村の保健師、栄養士等の質の向上に係る研修等を開催

するとともに、特定給食施設の栄養士、管理栄養士、市

町村における保健師、栄養士等の配置促進を図ります。

健康増進課

10
性感染症に関する啓

発、相談

県の保健所において、エイズ・性感染症の感染予防及び

まん延防止のため、地域住民に対し、正しい知識の普

及啓発を行います。また、地域住民がエイズ等の性感染

症に関する相談や検査を安心して受けることができる体

制の整備として、相談窓口を設置し、無料・匿名でＨＩ

Ｖ・梅毒・クラミジア・淋菌検査を実施することで感染

の早期発見と二次感染を予防します。

がん感染症疾病

対策課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11
たばこ知らずの未成

年者育成

学校保健と連携して、喫煙防止教育を早期から行いま

す。併せて、保護者や教師、地域の理解と協力のもと

に、未成年者に喫煙させない環境づくりを推進します。

健康増進課

12
学童期フッ化物洗口

導入促進事業

学童期におけるう蝕予防を推進するため、フッ化物洗口

を実施する市町村への支援及び実施拡大に向けた協議

等を行い、小学校におけるフッ化物洗口の普及を図りま

す。

健康増進課

13
こどもの体力向上に

係る取組の充実

発達段階に応じたこどもの運動・スポーツへの動機付

け、習慣化を図るとともに、体力向上を目的とした総合

的な事業を推進します。

体育スポーツ健康課

14
福岡県体力向上総合

推進事業

小・中・高等学校・特別支援学校等において、スポコン

広場の実施や部活動指導員の配置等、総合的に体力向上

に関する事業を実施・充実させることで、本県のこども

の体力向上を図ります。

体育スポーツ健康課

15 薬物乱用防止教育

学校、地域等で実施される薬物乱用防止講習会に外部講

師を派遣します。また、外部講師（薬物乱用防止講習会

講師団講師）に対して、研修会を実施し、資質向上に努

めます。

薬務課

16 健康教育の推進

県立高等学校の生徒等の性や心の健康に関する正しい知

識の普及と不安や悩みの解消のため、専門家による講演

や相談、及び健康教育の推進及び教員の指導力向上のた

めの研修を実施します。

体育スポーツ健康課

17

プレコンセプション

ケアの推進

【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ

７④、Ⅳ１に再掲】

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、

思春期からの人々を対象に性や妊娠に関する正しい知識

の発信や相談対応を行います。

子育て支援課

18 武道教育等の充実化

中学校の保健体育科教員を対象に、安全に配慮した武道

等授業の進め方や生徒の実態に応じた段階的な指導方法

の習得等、武道等学習の指導体制等の充実を図ります。

体育スポーツ健康課

19

部活動指導員配置事

業

【Ⅱ３⑥に掲載、Ⅳ

６①に再掲】

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置

し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減

を図ります。

体育スポーツ健康課

20

トップアスリートに

よる合宿誘致・交流

の促進

海外、県外からのトップアスリートによるスポーツ合宿

に対する助成を行います。
スポーツ企画課
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⑤　食育の推進

【現状と課題】

○　食をめぐる状況は、朝食の欠食、偏食等の食生活の乱れや野菜の摂取不足など栄養バランス

の偏りが見られ、こどもたちの心身の発達に大きな影響を与えています。

○　こどもたちの豊かな心を育み、健全な身体を育てるためには、早い時期から食生活に関する

正しい知識や習慣を身につけさせることが重要です。

○　特に、学校における食育は、こどもたちが「生きる力」の基礎を育む上で非常に重要です。

○　こどもたちの食や食を支える農林水産業への理解を深めるため、食育とあわせて地産地消の

取組を推進していく必要があります。

○　核家族化、共働きの増加などにより、家庭での望ましい食習慣の形成が難しい状況にあるた

め、保育所等において栄養管理された食事が提供されるとともに、こどもや保護者への食に関

する指導が求められます。

【施策の方向】

○　食育に関する情報提供、普及・啓発を行い、地域における食育に関する取組を支援します。

○　関係機関と連携しながら、食育・地産地消の取組を県民運動として推進します。

○　学校教育活動全体を通して、家庭や地域と連携し、学校における食育の取組を推進します。

○　保育所をはじめとする児童福祉施設等における健全な食環境の整備を図るとともに、こども

の健康づくりを担う人材の確保、資質向上に取り組みます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 食育活動の支援

県内地域の食生活改善実践活動の推進を図るため、食生

活改善推進連絡協議会に対して助言や指導を行うととも

に、食生活改善推進員のリーダー等に対して「食と健康

教室」などの研修を実施します。

健康増進課

２ 学校における食育

栄養教諭を中心とした食に関する指導の推進校事業、福

岡県学校給食研究指定委嘱事業、こどもが作る「ふくお

か弁当の日」の推進等、学校における食育の推進を図り

ます。

体育スポーツ健康課

３
家庭と連携した食育

【Ⅳ６②に再掲】

関係団体と連携したＰＴＡ学校給食教室や学校給食フェ

アの実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組等、家庭

と連携した食育の推進を図ります。

体育スポーツ健康課

４

こどもが作る「ふく

おか弁当の日」の拡

大

こどもが弁当を作ることを通して、食べ物やそれらを

作ってくれる人への感謝の心を養い、自己肯定感を育む

など高い教育効果が期待できる「ふくおか弁当の日」の

普及・拡大に取り組みます。

体育スポーツ健康課

５
食に関する指導体制

整備の推進

栄養教諭等を対象に、食に関する指導の充実に向けた研

修会等を実施し、栄養教諭等の資質向上を図ります。ま

た、学校給食の充実を図るため、給食調理員を対象にし

た学校給食料理コンクールを実施します。

体育スポーツ健康課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

６
学校保健・食育指導

事業

教員を対象に、学校保健・安全・給食に関する研修会を

開催し、教員の資質向上を図ります。
体育スポーツ健康課

７
食育・地産地消県民

運動

農林水産団体、教育機関等の関係機関等と連携し、学校

給食への県産農林水産物の利用促進や、小中学生等を対

象とした食育出前講座の実施などにより、食育と地産地

消を一体的に推進します。

食の安全・地産地

消課

８ 特定給食施設指導
保育所等の給食施設の指導を行い、栄養管理された食事

が提供されるよう食環境の整備を図ります。
健康増進課
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⑥　教育環境の整備・充実

【現状と課題】

○　ＩＣＴを活用した教育や実践的な英語教育等を推進するため、教員の指導力向上が求められ

ています。

○　学校の抱える課題が複雑化・多様化し、その役割が拡大する中、授業改善や教育活動の一層

の充実が求められており、教員の長時間勤務が課題となっています。

○　デジタル化の急速な進展、児童生徒・学生の興味・関心や進路希望等の多様化等に伴い、

様々な教育ニーズに対応する必要があります。

○　学校施設の多くが建設後30年以上経過していることから、安全性及び快適性を確保するた

め、計画的な老朽化対策が求められます。

○　全てのこどもが等しく学校教育のＩＣＴ化の恩恵を受けられるよう、教育環境の整備を図る

必要があります。

○　公教育の一翼を担う私立学校は、少子化による生徒数の減少により、厳しい経営環境に直面

しています。各学校がそれぞれの建学の精神に基づき、独自の特色ある教育の推進を図り、個

性的で魅力あふれる学校をつくることが求められています。

【施策の方向】

○　教員の指導力向上のため、学校において求められる立場、役割、資質・能力に応じた研修の

実施等、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ります。

○　スクールカウンセラー等多様な専門スタッフの活用により、学校の組織力を高め、教員がこ

どもの指導に専念できる環境の整備を進めます。

○　教職員のワーク・ライフ・バランスの取れた生活を実現し、健康でやりがいを感じながら働

くことができる環境を整備するとともに、「教職員がこどもや自分と向き合う時間」を十分に

確保し、学校教育の質の維持・向上を図ります。また、教員の仕事の魅力発信に取り組みま

す。

○　多様な教育ニーズに応じるため、県立高校の特色化を推進するとともに、中学生が適切な進

路選択ができるよう県立高校における情報発信力の向上を図ります。

○　県立学校については、「福岡県立学校施設長寿命化計画（個別施設計画）」に基づく改築や

大規模改修などの老朽化対策や学校空調の適切な維持管理を実施します。

○　市町村に対しては、老朽化対策が円滑に進むよう国の方針や補助制度などの情報を提供しま

す。

○　普通教室等への高速大容量通信ネットワークの整備や児童生徒一人一人に端末を配備するこ

となどにより、県立学校のＩＣＴ環境の充実を図るとともに、義務教育段階の公立学校におけ

る１人１台端末の着実な更新を実施します。

○　私立学校の教育条件の維持・向上、保護者負担軽減及び学校経営の健全性を高めるため、私

立学校に対する助成を行います。併せて、私立学校の経営努力や教育改革等、県民の教育ニー

ズに対応するため、自主的な取組を支援します。

○　こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができるよう、各市町村における新

たなスポーツ・文化芸術環境を整備する取組を支援します。

○　学校部活動における指導体制の充実のため部活動指導員の配置及び活用を促進します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 教員の資質向上

優秀な教員を採用するため、採用試験の工夫改善を図り

ます。若年教員、中堅教員、ベテラン教員それぞれの

キャリア・ステージに対応した基本研修、今日的教育課

題に応じた課題研修、教員や学校の課題に応じた専門研

修を実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。

教職員課

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

２
教員の資質・能力や

学校の組織力の向上

私立学校の教職員を対象として専門性の高い教育研修、

人権研修について支援し、教育内容の向上と教育環境の

充実を図ります。

私学振興課

３
教職員の働き方改革

の推進

○教職員の働き方改革取組指針に基づき、校務を情報化

することによる業務の効率化や適正化等、教職員の働

き方改革を進めます。

○生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理するシステ

ム並びに教員間の情報共有のための学校用グループ

ウェア及び保護者等への連絡のためのメール連絡網を

普及・推進し、学校の業務改善に取り組みます。

○情報通信技術支援員を配置し、ＩＣＴの活用を推進す

るとともにＩＣＴ機器の増加に伴う教員の業務負担の

軽減を図ります。

○より専門的な技術指導を行う体制の整備及び教職員の負

担軽減のため、中学校・高等学校及び特別支援学校等の

部活動に部活動指導員を配置するほか、運動部活動指導

者の指導力向上を図るための研修会を実施します。

教職員課

施設課

高校教育課

体育スポーツ健康課

４
部活動改革推進事業

【Ⅳ６①に掲載】

公立中学校における休日の部活動の地域移行等を推進す

るため、地域移行に向けた実証事業等を実施します。
体育スポーツ健康課

５

部活動指導員配置事

業

【Ⅱ３④、Ⅳ６①に

再掲】

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置

し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減

を図ります。

体育スポーツ健康課

６ 教員の魅力発信

教員免許を持ちながら教職に就いていない方が、教職の

魅力を再認識し、就業への意欲を高められるよう、学校

現場に触れる機会の提供について検討します。

教職員課

７ 学校施設の整備
「福岡県立学校施設長寿命化計画（個別施設計画）」に

基づき、計画的な老朽対策を実施します。
施設課

８ 学校空調の管理
学校空調について、適切な維持管理を行うことで生徒の

安全確保や、教育活動の円滑な実施を図ります。

財務課

施設課

９ 県立学校整備事業
老朽校舎等の改築や長寿命化改修、グラウンド造成等に

より学校施設の整備・充実を図ります。
施設課

10
県立学校ＩＣＴ環境

整備事業

児童生徒の１人１台端末や大型提示装置等のＩＣＴ機器

を安心して活用できる教育の環境を整備します。
施設課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11 ＩＣＴ環境整備事業

普通教室等への高速大容量通信ネットワークの整備や児

童生徒一人一人に端末を配備することなどにより、県立

学校のＩＣＴ環境の充実を図るとともに、義務教育段階

の公立学校における１人１台端末の着実な更新を実施し

ます。

施設課

12

次代の人材育成に向

けた高校教育ＤＸ推

進事業

【Ⅱ３①に掲載】

１人１台端末を活用した多彩な教育資源の共有による、

学校の枠を越えた学習活動の実施、データ分析による生

徒の学びの充実及び教員の指導改善、学校のＩＣＴ活用

を推進する支援体制などにより県内どこにいても生徒が

学びを深める環境の充実を図ります。

高校教育課

13
スクールカウンセ

ラー活用事業

学校におけるカウンセリング機能を充実させるため、公

立小中学校にスクールカウンセラーを配置し、相談体制

の整備を図ります。

義務教育課

14
私立学校経常費補助

(生徒指導の充実)

私立学校等において、臨床心理士等、専ら生徒のカウン

セリングや福祉の支援を担当する教職員を配置する取組

を促進します。

私学振興課

15
高等学校情報提供事

業

多様な教育ニーズに応じるため、県立高等学校の特色化

を推進するとともに、中学生が適切な進路選択ができる

よう県立高校の学校紹介、施設見学、授業見学、進路相

談等を行います。

高校教育課

16

専門学科及び特色あ

る学科・コースの充

実

地域や学校・生徒の実態等に応じて、専門学科及び特色

ある学科・コースの改善・充実を図ります。
高校教育課

17
入学者選抜制度及び

転編入学制度の改善

受検生の多様な個性を様々な角度から評価するため、推

薦入学制度や特色化選抜制度、各校の特色に応じた学校

独自の面接、作文又は実技を行う個性重視の特別試験な

どを実施します。

高校教育課

18
中学校・高等学校の

連携促進

中・高連絡会において、進路指導や生徒指導に関する情

報共有の促進を図ります。
高校教育課

19
私立学校一人一台端

末整備費補助金

私立学校における一人一台端末の整備に対し助成を行い

ます。
私学振興課

Ⅱ 

３　

こ
ど
も
の
生
き
る
力
の
育
成



第
３
章

108

 ４　こどもの成長を支える環境の整備

【施策体系】

 

 

①　インターネット適正利用の推進

【現状と課題】

○　「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）によると、小・中・高校生

の３割以上が平日に学校以外で、３時間以上インターネットを利用しています。また、小学生

で５割半ば、中学生で８割半ば、高校生で９割台後半が、自分専用のスマートフォン等を所持

しています。

○　インターネットは匿名性が高く、情報を容易に複写できる等の特性があり、誹謗中傷や著作

権侵害等の問題が起きやすいため、情報モラルを培うとともに、ルールを理解し、守った上で

利用することが必要です。

○　スマートフォン等の普及に伴い、ＳＮＳ等が介在したいじめ、性的犯罪等の被害、長時間利

用による生活の乱れ等の問題が起きています。インターネットの適正利用に向けて、こどもや

保護者に対する教育・啓発等の取組が必要になっています。

○　こどものインターネット利用の拡大・低年齢化が進む中、インターネット上での人とのつな

がりを居場所と感じているこどももいます。インターネット上には、間違った情報やこどもの

健やかな成長を著しく阻害する有害情報が氾濫し、こどもがトラブルに巻き込まれたり、非行

や犯罪被害につながるといった重大な問題が起きており、インターネットの適正利用に向け

て、こどもや子育て当事者に対する教育・啓発等の取組が必要になっています。

【施策の方向】

○　福岡県青少年健全育成条例に基づき、県民や事業者に対する広報・啓発活動を通じて、情報

を適切に取捨選択して利用する等、インターネットの適切な利用を推進します。

 ①　インターネット適正利用の推進

 ②　犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備

 ③　安心して外出できる環境づくり

 ④　非行の防止と自立支援

こどもの成長を支える環境の

整備
Ⅱ 

４　

こ
ど
も
の
成
長
を
支
え
る
環
境
の
整
備



第
３
章

109108

○　フィルタリングサービスの活用を進め、こどもが安全に安心してインターネットを利用でき

る環境をつくります。

○　こどもが悪質なサイトを利用し、犯罪被害に遭わないため、こども、子育て当事者、事業者

等に対するフィルタリングの必要性等の広報啓発活動を推進します。

○　こどもが安全に安心してインターネットを利用できるよう、保護者に対する啓発を実施しま

す。

○　学校、ＰＴＡ、事業者、ＮＰＯ等と連携し、安心・安全なインターネット利用を推進するた

めの課題の共有や有効な施策の検討等を行います。

○　スマートフォンやＳＮＳが急速に普及する中で、日常のモラルに加え、情報技術の特性、各

種技術サービスの有用性や活用の仕方、トラブルの際の対処法等を理解した上で、犯罪被害を

含む危機を回避し、情報を正しく安全に利活用できるようにするために、発達段階に応じた情

報モラル教育に取り組みます。

○　情報モラル教育に関する教員研修の充実、学校で活用できる教材等に関する情報提供等を通

じて、各学校の情報モラル教育を支援します。

○　インターネット利用に起因した非行や被害について、実例に基づいた広報啓発を行い、情報

モラル教育を推進することで、非行や被害の防止を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

福岡県青少年の安

心・安全なインター

ネット利用推進連絡

会議

ネット問題に詳しい専門家や通信事業者、ＰＴＡ、行政

（知事部局、教育庁、警察）など関係機関・団体からな

る連絡会議を設置し、有効な施策の検討や課題の共有等

を行います。

青少年育成課

２

生徒自身がインター

ネットの適正利用を

考えるワークショッ

プの開催

高校生がインターネットに関する問題点や利用の仕方に

ついて議論し、発表するワークショップを開催します。
青少年育成課

３

インターネット適正

利用・非行防止を

テーマとした学習会

への講師紹介

【Ⅱ４④に再掲】

地域やＰＴＡなどが、インターネット適正利用や非行防

止に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、

主催者の依頼内容に応じて講師を紹介します。

青少年育成課

４
インターネット適正

利用に向けた啓発

スマートフォン等の情報端末は利便性と危険性を併せ持

つことを周知し、学校と家庭が連携し、使用の際に守る

べきルールやマナーについての指導の充実を図ります。

高校教育課

５
情報モラル教育の充

実

教員研修や研究推進によって教員の情報モラル指導力の

向上を図るとともに、児童生徒への情報モラルの啓発を

行います。

義務教育課

６

インターネット利用

に起因した非行・被

害防止対策

ネット利用に起因した非行や被害について、実例を基に

製作したＤＶＤ教材の活用を教育現場に促し情報モラル

教育を推進することで、非行や被害の防止を図ります。

少年課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

７

ＳＮＳに起因するこ

どもの犯罪被害防止

活動

【Ⅱ４②に再掲】

サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながる

おそれのあるＳＮＳ上の不適切な書き込みを発見し、注

意を促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止

を図ります。

少年課

８
フィルタリング普及

啓発活動の推進

こどもが悪質なサイトを利用し被害に遭わないため、こ

ども、子育て当事者、事業者等に対するフィルタリング

の必要性等に係る啓発活動を推進します。

少年課

９

青少年健全育成条例

の施行

【Ⅱ４②に掲載、Ⅱ

４③、Ⅱ４④に再

掲】

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び

興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化

を指導します。また、こどもを有害環境から守る自主的

措置を事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタ

リングの活用等について情報の提供を行います。

青少年育成課
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②　犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備

【現状と課題】

○　こどもを犯罪被害からまもることが、全てのこどもが健やかに育つための大前提となりま

す。

○　県の刑法犯認知件数は、2002（平成14）年の約16万８千件をピークに減少し、2021（令和

３）年に２万6,337件と戦後最少を記録した後、２年連続で増加に転じていますが、2023（令

和５）年は、約３万３千件で、ピーク時からは、約８割減となっています。こどもに対する犯

罪被害は、こどもの生命・尊厳・安全を脅かす深刻な問題であることを踏まえ、こどもを犯罪

被害から守るための防犯対策が重要です。

○　県の性犯罪（不同意性交等、不同意わいせつ）の認知件数は、依然として高い水準で推移し

ており、2023(令和５)年は362件で、そのうち約５割が20歳未満の被害です。

○　性暴力を根絶し、被害者も加害者も出さない社会、性暴力を許さず被害者に寄り添う心を共

有する社会をつくるためには、発達の段階に応じた総合的な教育・啓発を行っていくことが重

要です。

○　また、年齢や性別にかかわらず、また、どのような状況に置かれたこどもであっても、性被

害に遭うことはあってはならないとの認識の下、こどもへの加害の防止を進めていくことが重

要です。

○　こどもへの教育、保育等の役務を提供する行政や民間事業者に対し、その役務従事者等によ

るこどもへの性暴力防止等を義務付ける、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童

対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（以下、「こども性暴力防止法」という。）

が、2024（令和６）年６月26日に公布※されました。

※　施行期日：公布の日から起算して２年６月を超えない範囲の政令による指定日

○　交際相手からの暴力である「デートＤＶ」の認知度について、「言葉も、その内容も知って

いる」割合は、女性より男性が低い傾向にあり、若年世代、とりわけ男性に対し、加害者にも

被害者にもならないためのＤＶに関する正しい理解を促進する必要があります。

○　困難な問題を抱える若年女性は、困りごとを抱えながらも自ら相談につながりにくい傾向に

あります。

○　人格形成の途上にあるこどもが犯罪被害を受けた場合、その後の健やかな成長に与える影響

が大きいことから、被害を受けたこどもの心のケア等、関係機関が連携して必要な支援をして

いくことが大切です。

○　2023(令和５)年に、こどもの心身に有害な影響を与え、こどもの福祉を害する犯罪（福祉

犯）の被害に遭ったことにより保護された児童数は263人であり、近年はＳＮＳに起因した児

童買春、児童ポルノ製造等による性的被害が依然として後を絶たない状況にあります。

○　成年年齢引き下げに伴い、18歳以上であれば保護者の同意なく契約できることから、知識や

経験の不足、コミュニケーションに対する苦手意識などのぜい弱性につけ込まれ、様々な消費

者トラブルに巻き込まれる可能性が指摘されています。
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【施策の方向】

○　防犯のための情報提供、広報啓発を推進します。

○　学校、家庭、地域、警察等の関係機関が連携し、学校における防犯教育やこどもの安全を確

保する取組の充実を図ります。

○　道路、公園等における防犯環境設計の指針の普及促進を行うとともに、防犯ボランティア団

体等への活動支援や、誰でも気軽に実践できる「ながら防犯」活動の取組を推進します。ま

た、防犯カメラの設置促進など、犯罪が起きにくい環境整備に努めます。

○　「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」及び「性暴力被害者支援センター・ふくおか」に

おいて、総合的な被害者支援を実施するとともに、研修の実施等により被害者支援等に携わる

関係機関・団体職員の対応能力の向上と二次的被害の防止を図ります。

○　また、「福岡県性暴力根絶条例」に基づき、学校等に性暴力対策アドバイザーを派遣すると

ともに、啓発冊子を配布することにより、児童生徒の発達段階に応じた性暴力の根絶及び性暴

力の被害者の支援に関する総合的な教育・啓発を推進します。

○　性犯罪の被害を防止するため、その前兆とされる声かけ・つきまとい等に対応するととも

に、様々な情報発信ツールによる広報啓発、こどもに対する自己防衛教育の推進により、自主

防犯行動の促進を図ります。

○　「こども性暴力防止法」の施行後の円滑な対応や関係機関との連携を適切に図ることができ

るよう、必要な情報の収集等を行います。

○　中学生や高校生、大学生等の若年層に対し、様々な機会を活用して、交際相手からの暴力の

防止に関する啓発を行い、加害者と被害者を生まないための教育を推進します。

○　相談支援につながりにくい若年女性を対象に、声かけや電話・メール・ＳＮＳ等による相談

対応、安心・安全な場所の提供、公的機関への同行支援等を行います。

○　犯罪被害に遭ったこどもの早期発見・保護を行い、そのこどもや家族に対する継続的な支援

により、犯罪被害に遭ったこどもの立ち直りを図ります。支援を行うに当たっては、「秘密を

守ってほしい」というこどもの意見を尊重し、秘密の保持には十分に留意します。

○　こどもの福祉を害する犯罪の取締りを強化するとともに、被害防止に向けた広報啓発を推進

します。

○　消費者自らが適切に判断・行動できるよう情報提供を充実するとともに、消費者被害に遭い

やすい若年者に対し、市町村や教育機関等と連携して消費者教育・啓発を推進します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 防犯環境設計の普及

道路、公園、駐車（輪）場や共同住宅等における犯罪を

なくすため、防犯環境整備を促進するための具体的手法

を示した「防犯環境指針」の普及を図ります。

生活安全課

生活安全総務課

２

防犯ボランティアと

の連携、活動に対す

る支援

防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パ

トロールの実施等を行うとともに、関係機関・団体と連

携して、活動物品等の助成、活動ノウハウに関する研修

会の開催により、防犯ボランティア団体の活動を支援し

ます。

生活安全課

生活安全総務課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

３ ながら防犯活動の推

進

「通勤・通学」「買い物」「ジョギング」「犬の散歩」

など、日常生活の中で気軽に実践できる活動「ながら防

犯」を推進し、県民全体で安全・安心まちづくりに取り

組む気運の醸成を図ります。

「ながら防犯」に取り組む企業・団体を「みんなで防犯

応援隊」として登録する制度を設け、パトロールステッ

カー等の活動グッズを配布し、取組の推進を図ります。

生活安全課

４
安全・安心まちづく

りの推進

県民が安心して暮らすことができる安全な地域社会づく

りを推進するため、地域防犯活動やながら防犯等の安

全・安心まちづくりに係る地域の各種活動を定着、拡大

させることにより、安全・安心まちづくり県民運動の活

性化を図ります。

生活安全課

５

青少年健全育成条例

の施行

【Ⅱ４①、Ⅱ４③、

Ⅱ４④に再掲】

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び

興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化

を指導します。また、こどもを有害環境から守る自主的

措置を事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタ

リングの活用等について情報の提供を行います。

青少年育成課

６

こども・若者を性犯

罪被害から守るため

の対策の推進

性犯罪の被害を防止するため、様々な情報発信ツールに

よる広報啓発、こどもや若者に対する防犯教育の推進に

より、自主防犯行動の促進を図ります。

生活安全総務課

７

登下校防犯プランに

基づくこどもの犯罪

被害防止対策の推進

こどもの犯罪被害を防止するため、政府が決定した登下

校防犯プランに基づき、①地域における連携の強化、②

通学路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善、③不審

者情報等の共有及び迅速な対応、④多様な担い手による

見守りの活性化、⑤こどもの危険回避に関する対策の促

進について推進します。

義務教育課

生活安全総務課

８
犯罪被害者等に対す

る支援の充実・強化

犯罪被害者等が必要な支援を受けられるよう、被害者支

援等に携わる関係機関・団体職員の対応能力の向上と二

次的被害の防止などを図るため、支援者向けマニュアル

のＨＰ掲載や担当職員向け研修を実施します。

生活安全課

９
犯罪被害者に対する

支援

「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」において、電

話相談や面接・カウンセリング、病院・裁判所などへの

付添い支援等、犯罪被害者等の早期回復に向けた被害直

後からの総合的な被害者支援を実施します。

生活安全課

10

犯罪被害に遭ったこ

どもに対する立ち直

り支援の推進

被害に遭ったこどもの早期救出・保護を図るとともに、

精神的なダメージを軽減するための助言、カウンセリン

グ等を行います。

少年課

11
若年者を対象とした

消費者教育の推進

消費者被害に遭いやすい若年者に対し、市町村や教育機

関、消費者団体等と連携した消費者教育を推進すること

で、自らが適切に判断・行動できる消費者の育成を図り

ます。

生活安全課

12 消費者教育の充実

家庭科、公民科及び特別活動等で、消費者として自立

し、主体的な判断の下、適切な意思決定のできる生徒を

育成します。

高校教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

13

警察職員による大学

生向け講義（警察実

務から学ぶ安全・安

心な生活）

対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県

警の取組や学生に身近な問題・トラブル等について講義

を行い、犯罪被害から自分や他者の身を守る方法等につ

いて学生の理解を深めます。

警務課

14

交際相手からの暴力

（デートＤＶ）防止

対策の推進　

【Ⅱ３③に再掲】

中学生・高校生に対し、交際相手からの暴力防止に関す

るリーフレットを作成・配付するとともに、希望する学

校に講師を派遣し、啓発を行います。

男女共同参画推進課

15
交際相手からの暴力

防止対策

デートＤＶ等の被害者の安全を最優先に、的確な事件化

等の措置を図ります。

デートＤＶ等防止に係るリーフレット等を製作し、学校

における防犯教室の機会等を通じて、こどもに対する

被害者にも加害者にもならないための広報啓発を図りま

す。

人身安全対策課

16

こどもの福祉を害す

る犯罪からの被害防

止対策の推進

児童買春、児童ポルノなどこどもの心身に有害な影響を

与え、こどもの福祉を害する犯罪の被害防止に向けた各

種広報啓発及び取締りを推進します。

少年課

17
困難を抱える若年女

性の支援

困難を抱える若年女性の自立を支援するため、夜間の街

頭での声掛け、電話・メールによる相談、居場所の確保

や公的機関への同行支援などを実施します。

男女共同参画推進課

18
性犯罪被害者に対す

るワンストップ支援

性暴力被害者が安心して相談でき、医療面のケアを含め

必要な支援を迅速に受けることができるよう、「性暴力

被害者支援センター・ふくおか」において、被害者の早

期回復に向けた被害直後からの総合的な被害者支援を実

施します。

生活安全課

19
性暴力対策アドバイ

ザーの派遣

「福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民等を

守るための条例（平成31年福岡県条例第19号）」の規

定に基づき、学校、大学、事業所等に、性暴力に関する

専門的な知識及び経験を有する専門家等を派遣し、性暴

力の根絶及び性暴力の被害者の支援に関する総合的な教

育、研修を実施します。

生活安全課

20
性暴力根絶のための

広報啓発

「福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民等を

守るための条例（平成31年福岡県条例第19号）」の規定

に基づき、小学生等に対し、発達段階に応じて、性暴力

の根絶及び性暴力の被害者の支援に関する啓発を実施し

ます。

生活安全課

21

ＳＮＳに起因するこ

どもの犯罪被害防止

活動

【Ⅱ４①に掲載】

サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながる

おそれのあるＳＮＳ上の不適切な書き込みを発見し、注

意を促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止

を図ります。

少年課
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あんあんネットふくおか

（あんあんメール・ふっけい安心メール）

○「あんあんネットふくおか」とは？　　https://anzen-fukuoka.jp/an2net/

　地域防犯活動団体がインターネット上で交流するための広場で、「福岡県の安全・安心まちづく

り」ホームページ上にあります。防犯活動をしていない方でも閲覧は可能で、メールによる情報提供

機能も備えています。

○グループメール

　地域防犯活動団体のメンバーが、同じ団体のメンバーだけに一斉にメールを配信することができま

す。団体内の連絡に活用できます。

※「あんあんメール」「ふっけい安心メール」の配信の仕組みと、メール配信登録画面は共通です。

■地域防犯活動団体紹介

　県内の地域防犯活動団体の情報を紹介して

います。また、各団体は、イベント情報や活

動状況等を発信できます。

□あんあんメール

　県、県警察、市町村からの地域活動支援情

報や、地域防犯活動団体からのお知らせ、安

全・安心まちづくりに関するイベント情報等

をメール配信します。

■団体交流広場

　インターネット上で意見交換のできる電子掲示

板です。団体のメンバーは、日頃の活動の悩みや

課題、それに対する助言などを掲示板に書き込む

ことができます。閲覧は誰でも可能です。

□ふっけい安心メール

（福岡県警察メール配信システム）

　県警察（警察本部・警察署）が、事件・不審者

情報などの地域の安全に関する情報をメール配信

します。

　ふっけい安心メールの内容をアプリでも気軽に確認出来ま

す。事案情報のほかに防犯対策について学べる機能や防犯ブ

ザー機能等便利な機能がたくさんあります。詳しくは県警Ｈ

Ｐより御確認下さい。

　二次元コードでアクセスできない方は、下記

のＵＲＬを入力してアクセスしてください。

https://anzen-fukuoka.jp/an2net/user.php

福岡県警察マスコット「ふっけい君」

配信登録は

こちらから！

防犯アプリみまもっちのダウンロード

検 索 みまもっち

Ⅱ 

４　

こ
ど
も
の
成
長
を
支
え
る
環
境
の
整
備



第
３
章

116

性暴力対策アドバイザー派遣事業

　福岡県では「福岡県性暴力根絶条例」に基づき、発達の段階に応じた性暴力の根絶及び性暴力の被

害者支援に関する総合的な教育を、「性暴力対策アドバイザー派遣事業」により実施しています。

　公立の全ての小学校（高学年）・中学校・高等学校及び希望する私立学校等に性暴力対策アドバイ

ザーを派遣しています。

【学習内容】

　○小学校低・中学年：「大事なところ」について知る

　○小学校高学年　　：「境界線」について知る

　○中学校　　　　　：性暴力は権利の侵害であることを知る

　○高等学校　　　　：性暴力の実態と社会の取り組みを知る

〈事業内容・教材等について〉

　福岡県ＨＰ「性暴力対策アドバイザー派遣事業について」

　https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/sa-adviser-haken.html
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③　安心して外出できる環境づくり

【現状と課題】

○　大雨、台風、地震等、災害の発生が増加しており、こどもの安全確保が課題となっていま

す。

○　これらの災害からこどもの安全を確保し、全てのこどもが安心して学校に通うことができる

環境を整える必要があります。

○　こどもを交通事故から守るため、交通ルール教育やヘルメットの着用などの自転車の安全利

用の促進や、チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るための取組を進めることも必要で

す。また、未就学児を中心にこどもが日常的に集団で移動する経路などの安全確保を進めるこ

とが必要です。

○　段階的かつ体系的に参加・体験・実践型の交通安全教育を行うことが効果的です。また、地

域の実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安全教育に当たる指導者の育成を図ると

ともに、地域における交通事故を様々な角度から分析し、事故の発生要因に応じた効果的な事

故防止対策を策定することが必要です。

○　交通事故の被害者になりやすいこどもの安全な通行を確保するため、交通量が多く事故の危

険性が高い通学路においては、危険個所の改善が課題となっています。車道や歩道の幅員が十

分に確保されていない道路の整備が必要となっています。

○　飲酒運転によりこどもの命がなくなることがないように、こどもは「もっと安全に車を運転

してほしい」と願っています。飲酒運転撲滅意識の更なる醸成に向け、飲酒運転の危険性等を

より深く理解させるための交通安全教育及び広報啓発を推進することが必要です。

○　妊産婦、乳幼児連れの人が外出する場合、歩道の段差や建物の出入り口、階段、駐車場の状

況等によって移動が不便であったり、施設が使えなかったりして困ることがあります。このよ

うな障壁（バリア）を取り除いて誰もが安心して外出し、施設を利用したり、社会活動に参加

したり、自然とふれあったりできるよう、道路や公共交通機関、建築物、公園等のバリアフ

リー化の推進が必要です。

【施策の方向】

○　児童・生徒が自らの判断で、安全を確保する能力を身に付ける防災教育を推進します。災害

時の学校における児童生徒の保護者への引き渡し手順の整備を進めます。

○　自転車利用者に対する交通安全教育にあたる指導者の育成や、ヘルメット着用をはじめとす

るルール・マナーの広報啓発活動を推進するとともに、万一に備えるため県自転車条例により

義務となっている自転車損害賠償保険等への加入を徹底します。また、車両同乗のこどもの命

を守るため、チャイルドシートの正しい使用について周知啓発を図ります。

○　交通安全教育にあたる指導者の育成を図るとともに、様々な交通安全教育を実施します。地

域の実情に応じて、関係機関・団体と連携し、交通安全教育及び広報啓発活動を推進します。

○　道路の整備等を進め、市街地の自動車の通行や、歩行者の安全を確保します。市町村、関係

機関と連携し、ハード、ソフト両面で、未就学児の移動経路の安全確保対策を講じていきま

す。
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○　県民の飲酒運転撲滅意識の定着を図るため、関係機関・団体と連携し、飲酒運転撲滅に係る

交通安全教育及び広報啓発を推進します。

○　鉄道駅、バスターミナル等の主要な旅客施設と公共施設及び福祉施設等を結ぶ道路につい

て、歩道の拡幅・段差解消、勾配改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置等のバリアフリー

化を進めます。建築物のバリアフリー化、県営公園のバリアフリー化、河川の水辺にアプロー

チしやすい環境整備、商店街の安全・安心で快適な買い物環境づくり等に努めます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
歩道空間のバリアフ

リー化

鉄道駅、バスターミナル等の主要な旅客施設と公共施設

及び福祉施設等を結ぶ道路について、歩道の拡幅・段差

解消、勾配改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置等

を行います。

道路維持課

２ 通学路の歩道整備
小学校等に通うこどもが利用する通学路において、歩道

整備等の交通安全対策を行います。
道路維持課

３ 交通安全対策事業
通学路における交通安全を確保するため、通学路等の歩

道整備を実施します。
道路維持課

４ 道路事業・街路事業
道路の拡幅やバイパス整備を行うことにより、通学路の

安全性を確保します。

道路建設課

公園街路課

５

保育所等の園外活動

時の安全確保

【Ⅱ２②に再掲】

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策

を具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路の見直

しなど、必要な対策を講じていきます。

私学振興課

子育て支援課

障がい福祉課

道路維持課

６ 福祉のまちづくり
福祉のまちづくりに関する普及・啓発を行います。「ふ

くおか・まごころ駐車場」制度の運用を行います。
障がい福祉課

７

不特定かつ多数が利

用する建築物のバリ

アフリー化

「福岡県福祉のまちづくり条例」に基づき、必要な情報

の提供や技術的な助言を行うことで、不特定かつ多数の

者が利用する建築物のバリアフリー化に努めます。

建築指導課

８
県営公園のバリアフ

リー化

新たに整備を進めている県営公園については、「福岡県

福祉のまちづくり条例」に基づき整備を進めています。

また、既存の県営公園については今後も条例に基づいた

施設の改修を適切に行います。

公園街路課

９
交通安全教育指導者

の拡充

地域ぐるみの交通安全活動を推進するため、県、関係機

関・団体、地域社会が互いに連携して地域における交通

安全教育指導者の育成に努め、地域における交通安全教

育の普及促進を図ります。

交通企画課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

10
段階的かつ体系的な

交通安全教育

幼児から高齢者まで各年齢層に応じた段階的、体系的な

交通安全教育を推進します。
交通企画課

11 交通安全教室

学校における交通安全教室の開催を促進するとともに、

二輪車通学を許可している県立高等学校等を対象とし

て、二輪車の安全な乗り方や点検整備等の実技講習を関

係機関と連携して行うことにより、生徒の交通安全意識

の高揚や安全運転技能の向上を図ります。

高校教育課

義務教育課

12
こどもの交通安全の

推進

こどもの交通安全意識高揚を図るための「こどもの交通

安全大会」のほか、四季の交通安全県民運動や、チャイ

ルドシートの適正使用啓発などにより、こどもの交通安

全を推進します。

生活安全課

13
交通安全意識醸成の

ための広報啓発活動

大学と警察との交通事故防止懇話会の開催等を通じて、

大学による自主的な交通安全教育を促進し、大学生の交

通安全意識の醸成・向上を図ります。

交通企画課

14

交通安全教育セン

ター（ふっけいコア

センター）における

交通安全教育活動

交通安全教育センター（ふっけいコアセンター）におい

て交通安全に携わる者に対する講習を行い、交通安全行

動を実践する社会人を育成します。

交通企画課

15
交通安全こども自転

車大会の開催

小学生を対象に、自転車利用の基本的知識と安全運転技

能を身に付けさせ、将来の良き交通社会人育成を図りま

す。

交通企画課

16

自転車の交通ルール

ブック配布による交

通事故の抑止

小学校４年生を対象に、自転車運転の正しいルールとマ

ナーを身に付けさせるため、「自転車の交通ルールブッ

ク」を配布して、交通事故の抑止を図ります。

交通企画課

17

交通安全教育車に積

載された歩行者シ

ミュレーターを活用

した交通安全教育活

動

交通安全教育車に積載された歩行者シミュレーターを活

用し、小学生等に道路横断の基本的な知識を身に付けさ

せ、将来の良き交通社会人育成を図ります。

交通企画課

18

交通安全アドバイス

集等を活用した交通

安全教育活動

歩行者用・自転車用・園外活動用の「交通安全アドバイ

ス集」等を幼稚園・小学校等に配布して、学校・家庭内

での日常的かつ恒常的な交通安全教育を推進します。

交通企画課

19
交通安全施設整備の

推進

歩行者等の安全な通行を確保するため、通学路等の交通

安全施設（信号機、横断歩道など）の整備を図ります。
交通規制課

20
自転車通行空間の整

備
自転車の安全で快適な通行空間の整備を行います。 道路維持課

Ⅱ 

４　

こ
ど
も
の
成
長
を
支
え
る
環
境
の
整
備



第
３
章

120

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

21
自転車の交通安全の

促進

自転車事故の割合が高い若年層に対し、ヘルメット着用

をはじめとする自転車の安全利用を促進するため、漫画

形式の啓発冊子などを配布します。また、小・中・高等

学校教諭等に対して自転車の安全な乗り方の指導法につ

いて講習します。

生活安全課

22

自転車の安全利用と

ヘルメット着用促進

のための交通安全教

育

自転車の安全利用とヘルメット着用を促進するため、県

警ウェブサイトに「ｅｰラーニングコンテンツ」を構築

して交通安全教育を推進します。

交通企画課

23
飲酒運転撲滅意識の

醸成

飲酒運転撲滅活動アドバイザーを学校等へ派遣し、講演

や体験型講習の実施により若年層に対する飲酒運転防止

教育を推進します。また、学校等を通じた漫画形式の啓

発冊子の配布、(一財)福岡県交通安全協会主催の小・中

学生交通安全図画・作文コンクールでの「飲酒運転撲滅

特別賞（知事賞）」の表彰などにより、飲酒運転撲滅意

識の醸成を図ります。

生活安全課

24

飲酒運転撲滅に向け

た交通安全教育活動

及び広報啓発活動

あらゆる世代に対して、交通安全教育用ＶＲを活用した

飲酒運転撲滅教育等を取り入れるよう働き掛け、大学生

等に飲酒運転の危険性等を理解させる交通安全教育を推

進し、飲酒運転撲滅意識の高揚を図ります。

交通企画課

25
学校安全総合支援事

業

小・中学校においては、市町村教育委員会を単位とした

モデル地域を指定し、地域全体での学校安全推進体制の

構築を図るとともに、県内へその仕組みや好事例を普及

することにより、学校安全の取組の推進を図ります。

県立学校においては、実践校を指定し、実践校での安全

教育手法の研究を行い、各学校へ研究成果を普及するこ

とにより、学校安全の取組を推進します。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

26

バリアフリー化の促

進

【Ⅳ６③に掲載】

本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用によ

る「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」等の乳

幼児や妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促

進に努めます。

住宅計画課

27

青少年健全育成条例

の施行

【Ⅱ４②に掲載、Ⅱ

４①、Ⅱ４④に再

掲】

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び

興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化

を指導します。また、こどもを有害環境から守る自主的

措置を事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタ

リングの活用等について情報の提供を行います。

青少年育成課

28

地域薬物乱用防止対

策

【Ⅱ４④に掲載】

薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」普及運動・ヤング街

頭キャンペーン等を実施し、県民の覚醒剤、大麻等違法

薬物及び市販薬の乱用問題に対する意識を高め、薬物乱

用防止を図ります。

薬務課
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④　非行の防止と自立支援

【現状と課題】

○　本県においては、刑法犯で検挙補導されたこどもの数が、全国的に見ると高い水準にあり

ます。

○　社会全体として、非行防止や非行に及んだこどもに対する理解を深め、育ちを見守る社会気

運の向上を図る必要があります。

○　家庭や学校に居場所がなく悩んでいたり、非行等の問題を抱えるこどもに対し、生活基盤を

安定させるための就労支援等、立ち直りや社会的自立を促すための取組が必要です。

○　暴走族は、交通ルールを無視した走行や騒音運転を行うなど、地域住民や道路利用者に多大

な迷惑を及ぼしています。すべてのこどもに対して、その危険性や迷惑性を教えていくことが

必要です。

○　大麻乱用で検挙補導されたこどもが急増しており、大麻に重点を置いた薬物乱用防止の啓発

を推進する必要があります。

【施策の方向】

○　こどもの規範意識を育てるとともに、こどもが困難を抱える時に助けを求め回復する方法を

学べる取組を行います。

○　学校、地域住民、ボランティア、警察、市町村等が連携し、街頭補導活動や立ち直り支援を

行うなどして、こどもを見守る社会気運を醸成します。

○　非行等の問題を抱えるこどもが社会的に自立できるよう、自己肯定感の向上に資する体験活

動の提供や、生活基盤を安定させるための就労・定着支援を行います。

○　中学校及び高校の関係者と緊密な連携を図り、問題兆候のある生徒の把握を行うとともに、

中学生、高校生等に対する暴走族等加入阻止教室の積極的な開催に努めます。

○　大麻の危険性と乱用を防止するための広報啓発を行うとともに、大麻乱用に及んだこどもに

対する再乱用防止のための取組を推進します。

○　小・中・高等学校等での薬物乱用防止教室の実施と内容の充実を図ります。

○　大麻に関する悩みを抱えたこどもや家族を対象にＳＮＳ相談、面談等を行い、大麻乱用から

の立ち直りを支援します。

○　薬物乱用防止教育の推進のため、教員を対象とした研修を実施します。

○　こどもの健やかな成長を著しく阻害する薬物密売事件等の取締りを強化します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 街頭補導活動の推進

警察、行政、地域、ボランティア、学校等との連携によ

り街頭補導活動を強化し、こどもを見守る社会気運の醸

成を図るとともに、非行進度が進む前の段階での非行防

止を図ります。

少年課

２ 非行防止教室の開催

学校において、万引きや自転車盗等、具体的な非行事例

を題材として直接児童生徒に語りかけ、こども自身の規

範意識を向上させることにより、こどもの非行防止を図

ります。

少年課

３
風俗環境浄化対策の

推進

歓楽街を中心としたこどもの補導活動や風俗営業の営業

者等に対する助言など、こどもを有害環境から守るため

の諸活動を推進します。

少年課

４ 相談支援の推進
警察署や少年サポートセンターにおいて、非行などの問

題に関する相談支援を推進します。
少年課

５

思春期のこどもを持

つ子育て当事者に対

する非行防止講話

思春期のこどもを持つ子育て当事者に対して、非行をは

じめとした問題行動への向き合い方など、こどもたちへ

の接し方を伝えることにより、非行防止及び健全育成を

図ります。

少年課

６

スクールサポーター

制度を通じた非行・

犯罪被害の防止

【Ⅲ６②に再掲】

スクールサポーターが警察署管内の小学校・中学校・高

等学校等に直接赴いて、学校が抱えている非行問題等の

解消や安全対策の支援、いじめ問題への対応等、学校と

警察のパイプ役となってこどもの非行防止と犯罪被害防

止を図るための活動を行います。

少年課

７

保護者と学ぶ児童生

徒の規範意識育成事

業

児童生徒の社会規範等に対する理解の深化や非行行為に

走らない判断力や実践力、保護者の規範意識や養育に関

する責任感を高めるため、「規範意識育成学習会」及び

「児童生徒と保護者が共に学ぶ学習会」を実施します。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

８
こども若者総合相談

窓口の強化

家庭や学校に居場所がなく、適切な相談・支援機関につ

ながっていないこども若者に対して、アウトリーチ支援

を検討します。

青少年育成課

９

虐待等により居場所

がないこども・若者

への支援

【Ⅱ９②に掲載、Ⅲ

１③に再掲】

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がな

いこどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることが

できる安全な居場所の確保を検討します。

こども福祉課

10 暴力団排除教室

中学校・高校を対象にこどもの暴力団加入阻止と暴力団

からの犯罪被害防止を目的とした教育を実施するなど、

幅広い広報啓発活動に取り組みます。

組織犯罪対策課

11
暴走族等加入阻止対

策の推進

中学校・高校の生徒指導者等と連携を図り、暴走族等加

入阻止教室等を推進します。

交通指導課悪質・

危険運転対策室

12
暴走族等離脱・立ち

直り支援の推進

保護観察所等の関係機関と連携して暴走族等の非行に及

んだこどもに対する個別面接指導等を行い、グループか

らの離脱と立ち直り支援対策を推進します。

交通指導課悪質・

危険運転対策室
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

13
暴走族等根絶に向け

た広報活動の推進

暴走族等根絶に向けて、企業等と連携したキャンペーン

や、ＳＮＳを利用した広報活動を推進します。

交通指導課悪質・

危険運転対策室

14
青少年健全育成アワ

ード

他の模範となる活動を継続している青少年団体並びに青

少年の育成、指導及び支援に関して顕著な功績がある青

少年育成団体等の労に報い、その一層の発展に資すると

ともに、青少年育成活動の振興と青少年自身の自覚を促

します。

青少年政策課

15
社会奉仕・体験活動

の提供

非行等の問題を抱えるこどもの自己肯定感等の向上によ

る立ち直りを促進するため、福祉施設や各種団体の協力

を得て、こどもに社会奉仕やスポーツ等の多様な体験活

動の機会を提供します。

青少年育成課

16
非行少年等の就労支

援

非行等の問題を抱える無職少年に対し、進路相談、就労

体験、就職活動、就職後の定着支援まで一貫した寄り添

い型の就労支援を行います。

青少年育成課

17
非行少年等の就労身

元保証

非行等の問題を抱える少年が、協力雇用主に損害を与え

た場合に見舞金を支払う制度を実施します。
青少年育成課

18

非行に及んだこども

に手を差し伸べる立

ち直り支援活動

非行に及んだこども及びその子育て当事者への継続的な

連絡や訪問・面接により助言・指導を行うとともに、少

年警察ボランティア等と協働した体験活動等への参加促

進、就学・就労の支援等を行い、個々のこどもの状況に

応じた支援活動を推進します。

少年課

19

地域薬物乱用防止対

策

【Ⅱ４③に再掲】

薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」普及運動・ヤング街

頭キャンペーン等を実施し、県民の覚醒剤、大麻等違法

薬物及び市販薬の乱用問題に対する意識を高め、薬物乱

用防止を図ります。

薬務課

20
少年の大麻乱用防止

相談支援

大麻に関する悩みを持つこどもを対象にＳＮＳ相談を行

い、必要に応じて面談を実施して、適切な専門機関へつ

なぎ、大麻乱用からの立ち直りを支援します。

薬務課

21
少年の大麻再乱用防

止対策の推進

大麻事犯で検挙補導されたこどもや大麻を止めたいこど

もの薬物再乱用防止を目的として、「少年用大麻再乱用

防止プログラム」を実施します。

薬務課

少年課

22
薬物乱用防止対策の

推進

大麻等の薬物乱用を防止するための広報啓発活動を推進

するとともに、こどもの健やかな成長を著しく阻害する

薬物密売事件等に対する取締りを強化します。

少年課

23 薬物乱用防止の啓発 私立学校における薬物乱用防止教育の促進を図ります。 私学振興課

24
薬物乱用防止教育の

充実

薬物乱用防止教育に係る教員の指導力向上のための指導

者研修会を実施するとともに、こどもの薬物乱用を防止

するため各学校における薬物乱用防止教室の開催及び内

容の充実を推進します。

体育スポーツ健康課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

25
青少年支援に携わる

人の研修会

こどもの相談、補導活動等の業務に携わる職員の資質向

上と、相互の情報交換を目的とした研修会を開催しま

す。

青少年育成課

26
福岡県保護司会連合

会への補助

保護司会連合会が取り組む補導活動や、非行少年の更生

及び犯罪予防の諸活動を支援し、非行防止を図ります。
青少年育成課

27
警察ボランティアへ

の研修

地域における非行防止活動の牽引役である少年補導員や

少年指導委員の知識・技能の向上を図り、少年補導員等

を地域におけるボランティアリーダーとして養成するた

めの研修を行います。

少年課

28

青少年健全育成条例

の施行

【Ⅱ４②に掲載、Ⅱ

４①、Ⅱ４③に再

掲】

青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び

興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては適正化

を指導します。また、こどもを有害環境から守る自主的

措置を事業者に促すとともに、保護者に対し、フィルタ

リングの活用等について情報の提供を行います。

青少年育成課

29

インターネット適正

利用・非行防止を

テーマとした学習会

への講師紹介

【Ⅱ４①に掲載】

地域やＰＴＡなどが、インターネット適正利用や非行防

止に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、

主催者の依頼内容に応じて講師を紹介します。

青少年育成課

少年サポートセンター

～こどもの非行について一緒に考えてみませんか？～

　少年サポートセンターは、県警察本部少年課の附置機関として県内５か所に設置され、専門的な知

識と技能を持つ少年育成指導官（警察行政職員）が中心となって、こどもや子育て当事者からの相談

対応、非行に及んだこどもや犯罪被害に遭ったこどもの立ち直り支援、街頭補導、非行防止講話など

の活動を行っています。

　非行をはじめ、こどもの問題行動には、必ずその理由があります。

　少年サポートセンターでは、電話や面談等を通じて、こどもの「声」を聴き、問題行動に及んだ

理由や抱えている気持ちを把握して、子育て当事者の皆さんにこどもの「声＝気持ち」を届けてい

ます。

　また、将来、こどもが非行に走ることなく、健やかに成長していくための基礎を養う乳幼児期にお

ける親子のつながりの大切さ、思春期に入ったこどもの非行をはじめとする問題行動に対する向き合

い方など、こどもの成長段階に合わせた講演を行い、子育て当事者の支援にも取り組んでいます。

少年相談活動の状況 講演活動の状況
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福岡県薬物乱用防止啓発サイト

　近年、若者を中心に大麻等の薬物乱用が広がっている

ことから、福岡県では薬物乱用防止啓発サイトを開設し

て、若年層への薬物乱用防止啓発に取り組んでいます。

　サイト内では、大麻に誘われた時の対処法の啓発動

画、薬物知識を学ぶＱ＆Ａ、相談窓口などを紹介してい

ます。

https://www.no-drugs-fukuoka.jp/

検 索　福岡県薬物乱用防止啓発サイト
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 ５　グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援

【施策体系】

①　世界にはばたくこどもの応援

【現状と課題】

○　グローバル社会が急激に進展する中で、国際的な視野を持ち、異文化や多様な価値観を尊重

しながら、他者と協働することができるこどもが求められています。

○　本県の将来を担い、豊かな心、幅広い視野、それぞれの志を持って、国際的に活躍する人材

の育成が求められています。

○　国際的に活躍する人材の育成を推進するため、短期留学研修プログラムへの参加や海外の大

学への留学を目指すこどもを支援する取組が必要です。

【施策の方向】

○　国際的な視野を備え、世界を舞台に活躍するこどもを育成するため、海外に派遣するなどの

各年代に応じた様々な交流・体験の機会を提供します。

○　海外に留学し学位取得を目指す学生に奨学金を交付します。また、これから留学を目指す若

者が、留学サポーター（福岡県から海外の大学に進学した学生）に自由に質問できるプラット

フォーム（ホームページ）を設置します。

○　未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、留学支援の充実に取り組み、将来、

世界で活躍する人材を育成します。また、県内大学生等を対象に、国連機関等で活躍できる人

材の育成を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
世界に挑む人材育成

事業

海外の高校への留学経費の支援を行い海外留学を促進す

るなど、世界に挑む志を持ち、国際社会の発展に寄与す

る意欲や態度を養うための取組を実施し、将来、世界を

舞台に活躍し、国際社会の持続的発展を支える優れた人

材を育成します。

高校教育課

２

グローバル人財の育

成

【Ⅱ５②に再掲】

幼児から小中高生まで各年代に応じた、様々な国際交流

や海外体験の機会の提供について検討します。
青少年育成課

グローバル社会で活躍を

目指すこどもの応援

 ①　世界にはばたくこどもの応援

 ②　異文化理解力と外国語能力の向上
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

３
アンビシャス外国留

学支援事業

国際的に活躍する人材を育成するため、外国の大学（正規

課程）に留学する県内のこどもに奨学金を交付します。
青少年政策課

４

「福岡から世界へ」

人材育成プロジェク

ト

未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、短

期留学研修プログラムを実施し、海外企業や大学等でのハ

イレベルな研修やアントレプレナーシップを育成する活動

を通して、将来、世界で活躍する人材を育成します。

高校教育課

５

内閣府青年国際交流

事業への県内青年の

派遣

内閣府実施の青年国際交流事業へ県内青年を派遣し、外

国青年との交流による相互理解を深め、広い国際的視野

と国際協力の精神を養い、国際化の進む社会の各分野で

活躍できる青年を育成します。

青少年政策課

６

ジュニアアスリート

育成事業

【Ⅱ６③に掲載】

県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征

に要する経費等を支援します。
体育スポーツ健康課

７

海外留学を目指す若

者を支援するプラッ

トフォームの設置

留学サポーター（福岡県から海外の大学に進学した学

生）に自由に質問できるプラットフォーム（ホームペー

ジ）を設置します。

青少年政策課

８
国連機関実践人材育

成事業

国連ハビタットと連携し、県内大学生・大学院生を対象

として、国連機関や国際機関で活躍できる実践人材育成

プログラムを実施します。

国際政策課

「福岡から世界へ」人材育成プロジェクト

　福岡県では、県内の国公立及び私立高等学校の生徒を対象として、未来

を担う高校生が海外に関心を持つ契機となるよう、2023（令和５）年度か

ら短期留学研修プログラム『「福岡から世界へ」人材育成プロジェクト』

を実施しています。

　将来、世界で活躍する人材育成を目的に未来を担う高校生の「世界で活

躍したい」という思いを醸成するための研修です。

　2023（令和５）年度及び2024（令和６）年度は、海外の企業や大学等で

ハイレベルな研修を受け、最先端の知識・技術を学ぶシリコンバレーコー

スのほか、海外企業（現地法人や海外支店等）における職場体験を実施す

るハワイ、ニューサウスウェールズ、シンガポールの計４コースを実施し

ました。

＜参加した生徒から次のような感想がありました＞

○「起業家、エンジニア、研究者、学生など多種多様な方と出会い、

自分自身の人生を創造するヒントとなった。また、毎日が新しいこ

との連続で、自分の将来の夢を明確にさせることができた有意義な

時間だった。」

○「学校や農業、文化など、様々な視点から日本とオーストラリア　　

の違いについて知ることができた。今まで自分にはなかった新たな

視点が身に付き、成長できた１週間となった。」

○「日本にいるだけでは想像すらできなかった多くの視点に触れる貴

重な体験になった。また、ハワイの社会問題は私に新たなインスピ

レーションを与えてくれた。」

○「今まで興味がなかったことにも足を踏み入れて、幅広い知識を得

ることができた。また、様々な目標を持った同世代の人とつ

ながりを持つことができた。」

スタンフォード大学
日本人研究員による特別講義
（シリコンバレーコース）

ファームステイでの農業体験
（海外就業体験コース（ニュー

サウスウェールズ））
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②　異文化理解力と外国語能力の向上

【現状と課題】

○　「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）では、小・中・高校生の約

７割が、海外留学や海外で仕事をしたいと思っておらず、その理由としては、小・中・高校生

の全てで「語学の自信のなさ」が最も多くなっています。

○　社会のグローバル化が急速に進展する中、次世代の異文化理解や国際感覚を育む国際理解教

育の重要性が高まっています。

○　また、国際的な視野を備え、将来的に世界を舞台に活躍する人材の育成が求められていま

す。

○　一方で、学校現場ではその知識やノウハウが不足し、外国文化や人々に触れる機会も限られ

ています。

○　将来、こどもたちがグローバル社会において活躍するために必要な実践的な英語力を身に付

けるには、４技能５領域（聞くこと・読むこと・話すこと［やり取り・発表］・書くこと）を

総合的に育成することが重要です。

○　国際的な視野を持ち、異文化や多様な価値観を尊重しながら他者と協働することができる人

材を育成するためには、国外の大学等との連携により、多様な交流活動等を促進する必要があ

ります。

○　様々な国の人々と交流することで、自らの可能性に気づき、能力や個性を伸ばすためにも、

スポーツを通じて次代を担う人材を育成する取組の推進が必要です。

○　これまでに締結したスポーツに関する海外とのＭＯＵに基づき、各競技団体と連携しなが

ら、締結した国、地域とのスポーツを通じた相互交流を推進していくことが必要です。

○　九州において古くからどのような異文化交流があり、それがどのように日本の文化に影響し

たのか理解を深める機会や手段が必要です。

【施策の方向】

○　海外からの留学生や青年海外協力隊ＯＢ・ＯＧを講師に派遣し、講座を通じてこどもの国際

理解を促進します。また、学校教職員の関心を高め、国際理解教育の開催やノウハウ習得を支

援することで、教育実施の裾野を広げます。

○　友好提携地域との連携により、海外との交流に意欲的なこどもに対して、海外での学びや交

流の機会を提供することで、本県の将来を担い、幅広い視野を持った国際的に活躍する人材を

育成します。

○　こどもの異文化理解を深め、国際感覚を高めるため、英語でのコミュニケーション等による

異なる文化背景をもつ人々と英語を通して触れ合う体験活動を推進します。

○　ネイティブ英語教員の配置や英語以外の教科におけるイマージョン教育の実施、ＡＬＴの効

果的な活用等により、生徒の高度な英語力の育成を図ります。

○　グローバル化に対応できる人材育成を推進するため、英語によるディベートやプレゼンテー

ション等、英語を用いた活動を通して、コミュニケーション能力を育成するとともに、ＩＣＴ

を効果的に活用する等、英語授業における指導方法の改善・充実を図ります。
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○　学校教職員の関心を高め、国際理解教育の開催やノウハウ習得を支援することで、教育実施

の裾野を広げます。

○　県が設立している三公立大学法人が設置する県立三大学※において、異文化交流の機会を拡

大し、国際的視野を持つ人材を育成するため、アジアをはじめ世界の大学との学術交流、外国

人留学生の受入れ等を促進します。

※県立三大学：九州歯科大学（北九州市）、福岡女子大学（福岡市）、福岡県立大学（田川市）のこと。

○　競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材を育成するため、本県が国際交流を進める

国、地域とスポーツを通じた国際交流を行います。

○　本県で開催される国際大会や強化合宿等に参加する国内外の選手と県民との交流を促進し

ます。

○　こどもに、日本とアジア諸地域との文化交流の歴史を学ぶ機会を提供するため、九州国立博

物館において、高校生以下又は18歳未満の観覧料を無料としています。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
Stanford e-Fukuoka

プログラム

高校生を対象に、米国スタンフォード大学が開発・運営

する異文化理解教育プログラムを本県仕様にした英語に

よる教育プログラムをオンラインにより実施し、ハイレ

ベルな学びの機会を提供します。

私学振興課

２
高校生イングリッ

シュ・キャンプ

福岡女子大学において、県内外の女子高生を対象に、全

英語の授業、留学生との交流会等、大学内での１泊２

日のキャンプを実施し、異文化への理解を深めるととも

に、留学意欲の向上を図ります。

青少年政策課

３
英語教育における外

国人人材の活用

英語を母国語とする青年を外国から招致し、小学校、中

学校、高等学校において英語学習のティームティーチン

グを実施し、コミュニケーション能力を高めます。

高校教育課

義務教育課

４

グローバル化に対応

した英語教育推進事

業

小学校教員及び中学校・高等学校英語教員の英語力・指

導力を高めるとともに、小・中・高で一貫性のある英

語教育を実施し、英語力や英語で積極的にコミュニケー

ションを図る態度を身に付けた人材を育成します。

高校教育課

義務教育課

５
青少年国際理解促進

支援事業

県内の小・中・高等学校等において、青年海外協力隊経

験者や留学生等が、自らの体験を紹介する講座を通じ、

青少年の異文化理解や国際感覚の醸成を図ります。

国際政策課

６
アジア太平洋こども

会議・イン福岡事業

国際感覚あふれる青少年の育成と地域レベルでのアジア

太平洋諸国との相互理解及び国際交流を促進するため、

ＮＰＯ法人アジア太平洋こども会議・イン福岡が派遣事

業及び招へい事業等を実施します。

青少年政策課

７
県立三大学における

異文化交流

県立三大学において、海外大学との学術交流、外国人留

学生の受入れなどを促進し、異文化交流の機会拡大を図

ります。

青少年政策課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

８
ハワイ州との食分野

での青少年交流事業

食や栄養学等を専攻する福岡県とハワイ州の学生を相互

に派遣し、食をテーマに交流事業を行うことにより、若

い世代の国際感覚を養い、福岡県の食文化を世界に発信

する国際人材を育成します。

国際交流課

９

福岡県・バンコク都

アントレプレナー

シップ人財育成事業

スタートアップに関心のある福岡県とバンコク都の大学

生や社会人を相互に派遣し、経済発展や社会変革に貢献

する起業家精神（アントレプレナーシップ）を持つ人材

を育成します。

国際交流課

10
スポーツを通じた海

外との交流の促進

競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材を育成す

るため、スポーツを通じた国際交流を行います。
スポーツ企画課

11
ラグビーによる交流

の推進

中学生の競技者を対象として異文化理解の促進やグロー

バル人材の育成を目指した交流フェスタを開催します。
スポーツ企画課

12

文化交流展（平常

展）の観覧料無料化

【Ⅱ３②に再掲】

九州国立博物館において、これからを担うこどもに、日

本とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会

を提供するため、高校生以下又は18歳未満の観覧料を無

料としています。

文化振興課九州

国立博物館・世

界遺産室

13

文化体験施設「あ

じっぱ」

【Ⅱ８①に再掲】

九州国立博物館において、日本と古くから交流のあった

アジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型

展示室を設置しています。

文化振興課九州

国立博物館・世

界遺産室

14

グローバル人財の育

成

【Ⅱ５①に掲載】

幼児から小中高生まで各年代に応じた、様々な国際交流

や海外体験の機会の提供について検討します。
青少年育成課
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Stanford e-Fukuoka プログラム

～高校生を対象にスタンフォード大学のオンライン講座を実施～

　「世界から選ばれる福岡県」を実現するためには、異文化を理解し、多様なバックグラウンドの

人々と通じ合える人材の育成が必要です。

　そのため、県では、在福岡米国領事館と連携し、世界トップレベルのスタンフォード大学が日本

の高校生向けに開発・運営する英語による異文化理解教育プログラムを本県仕様にした「Stanford 

e-Fukuokaプログラム」を2022（令和４）年３月に開講し、2024（令和６）年度までに第１期から第

３期プログラムを実施しました。

　「国際金融センター」、「ＳＤＧｓ」、「シリコンバレーと起業家精神」、「日系人のアート」な

ど様々なテーマについて、スタンフォード大学の講師やゲストスピーカーによるディスカッションを

中心とした講義をオンラインで実施しています。

　県内の高校生に、よりハイレベルな学びの機会を提供することにより、福岡県の未来を担うグロー

バル人材を育成しています。

全米日系人博物館のアートを鑑賞する授業

第３期プログラム修了式

米国スタンフォード大学講師とオンライン授業
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 ６　こどもの新たなチャレンジの応援

【施策体系】

 

 

①　個性や能力を伸ばそうとするこどもの応援

【現状と課題】

○　グローバル化や超高齢社会・人口減少社会の到来・ＤＸの進展等、社会が大きく変化する中

で、困難な課題を解決に導くためには、既存の発想にとらわれず、課題に対して柔軟に向き合

い、新しい解決方法を考えてチャレンジしていくことが必要となります。

【施策の方向】

○　グローバル化、少子高齢化やＤＸ等が急激に進展する中で、これからの社会を支える意志と

実践力を持った気概のあるこどもを育てる教育の充実を図ります。

○　全ての学習活動において、本県独自の指導方法である「鍛ほめ福岡メソッド」を実践し、か

つ全てのこどもに対して、個々に応じた最適で主体的な学習活動となるよう「こども本位」の

指導を行い、学ぶ意欲や自尊感情、向上心、チャレンジ精神、勤勉性、困難に立ち向かう心等

を育成します。

○　プログラミング的思考力を育成するため、小・中・高等学校の発達段階に応じたプログラミ

ング教育を推進します。また、幅広い分野で新たな価値を創出する資質・能力をこどもにバラ

ンスよく身に付けることができるようＳＴＥＡＭ教育等の教科等横断的な学習を推進します。

○　科学技術等における次代を担う人材を育成する取組等を通じて、こどもたちが持つ多様で特

色ある能力や個性の伸長を図ります。

○　高い志を持って様々な社会課題などに向き合い、柔軟な発想を持って、多様な価値観を持っ

た人々と協働しながら、これらの解決にチャレンジするこどもを応援します。

 ①　個性や能力を伸ばそうとするこどもの応援

 ②　次世代のリーダーとなるこどもの応援

 ③　次世代の競技者や芸術家の支援

 ④　様々な分野で担い手となるこどもの応援

こどもの新たなチャレンジの

応援
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
未来をつくる高校生

チャレンジ

チャレンジしたいことがある高校生（個人・グループ）

に対し、専門家のアドバイスや資金の援助を行い、高校

生のチャレンジ実現を応援します。

青少年育成課

２
次世代の科学技術を

担う人材育成事業

科学技術に関するコンテストを実施し、「科学の甲子

園」及び「科学の甲子園ジュニア」などの全国大会で入

賞できる能力を養うとともに、科学技術系人材の裾野を

広げ、将来、国際社会で活躍できる優秀な人材を育成し

ます。

高校教育課

義務教育課

３
高校生知の創造力育

成セミナー事業

大学教授などをファシリテーターとした合宿セミナーに

おいて、知の最先端に触れ、自ら課題を設定し、科学的

に熟考し、熟議によって課題解決策を創造する力の育成

を図ります。

高校教育課

４
「鍛ほめ福岡メソッ

ド」総合推進事業

福岡県独自の指導方法「鍛ほめ福岡メソッド」の実践を

通して、こどもの学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレ

ンジ精神、勤勉性や困難に立ち向かう心等を育成すると

ともに、その成果を県内に普及します。

義務教育課

未来をつくる高校生チャレンジ

～高校生のチャレンジを全力応援～

　次代を担う「人財」である高校生が、自分自身の可能性に気づき、能力を磨き、様々な分野で才能

を生かしながら大きくはばたくことができるよう、高校生のチャレンジを応援する事業「未来をつく

る高校生チャレンジ」を実施しています。

　この事業では、県内の高校生（個人またはグループ）から社会問題の解決などのテーマでチャレン

ジプランを募集し、採択された高校生に対して補助金の交付や専門家の派遣を行っています。高校生

はチャレンジプランを実現するため、自ら企画・行動し、実社会で企業や地域住民などと関わりなが

ら調査を進めたり、イベントを実施したりします。

　2022（令和４）年度から2024（令和６）年度の間で、「突然死を解決するために健康管理デバイス

を開発したい」「動物愛護団体からペットを迎え入れる社会づくりへ貢献するために、犬猫の譲渡会

をしたい」「スペースデブリ（宇宙ゴミ）問題を解決するために啓発活動をしたい」など、計19件の

様々なチャレンジを応援してきました。

　参加した高校生からは「将来役に立つ人脈づくりや、経験を積むことができた」「派遣された専門

家からの助けにより、課題解決に近づけた」「同世代の高校生がそれぞれの目標に向かって頑張って

いることを感じ、刺激をもらえた」といった感想が寄せられました。

　今後も、高校生が将来に向けて大きく成長できるよう、高校生のチャレンジを全力で応援してまい

ります。

2024（令和６）年度にチャレンジプラン

が採択された高校生たち

2023（令和５）年度にチャレンジの

成果を報告する高校生
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②　次世代のリーダーとなるこどもの応援

【現状と課題】

○　急激に変化する社会の中で、こどもが自立的に自分の未来を切り拓いていくためには、高い

志と意欲をもって課題に向き合い、柔軟な発想を持って、多様な価値観を持った人々と協働し

ながら課題を解決することが求められます。

○　こどもが自ら課題を見つけ、学び、考え、判断して解決に向けて行動し、意見を表明でき

る力を備えることにより、将来、地域をはじめ様々な場で活躍する人財を育成する必要があ

ります。

【施策の方向】

○　世界や日本で活躍する一流の講師陣による教養、ビジネス、国際等、多様な分野の講義を行

う「日本の次世代リーダー養成塾」を開催します。

○　地域に縁のある各界の著名人等による講義や主体的な学びと成長、社会での活躍を促す体験

活動等からなる人財育成の取組を進めます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
日本の次世代リー

ダー養成塾

豊かな経験と広い視野を持ち、世界で活躍できる能力を

持ったリーダーを育成するために、全国の高校生を対象

に合宿を実施します。教養、ビジネス、国際、各種演習

など多彩な講義を行います。

青少年育成課

２
未来の地域リーダー

育成プログラム

市町村と協力し、中学生を対象に、地域に縁のある企業

経営者による講義やグループワークなどの将来地域の

リーダーとして活躍する人財を育成するプログラムを展

開します。

青少年育成課

３

人権が大切にされた

社会をめざす生徒の

リーダーシップ育成

事業

【Ⅱ３③に掲載】

県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び

教員を対象に、ワークショップや意見交流・発表などで

構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた

生徒の人権リーダーシップの育成及び主体的学びを促す

教員の指導力向上を図ります。

人権・同和教育課
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③　次世代の競技者や芸術家の支援

【現状と課題】

○　国の「第３期スポーツ基本計画」、「福岡県ＤＸ戦略」及び「福岡県スポーツ推進条例」に

おいて、スポーツに関する科学的な知識の活用について明記されています。より効果的な強化

事業の実施に向けてＩＣＴを活用する必要があります。

○　福岡県タレント発掘事業の選考会参加者は近年、増加傾向にあります。しかし、参加者数は

市町村によって偏りが見られるため、より多くの小・中学生に本事業について周知する必要が

あります。

○　 障がいのある選手が将来、トップアスリートとなり、国際大会等で活躍することは、県民

に大きな感動をもたらし、夢や希望を与えてくれることから、パラアスリートの発掘・育成を

推進する必要があります。

○　過疎化や少子高齢化等の社会状況の変化により、文化芸術の担い手の減少が危惧されている

ため、芸術家や文化芸術活動を支える人材を目指すこどもたちを支援する取組が必要です。

【施策の方向】

○　デジタル技術を活用した先進的なトレーニング方法や戦術分析等を研究するとともに、アス

リートへの効果的な提供が可能な仕組みを構築します。

○　市町村教育委員会との連携を強化し、より多くの小・中学生に本事業について周知します。

○　トップアスリートを目指す県内のジュニアアスリートに対して、競技力向上のための豊富な

経験を積むことができるよう支援します。

○　福岡県タレント発掘事業への参加者を拡大し、より多くの対象者の中から高い競技適性を有

する人材の発掘を行います。また、そのノウハウを競技団体と共有することにより、競技適性

に応じた人材の発掘システムを構築し、競技力の向上に取り組みます。

○　パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発掘・育成し、福岡から世界で活躍す

るパラアスリートを継続的に輩出するため、競技団体等と連携し、「フクオカ・パラスター・

プロジェクト」に取り組みます。

○　美術家や音楽家、伝統芸能継承者等を目指すこどもたちに対して、文化芸術活動に触れる機

会を提供するとともに、育成から活動までを支援します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
福岡県タレント発掘

事業

こどもたちがスポーツにふれあう機会や世界で活躍でき

る機会を創ることを目的とし、自己の能力に気づいてい

ないこどもたちを「見つけ」「育てる」とともに自分に

あった競技を探し「活かす」ために３つのプログラムを

実施します。

体育スポーツ健康課

２

ジュニアアスリート

育成事業

【Ⅱ５①に再掲】

県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征

に要する経費等を支援します。
体育スポーツ健康課

３
女性アスリート支援

事業

女性アスリートの育成強化システムの確立を図るため、

遠征合宿や大会参加に係る経費を支援します。
体育スポーツ健康課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４

ＩＣＴを活用した競

技者育成システムの

構築

ジュニアアスリートに、より効果的で機能的な育成・強

化等を行うＩＣＴ環境を整備します。
体育スポーツ健康課

５

福岡県パラスポーツ

タレント発掘・育成

事業

【Ⅲ５①に掲載】

パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発

掘・育成し、福岡から世界で活躍するパラアスリートの

輩出を目指します。

スポーツ振興課

６ 次世代音楽家の育成

「アクロス福岡」において、プロのヴァイオリニストを

目指すこどもたちを対象としたセミナーの開催やセミ

ナー卒業生を対象としたステップアップの場である「ア

クロス弦楽合奏団」の提供など、育成から活動の場の提

供まで長期にわたって若手芸術家を支援します。

また広く県内において、こどもたちが、将来音楽家を志

す契機となるような体験機会を提供します。

文化振興課

７

若手芸術家の支援

（新進気鋭の芸術家

育成事業）

県内在住又は県出身の若手芸術家を対象に、創作活動を

行うための経済的・環境的支援や発表機会を提供するほ

か、新たな表彰制度を設立し、一層の飛躍を後押ししま

す。

文化振興課

福岡県タレント発掘事業

～世界の舞台へはばたけ～

　福岡県タレント発掘事業は、県内のこどもたちがより多くのスポーツにふれる機会や世界で活躍で

きる機会をつくり、県民に夢や感動を与えるトップアスリートを継続的に輩出することを目的として

います。

　本事業では、こどもたちの中に潜在する可能性を「見つけ」「育てる」とともに、自分に合った競

技を探し「活かす」という３つのプログラムに取り組んでおり、2004（平成16）年度に全国で初め

て実施して以降、毎年多くの児童生徒が本事業に応募する中、2024（令和６）年度には過去最多の

56,817名が１次選考に参加しています。

　また、これまでに473名の修了生を輩出しており、全国大会での優勝者はのべ293名、国際大会には

のべ645名が出場し、優勝者67名を含む161名が３位以内入賞を果たすなどの成果が

あります。

　さらに、東京2020オリンピック競技大会に本事業修了生から初となる３名が出場

し、また、パリ2024オリンピック競技大会には８名が出場し、そのうち２名がフェ

ンシング女子団体サーブルにおいて初のメダリスト（銅メダル）となりました。

　今後も、本県出身のトップアスリートがオリンピックをはじめとする世界の舞台

で活躍することを期待しています。※数字は2024（令和６）年11月末現在

能力開発・育成プログラムの様子

（ウエイトリフティング競技）

パスウェイプログラムの様子　

（自らの将来像についてのプレゼンテーション）

＜タレント発掘事業ＨＰ＞
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福岡から世界へ　福岡県パラスポーツタレント発掘・育成事業

～「フクオカ・パラスター・プロジェクト（Ｆ -ＳＴＡＲ）」～

　2004（平成16）年度から実施している福岡県タレント発掘事業の取組をパラスポーツの分野にも広

げ、2022（令和４）年度から「フクオカ・パラスター・プロジェクト（通称Ｆ-ＳＴＡＲ（エフ・ス

ター））」に取り組んでいます。

　このプロジェクトは、「知る・ふれる」「見つける」「育てる」の３つの段階で展開しており、

優れた素質や潜在的な能力を持つ方を発掘し、世界で活躍するパラアスリートの輩出を目指してい

ます。

　「知る・ふれる」では、パラスポーツの魅力や面白さを知ってもらうため、体験会を開催し、毎回

多くの方にご参加いただいています。

　「見つける」では、基礎体力や運動能力などをみる測定会を行い、パラスポーツの優れた素質や潜

在的な能力を持つ方を発掘しています。

　「育てる」では、測定会で選考された受講生が、障がいの種別や競技別の練習会、パラアスリート

として必要な知識や心構えを身に付けるための研修などの育成プログラムを通し

て、未来のパラアスリートを目指して日々努力しています。また、タレント発掘事

業の受講生との合同プログラムも実施しており、障がいの有無に関わらず同じ志を

持つアスリートが一緒にトレーニングや研修等を行っています。

　今後、Ｆ-ＳＴＡＲで育ったアスリートが、私たちに夢や希望を、元気や勇気を

与えてくれる「人財」になっていくことが期待されます。

プログラムの様子

（ボッチャ競技）

研修会の様子　

（パラアスリートの心構え）

＜F-STAR事業ＨＰ＞

Ⅱ 

６　

こ
ど
も
の
新
た
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
の
応
援



第
３
章

138

④　様々な分野で担い手となるこどもの応援

【現状と課題】

○　国が取りまとめた2025（令和７）年の看護職員需給推計では、県内の看護職はいまだ不足し

ている状況です。また、少子化の中、今後の看護職を担う人材を確保するには、看護職を志

し、看護師等学校養成所へ進学する学生を確保することが求められます。

○　介護の仕事は、社会的意義が大きく、やりがいのある仕事ですが、一方で、「きつい」、

「大変」といった画一的なマイナスイメージが定着し、人材参入の阻害要因となっています。

○　農林漁業を取り巻く情勢は、担い手の減少や高齢化の進行、気象災害などにより大きく変化

しており、これからの変化に対応できる人材の育成が必要です。

○　建設業就業者に占める若年層の割合が低く、高齢化が進んでいることから、若者の担い手確

保を促進していく必要があります。

○　産業分野において、多くの中小企業が技術人材の不足を懸念しており、これからの時代の変

化にも対応できる担い手を育成する必要があります。

【施策の方向】

○　福岡県の中学校・高等学校に現職の看護職員を派遣し、看護職の仕事に関わる講話や簡単な

実技指導を行うことにより、生徒の看護系学校・養成所への進学意欲を高めます。

○　１日看護体験の中で施設見学や看護師の仕事を体験してもらい、高校生に看護職について理

解を深めてもらうことで、県内看護師等学校養成所への進学意欲を高めます。

○　関係団体・事業者等と連携して、小学生、中学生、高校生や保護者、教員を対象に、介護の

仕事に対する正しい理解の促進や魅力の発信に取り組みます。

○　農業大学校において、農業経営に必要な知識や技術を習得することにより、即戦力となる人

材を育成します。

○　林業従事者の経験年数に応じた研修を実施し、安全で効率的な作業を実践できる人材を育成

します。

○　水産高校生を対象に漁業現場研修を実施することで、県内漁業への就業を促進し、次世代を

担う人材を育成します。

○　若者に、ＰＲ動画や魅力発信セミナーを通じて、建設産業の魅力を知る機会を提供します。

○　ものづくり技能の重要性や素晴らしさを広く発信してものづくりへの関心を高め、技能者を

目指す動機付けを図ります。

○　県内の高等専門学校・工業高校等の学生向けの企業見学・出前授業を実施することにより、

風車メンテナンス技術者を育成します。

○　将来、県内の技術系企業で働く人材を生み出すため、小中学生・高校生・大学生等に対し、

それぞれの段階に応じて県内技術系企業の優れた技術、将来性を知る・学ぶ・体験する機会を

増やす人材育成事業を展開します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
ふれあい看護体験事

業

高校生に、希望する病院での１日看護体験（施設見学や

看護師の仕事を体験）をしてもらうことで、看護師等養

成施設への進学意欲を高める機会とします。（県看護協

会への補助事業）

医療指導課医師・

看護職員確保対策

室

２
みんなで話そう看護

の出前授業事業

看護職の仕事やいのちの大切さなどの講話を通して、い

のちの尊さへの理解を深めるとともに、看護師等養成

施設への進学意欲を高めます。（県看護協会への補助事

業）

医療指導課医師・

看護職員確保対策

室

３
「介護の仕事」理解

促進事業

「介護の仕事」に対する正しい理解の促進や、職業の選

択肢としての動機付けのため、介護事業者、学校と連携

して施設見学、就業体験などを行います。

高齢者地域包括ケ

ア推進課介護人材

確保対策室

４
福岡テクノロジー人

材創生塾

進路選択期の県内中・高生を対象に、半導体分野や宇宙

分野の最先端技術の研究者や技術者から学ぶ教育プログ

ラムを実施し、将来、理系への進路や県内技術系企業を

志望する人材を創出します。

商工政策課技術

人材育成室

５
｢福岡県HACK

-Academia」の開催

基本的なプログラミングの知識がある県内の大学生、高

専生、専門学校生を対象に、県内ＩＴ企業のエンジニア

をコーチに招き、エッジコンピューティング等の分野の

実践的な講座を開催します。

新産業振興課

６
未来のＩＴ人材の育

成

小中高生を対象に、ＩＴ人材の育成に向けた体験ワーク

ショップ等の機会の提供を図ります。
新産業振興課

７
農業大学校における

人材の育成

農業大学校において、農業経営に必要な知識や技術を習

得することにより、即戦力となる人材を育成します。

経営技術支援課

後継人材育成室

８
農大就農支援・教育

体制強化費

農業大学校においてＧＡＰの知識や実践力を身に付けた

次世代農業者の育成を図ります。

経営技術支援課

後継人材育成室

９ 林業従事者の育成
林業従事者に対し、安全な伐採技術や崩れにくい作業道

の作設等の実践的な研修や労働安全研修を実施します。
林業振興課

10
次世代における漁業

人財の育成

水産高校生を対象に漁業現場研修を実施し、次世代を担

う人財を育成します。
水産振興課

11

建設産業魅力発信事

業（建設産業魅力

発信・女性活躍セミ

ナー）

【Ⅱ８③、Ⅳ２②、

Ⅳ５②に再掲】

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅

力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術

者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ

り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に

つなげます。

建築指導課

県土整備企画課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

12
ものづくり技能の継

承

ものづくり技能の重要性や素晴らしさを、県民、特にこ

どもに広く発信することで、ものづくりへの関心を持っ

てもらい、こどもが将来ものづくり技能者を目指す動機

付けを図ります。

職業能力開発課

13
風車メンテナンスを

行う技術者の育成

県内の高等専門学校・工業高校等の学生向けの企業見

学・出前授業を実施することにより、風車メンテナンス

技術者を育成します。

総合政策課エネル

ギー政策室

14
高等学校における

ＤＸ人材の育成

あらゆる分野でデジタル技術を活用して社会に貢献でき

る人材を育成します。
高校教育課

15
情報・先端技術教育

の充実

県内成長産業を支える人材育成に向け、学校における情

報・先端技術教育の充実を図ります。

高校教育課

義務教育課

16
職業実践専門課程の

促進

「職業実践専門課程」として国に認定された学科を設置

する専門学校に対して企業等と共同で編成したカリキュ

ラムによる職業実践教育に必要な経費等を助成し、企業

等が求める人材の育成を図ります。

私学振興課
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 ７　こどもの社会的自立を支える取組の推進

【施策体系】

 

 

①　キャリア教育の推進

【現状と課題】

○　社会人、職業人として生きていくためには、望ましい勤労観・職業観や基礎的・汎用的な能

力を身に付けるとともに、自己の適性を理解し、実践的で専門性の高い知識、技能を伸ばすこ

とが重要です。

○　社会に出て、安心して働くためには、基本的な労働法規や制度等について理解を深めること

が重要です。

【施策の方向】

○　地元の企業・経済団体と連携した教育を通して、こどもの発達段階に応じた勤労観・職業観

を育み、自立した生き方を考えるようにするためのキャリア教育を推進します。

○　長期間のインターンシップや、ものづくりや先端技術に関する専門性の高い実践的な教育活

動を推進します。

○　自立した消費者として適切な意思決定を行い、責任ある消費行動をとることができるように

するため、学習指導要領に基づき、発達段階に応じて、多様な契約や消費者の権利と責任、消

費者保護の仕組みの理解、家計管理の重要性や金融等についての学習を行います。

○　大学生等を対象とした就業体験の実施など、県内のインターンシップの取組を推進します。

○　就業前の生徒（主に高等学校３年生）を対象に社会保険労務士を派遣して、講座を実施

し、労働法の基礎知識及び働くことの権利・義務に関する知識についての教育や情報提供を

行います。

 ①　キャリア教育の推進

 ②　就労支援の充実

 ③　高等教育の就学支援、高等教育の充実

 ④　進路等相談体制の充実

こどもの社会的自立を支える

取組の推進
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
高校生キャリア教育

推進事業

高校生に適したインターンシップやジョブシャドウイン

グなどの就業体験を実施し、生徒のキャリア教育の充実

を図ります。

高校教育課

２
就業前労働講座

【Ⅳ２②に再掲】

就業前の生徒（主に高等学校３年生）を対象に社会保険

労務士を派遣して、講座を実施し、労働法の基礎知識及

び働くことの権利・義務に関する知識についての教育や

情報提供を行います。

労働政策課

３
高校生インターン

シップ

私立高校生の県庁での職場体験活動を実施し、職業観・

勤労観を育成する取組を促進します。
私学振興課

４
大学生等向けイン

ターンシップの推進

大学生等を対象に県内企業や県庁におけるインターン

シップを推進し、自身の職業適性やキャリアについて考

える機会を提供することで、学生の職業観の育成を図り

ます。

就業支援課

５

金融リテラシー教育

の推進

【Ⅳ１に再掲】

県立高校生が金融リテラシーを身に付けられるよう、教

材の開発や外部人材を活用した授業を実施します。
高校教育課

６
県立工業高校産業人

材育成事業

インターンシップの推進や企業人の招へい等により、高

度な技術や実践的なものづくり技能を持つ人材を育成し

ます。

高校教育課

７
専門高校生実践力向

上事業

ＳＫＢ（専門高校物産展）やものづくりコンテストの実

施及び資格取得の取組により、生徒の専門知識や得意技

を磨き、実践的で専門的な職業人として地域の担い手と

なる人材を育成します。

高校教育課

８
社会人講師の積極的

な活用

産業界の実践に基づく知識や熟練した技術・技能を直接

生徒に指導する社会人講師を授業や特別活動などで積極

的に活用します。

高校教育課

９

警察職員による大学

生向けキャリア教育

支援講義（学生の職

業観・勤労観の形

成）

対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県

警の取組や学生に身近な問題・トラブル等について講

義を行い、治安情勢や警察活動に対する学生の理解を深

め、学生の職業観・勤労観を形成します。

警務課

10
高校生の県内技術系

企業への就職促進

県内企業と学校をマッチングするコーディネーターを配

置し、優れた技術をもつ県内企業の魅力を教員に紹介す

ることで生徒の進路選択の幅を広げ、県内企業への就職

を促進します。

私学振興課

高校教育課
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全県立高校で金融リテラシー教育を実施

～高校生段階からお金に関する知識や判断力を身に付けよう～

　県立高校の生徒が、家計管理や生活設計など、自己資金の管理や計画等について深く考えることを

通して、金融リテラシーを身に付けることができるよう、2024（令和６）年度から福岡県立高校金融

リテラシー教育推進事業を実施しています。

　この事業では、金融経済に精通したファイナンシャルプランナー等の専門人材を全ての県立高校に

派遣して、共通教材を用いた出前講座を実施しています。出前講座では、ライフプランや家計管理、

預金、投資などの資産形成、ローン・クレジットの利用、金融トラブルへの対処等について学ぶこと

となっています。

　講座を受けた生徒からは、「将来、目標を達成するためにも貯蓄をしっかりと行うことが大切だと

わかった。預金や投資をよく理解したうえで適切に資産運用したい」「キャッシュレス化が進む中、

支払方法が多様化していることやトラブルが複雑化していることを知ることで、将来をより良いもの

にできる」といった感想が寄せられています。

　また、１人１台端末から簡単にアクセスできる「県立高校金融リテラシー教育ポータルサイト」を

WEB上に開設しています。このサイトでは、金融リテラシーに関する資料や学習教材を初級・中級・

上級のレベルごとや、「ライフプラン」「資産形成」などの分野ごとに検索ができるようにしてお

り、出前講座以外でも、各学校や生徒の学びのニーズに合わせて金融リテラシーを身に付けるための

学習ができるようになっています。

金融経済に精通した専門人材による

学校出前講座の様子

（筑紫丘高校）

Ⅱ 

７　

こ
ど
も
の
社
会
的
自
立
を
支
え
る
取
組
の
推
進



第
３
章

144

②　就労支援の充実

【現状と課題】

○　本県の有効求人倍率は2020（令和２）年１月に1.47倍になるなど、雇用情勢の改善傾向が続

いてきたところですが、新型コロナウイルス感染症の影響により、2024（令和６）年７月の有

効求人倍率は1.13倍となり、県内で新型コロナウイルス感染症が発生する前の1.47倍と比べる

と、0.34ポイント低下しています。

○　市町村やハローワーク等の関係機関と連携し、若年求職者へのきめ細かな支援を行い、就職

活動の促進を図る必要があります。

○　本県の新規学卒者の就職率は高い状況にありますが、卒業後、就職した者のうち、３年以内

に離職する割合は、中学卒、高校卒、大学卒のすべてにおいて全国平均よりも高くなっていま

す。

○　農林漁業における新規就業者数は順調に推移していますが、人手不足による就業者の需要は

高まっており、継続した支援が必要です。

【施策の方向】

○　若者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた、きめ細かな就職支援を市町村やハロー

ワーク等の関係機関と連携し行います。

○　高校において、求人開拓や生徒面談等の支援強化を図るとともに、早期離職を防ぐために

も、生徒のうちから必要な勤労観・職業観の育成を行います。また、新規高卒者就職面談会

等の関係機関と連携した取組を実施します。

○　農林漁業への就業希望者に対する相談・斡旋体制の強化など、産地の受入体制を整備し、

新規就業者の確保・定着を促進します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 資格等の取得向上

各種認定資格や本県の技術認定制度である福岡県高等学

校職業教育技術認定制度による資格等の取得向上に努

め、生徒の知識・技術の向上を図ります。

高校教育課

２
中途退学者への情報

提供

高校を中途退学した生徒に対して、次の進路を支援する

ため、高等学校卒業程度認定試験や別の高等学校への再

入学、就職についての情報を提供します。

高校教育課

３
若者の農林漁業への

参入と定着促進

県内農林漁業への新規就業を希望する県内外の若者を対

象に、情報発信や相談会を行うことで、農林漁業への参

入を促進します。

経営技術支援課

後継人材育成室

４
若者の農林漁業参入

定着支援費

求人者と求職者をつなぐ「福岡県農林漁業就業マッチン

グセンター」を活用し、就業斡旋を行い、意欲ある参入

希望者の就業を支援します。

経営技術支援課

後継人材育成室

５
若者の農業参入定着

支援費

就農希望者への情報発信や農業次世代人材投資資金の交

付等により、農外からの意欲ある参入者が就農・定着で

きるよう支援し、新規就農者を確保します。

経営技術支援課

後継人材育成室
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

６
新規就農者育成強化

費

就農前後の資金面の支援、機械・施設等の導入支援、就

農後のサポート体制構築支援を行います。

経営技術支援課

後継人材育成室

７
明日を担う漁業者の

育成

新規漁業就業希望者への情報提供により、新規漁業就業

者を確保します。
水産振興課

８
福岡県介護福祉士等

修学資金貸付事業

介護福祉士又は社会福祉士の養成及び確保に資するた

め、介護福祉士・社会福祉士の養成施設に在学する者等

に対し修学資金の貸付を行います。

高齢者地域包括ケ

ア推進課介護人材

確保対策室

９

高校生みらい支援事

業

【Ⅲ３①に掲載】

県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生

活困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支援を行

います。

高校教育課

10

無業の若者に対する

職業的自立支援

【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ

７④、Ⅲ６③に再

掲】

働くことに不安や悩みを抱える15歳から49歳までの方を

対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、

グループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を

支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象

に、メタバース空間を活用した支援を推進することでよ

り多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

就業支援課

11

若者就職支援セン

ター事業

【Ⅳ２①に掲載】

おおむね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじ

め、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向

けた進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援す

ることにより、円滑な就職を促進します。

就業支援課

12

高等技術専門校等に

おける職業訓練・就

職支援

新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福

岡障害者職業能力開発校における施設内訓練や民間の

教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施します。併せ

て、訓練生への就職相談や就職指導、企業とのマッチン

グ等を行い就職を支援します。

職業能力開発課

13

若まど（若者自立相

談窓口）の設置

【Ⅱ７④に掲載、Ⅲ

６①、Ⅲ６③、Ⅳ２

①に再掲】

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、そ

の方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制

を充実します。

青少年育成課

Ⅱ 

７　

こ
ど
も
の
社
会
的
自
立
を
支
え
る
取
組
の
推
進



第
３
章

146

③　高等教育の就学支援、高等教育の充実

【現状と課題】

○　少子化の進行に伴い大学間競争が激化するなか、県が設立している三公立大学法人が設置す

る県立三大学が、地（知）の拠点として、社会から高く評価されるためには、各大学の個性・

特色を生かし、魅力ある大学をつくることが求められます。

○　障がいをはじめ合理的な配慮を必要とする学生が、障がい等を理由に修学を断念することが

ないよう、修学機会を確保するための合理的な配慮が求められます。

○　成長分野をけん引する高度専門人材の不足や、諸外国に比べて特に女性の理工系入学者の割

合が低いことが指摘されるなか、多様な人材の活躍推進観点からも、女性の理工系人材の育成

が求められています。

○　県内の小・中・高校でワンヘルス教育が導入されている中、県内の大学においてもワンヘル

ス教育の普及と活性化を図る必要があります。

【施策の方向】

○　県立三大学において、特色ある人づくりに主眼を置いた中期目標を掲げ、大学の個性・強

みを生かした教育・研究を行い、地域社会の発展に貢献できる優秀な人材を育成します。

○　県立三大学において、合理的な配慮を必要とする学生に対する支援体制の構築や大学施設

の整備など、学生が平等に学ぶことができる教育環境の整備を促進します。

○　福岡女子大学において、デジタル・グリーン等の成長分野で活躍できる女性の理工系人材

を育成します。

○　県内の大学がワンヘルス教育研究を推進しやすい環境を整備し、ワンヘルス教育の普及を

図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

県立三大学授業料等

減免事業

【Ⅲ３①、Ⅳ４②に

再掲】

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念する

ことがないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯及

び多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免

に対して助成します。

青少年政策課

２
県立三大学の特色あ

る人づくり

県立三大学において、大学の個性・強みを生かした教

育・研究を行い、地域社会の発展に貢献できる優秀な人

材を育成します。

青少年政策課

３

県立三大学における

合理的な配慮を必要

とする学生の修学機

会の確保

県立三大学において、学生寮の改修等、合理的な配慮を

必要とする学生の修学機会の確保を図ります。
青少年政策課

４
福岡女子大学の学科

再編

福岡女子大学において、国際文理学部環境科学科を再編

し、デジタル・グリーン等の成長分野で活躍できる女性

の理工系人材の育成を推進します。

青少年政策課

５
大学におけるワンヘ

ルス教育推進事業

県内の大学におけるワンヘルス教育プログラムの導入を

促進し、ワンヘルス教育の普及を図ります。
青少年政策課
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④　進路等相談体制の充実

【現状と課題】

○　「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）では、小・中・高校生の

約４割は、何らかの悩みごとがあり、そのうち約２割は「誰にも相談しない」と回答してい

ます。

○　メールやＳＮＳは、こどもにとって身近なツールであることから、これらを活用することに

よる相談体制の充実が必要です。

○　学童期・思春期は、大人に向けての準備期間であり、心と身体の変化の著しい時期です。こ

の時期の保健対策は次世代の心と身体の健康づくりにつながるため、問題解決には十分に適切

な対応をとる必要があります。

○　様々な悩みや不安を抱える若者が、どの窓口に相談すべきかが分からず適切な機関につな

がっていないことがあります。

【施策の方向】

○　電話、メール、ＳＮＳ等、こどもの相談に係る多様な選択肢を用意し、様々な悩みに対す

る助言を行います。

○　思春期の心と身体に関する相談に、電話や面接、メールにより対応します。

○　若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、その方の状況に合わせて適切な支援

機関につなぐ相談窓口を実施します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

若まど（若者自立相

談窓口）の設置

【Ⅱ７②、Ⅲ６①、

Ⅲ６③、Ⅳ２①に再

掲】

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、そ

の方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制

を充実します。

青少年育成課

２

あすばる相談支援事

業

【Ⅲ７②に再掲】

福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女

性、男性やＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、

心、家族、暮らし等、広範多岐な悩みについて、電話等

による相談を実施し、相談者自身が問題解決に向けて自

己選択、自己決定していくよう支援します。

男女共同参画推進

課

３
ＳＮＳを活用した相

談体制整備

相談業務に関する知識・経験を有した事業者に業務を委

託し、ＳＮＳによる相談窓口を運用することにより、教

育相談体制の強化を図ります。

私学振興課

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

４
子どもホットライン

２４相談事業

児童生徒指導相談員を配置し、24時間相談体制を整備し

ます。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

５ 思春期相談

精神保健福祉センター及び保健福祉（環境）事務所が実

施している思春期の心に関するこどもや保護者からの相

談の充実に努めます。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

６

思春期の相談機関の

連携と知識の普及・

啓発

精神保健福祉センターにおいて、思春期の相談に携わる

職員の相談技術の向上と相互連携を目的とした研修会を

実施し、思春期の心の問題に関する知識の普及と啓発に

努めます。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

７
心の健康づくり推進

事業

精神保健福祉センター及び各保健福祉（環境）事務所に

おいて思春期精神保健相談を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

８

無業の若者に対する

職業的自立支援

【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ

７②、Ⅲ６③に再

掲】

働くことに不安や悩みを抱える15歳から49歳までの方を

対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、

グループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を

支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象

に、メタバース空間を活用した支援を推進することでよ

り多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

就業支援課

９

ひきこもり対策推進

事業

【Ⅲ６③に掲載、Ⅱ

９②に再掲】

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援セン

ター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セン

ターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援の

ための核となる機関として相談対応、関係者への研修及

び連携会議等を行います。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

10

プレコンセプション

ケアの推進

【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ

３④、Ⅳ１に再掲】

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、

思春期からの人々を対象に性や妊娠に関する正しい知識

の発信や相談対応を行います。

子育て支援課

11

不登校・ひきこもり

サポートセンター事

業

【Ⅲ６①に掲載、Ⅱ

９②、Ⅲ６③に再

掲】

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」

における不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関

係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検

討します。

青少年政策課

12

学校外からのアプ

ローチによるいじめ

解消に向けた支援

【Ⅲ６②に掲載】

いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」

を設置し、学校外の立場で、いじめに悩むこどもや保護

者を支援します。

こども未来課

福岡県若者自立相談窓口「若まど」

　将来への不安や進路・就労に関すること、対人関係の悩みなど、様々な悩みや不安を持つ若者やその

保護者からの相談をワンストップで受け付け、その方の状況に合わせて適切な支援機関につなぎます。

　「どこに相談すれば良いのか分からず、今まで相談できず悩んでいた。」「若まどで悩みや不安を

聞いてもらい、適切な支援機関につないでもらうことができて安心した。」などの声が多数寄せられ

ています。

　　　　開所日時　月曜～土曜日　10時～19時

　　　　　　　　　※祝日・年末年始除く

　　　　所 在 地　大野城市白木原３-５-25筑紫総合庁舎１階

　　　　電話番号　092-710-0544

　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　info@wakamado.net

　　　　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　https://wakamado.net

「若まど」
ホームページは

こちら！

検 索 若まど
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 ８　多様な遊びや体験活動、社会参画の推進

【施策体系】

 

 

①　遊びや体験活動の推進

【現状と課題】

○　遊びや体験は、こどもの健やかな成長の原点であり、遊びや体験活動を通じて、こどもが自

己有用感、自己肯定感を高め、チャレンジ精神、コミュニケーション能力、他者への思いやり

等を養うことが必要です。

○　こどもの生活において、異年齢の仲間や地域の大人との交流、生活体験・社会体験・自然体

験などの減少が指摘されています。集団や社会、自然環境の中での経験を通して、こどもの思

いやりや規範意識、目的意識とともに、豊かな人間性や社会性などを育む必要があります。

○　福岡県内にある世界遺産について、小学生の頃から学ぶ機会を提供することが必要です。

○　異文化に直接触れる機会が少ないため、こどもが異文化を体験し楽しく学ぶ機会を提供する

ことが必要です。

○　お米の生産現場や田んぼの役割を知らないこどもが多くなっています。社会全体で取組を推

進していくことが必要です。

○　農林漁業体験や生産者との交流などを通して、こどもたちが主体的に農林水産業への理解を

深めることが必要です。

○　自然体験活動等、様々な体験活動を通して、こどもの豊かな感情、好奇心、思考力等の基礎

が培われることから、こどもが日常的に自然や生きもの、または地域の方々等と触れあえる環

境づくりが必要です。

【施策の方向】

○　市町村やＮＰＯ、企業等の多様な主体と連携し、県内各地において、外遊びを含む遊び

や、自然体験、職業体験など多様な体験の機会が充実するよう取り組んでいきます。（未来

子どもチャレンジ応援プロジェクト）

○　学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動を推進し、地域人材の協力を得

て、地域ぐるみでこどもを育てる環境を整えます。

 ①　遊びや体験活動の推進

 ②　社会参画の推進

 ③　こどもの可能性を広げていくための男女共同

　 　参画の推進

多様な遊びや体験活動、社会

参画の推進
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○　福岡県内にある世界遺産について、オンライン講座の開催や小学生が理解しやすい内容の

リーフレットの作成・配布を通じて、学びの機会の提供や来訪促進を図ります。九州国立博

物館内に日本と古くから交流のあったアジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験

型展示室を設置し、無料で体験できる機会を提供します。

○　小学生を対象に、農業用施設の見学や農業体験を通じ、農業や農村の持つ役割や重要性、

多面的機能について、理解を深めてもらうために「田んぼの学校」を実施します。

○　食や食を支える農林水産業に対する理解を深めてもらうために、農林漁業体験ツアーを実

施します。

○　自然観察会、植樹、キャンプ、登山、環境美化活動などに取り組む緑の少年団を支援しま

す。福岡県緑化センターによる「子ども緑の教室」の開催等、こどもたちに自然に触れ、緑

の大切さを感じる機会を提供します。

○　こどもたちが地域の中で楽しみながら自主的に取り組む環境学習・保全活動や自然体験活

動を支援し、広げていきます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

折り紙ヒコーキ大会

の開催

【Ⅱ３②に再掲】

地域を越えて小学生が交流し、創意工夫しながら切磋琢

磨する体験となる折り紙ヒコーキ大会を開催します。
青少年育成課

２

市町村等体験活動支

援事業

【Ⅱ３②に再掲】

青少年育成に取り組む自治会や企業等の多様な主体とと

もに連携して体験活動を実施する市町村を支援します。
青少年育成課

３

企業による体験活動

支援事業

【Ⅱ３②に再掲】

体験活動を提供する企業を開拓し、企業による体験活動

を直接こどもにつなげる体制を構築します。
青少年育成課

４

体験活動スタッフの

養成

【Ⅱ３②に再掲】

体験活動の運営サポートや企画ができる人材を養成しま

す。
青少年育成課

５

青少年育成県民運動

の推進

【Ⅱ３②に再掲】

国や県の施策に呼応して総合的な県民運動を展開し、青

少年の健全育成に寄与することを目的として事業を実

施している福岡県青少年育成県民会議に対する助成を行

い、将来を担う青少年の健全育成を行います。

青少年育成課

６

青少年団体活動の強

化推進

【Ⅱ３②に再掲】

青少年団体相互の連絡提携を図るとともに、青少年の健

全育成に寄与する目的で青年リーダーやジュニアリー

ダー養成事業を実施している福岡県青少年団体連絡協議

会に対して助成を行います。

青少年育成課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

７
夏休み子ども企画展

【Ⅱ３②に再掲】

主に小学生を対象とした体験活動の機会とともに、福岡

県のことを学び、理解を深めていただくためのパネル展

を実施します。

青少年育成課

８

成長段階に応じた体

験活動の提供

【Ⅱ３②に再掲】

こどもたちの成長段階に応じ、主体的・対話的で深い学

びの場を通じた思考力、判断力、社会性の習得や職業観

の形成、及び自己の考えを広げ深めるための体験活動や

交流会について検討します。

青少年育成課

９

体験活動情報の一元

的な提供

【Ⅱ３②に再掲】

こどもたちの成長段階に応じた体験活動についての情報

を一元化して提供するプラットフォームを構築するとと

もに、体験活動による効果を可視化し発信する仕組みに

ついて検討します。

青少年育成課

10

地域学校協働活動の

推進

【Ⅳ６①に掲載、Ⅱ

９①に再掲】

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支

援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力

を得て、地域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとと

もに、教師の働き方改革を推進し、教師がこどもと向き

合う時間を確保します。また、放課後等における学習支

援・体験活動の実施による、安全安心な放課後の居場所

づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進しま

す。

社会教育課

11

自立と協働を学ぶ体

験活動推進事業

【Ⅱ３②に再掲】

県立中学校・中等教育学校の第１学年を対象に集団体験

活動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協働の

精神を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成

し、夢や志を持って学校生活を送ることができる生徒を

育成します。

高校教育課

12

地域におけるこども

の体験活動の支援

【Ⅳ６①に再掲】

こどもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学

習活動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教育力の

向上を図る地域活動指導員を配置する市町村を支援しま

す。

社会教育課

13

自立と社会参加に向

けた体験学習推進事

業

【Ⅲ５②に再掲】

県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの

種類や状態等に応じた多様な体験学習を実施すること

で、各教科における学習内容の理解を深めます。

特別支援教育課

14

明治日本の産業革命

遺産　世界遺産キッ

ズアカデミー

世界遺産の構成資産が所在する北九州市、大牟田市、中

間市の小学生を対象とした世界遺産を学ぶオンライン連

続講座で、各こどもから地元の資産を紹介する発表会等

も実施します。

文化振興課九州国

立博物館・世界遺

産室

15

「神宿る島」宗像・

沖ノ島と関連遺産群　

世界遺産楽習帳を活

用した小中学生向け

学習プログラム

“楽しみながら遺産群を学べる”ことをテーマとして制

作した「世界遺産楽習帳（地理歴史編・海の環境学習

編）」を宗像・福津市内の小学生や遺産群を来訪する小

中学生に配布し、学びの機会の提供や来訪促進を図りま

す。

文化振興課九州国

立博物館・世界遺

産室

16
ふくおか水辺の安全

講座

小学３年生～中学３年生を対象に、川の危険性や危険個

所等を学ぶほか、自然環境の中での川遊びやロープを

使ったレスキュー方法を体験する事で、川に対する危機

管理意識を高め、水難事故の防止を図ります。

河川整備課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

17

中山間ふるさと水と

土保全対策事業（田

んぼの学校）

小学生を対象に、農業用施設の見学や農業体験を通じ、

農業や農村の持つ役割や重要性、多面的機能について、

理解を深めてもらうために「田んぼの学校」を実施しま

す。

農山漁村振興課

18 森林環境教育の実施
小学生に体験活動等を通して森林に親しんでもらい、森

林の働きや大切さについて学んでもらいます。
林業振興課

19 緑の少年団の育成
緑の少年団交流集会を年１回開催し、活動発表、自然に

関する学習活動・レクリエーション活動を行います。
林業振興課

20 農林漁業体験の推進

本県農林水産業・農山漁村への理解向上を図るため、ふ

くおか地産地消応援ファミリーを対象とした農林漁業体

験ツアーを実施します。

食の安全・地産地

消課

21
こどもエコクラブ活

動の促進

幼児から高校生までを対象としたこどもエコクラブの活

動を促進し、こどもたちが自発的、継続的に環境学習、

環境活動を行う機会を提供します。

環境政策課

22

文化体験施設「あ

じっぱ」

【Ⅱ５②に掲載】

九州国立博物館において、日本と古くから交流のあった

アジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型

展示室を設置しています。

文化振興課九州国

立博物館・世界遺

産室

「こどもエコクラブ」に登録しませんか？

～地球にいいことはじめよう！～

　こどもエコクラブは、幼児（３歳）から高校生まで誰でも参加できる環境活動のクラブです。自分

たちの興味関心のある環境保全活動や環境学習を通して、こどもたちが人と環境の関わりについて幅

広い理解を深め、地域の環境保全活動の環を広げることを目的としています。登録料、年会費は無料

です。登録すると、活動中の事故に伴う賠償をサポートする「賠償責任保険」の対象となるほか、活

動に役立つツールなどもあります！

詳しくは、福岡県ホームページをご覧ください。

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/jec.html　
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②　社会参画の推進

【現状と課題】

○　こども基本法においては、こども施策が行われるに当たっての基本理念として、全てのこど

もについて「多様な社会活動に参画する機会が確保されること」が掲げられており、こどもの

社会参画と意見反映を車の両輪として進めていくことが求められています。こどもが意見を持

つための様々な支援を行い、社会づくりに参画できる機会を保障することが重要です。

○　社会や地域に関心を持ち、地域活動や福祉活動等のボランティア活動を通じて社会の構成員

として様々な分野で貢献する若者の育成が求められます。

○　社会教育活動の充実を図るために、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要

です。

○　県民の納税意識の向上を図る観点から、様々な広報活動（租税教室など）を実施し、税に関

する正しい知識と理解を深めることが必要です。

○　若者が政治、選挙を身近なものと感じ、選挙の大切さを知ってもらえるよう啓発が必要で

す。

○　環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会の構築に向け、こどもが自ら環境について考

えて行動し、よりよい環境を将来へ引き継いでいくことが重要です。

【施策の方向】

○　ボランティアの活動促進等を目的とした「ふくおか“きずな”フェスティバル」の開催や、

ボランティア団体等の活動に対する助成により住民参加型の地域活動の促進を図ります。

○　社会教育関係団体への支援、連携を強化します。

○　国、地方自治体、教育機関及び税務関係民間団体が相互に話し合い、協力して、児童生徒等

に対する租税教育を推進します。

○　若者が積極的に選挙に参加するための啓発を引き続き進めます。

○　主権者としての自覚に基づく積極的な政治参加の意思や態度を育むため、学習指導要領に基

づき、発達段階に応じて、政治参加の重要性や選挙の意義等についての学習を行います。

○　県民、事業者、ＮＰＯ・民間団体等、多様な主体との協働により、脱炭素社会、循環型社

会、自然共生社会の実現に向けて、次世代を担うこどもたちへ、省エネルギー・省資源の取組

などの環境教育を進めていきます。

○　こどもが生物多様性の重要性を認識し、暮らしの中で生物多様性に配慮した行動を選択でき

るよう普及・啓発を進めます。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
社会教育指導者の育

成

社会教育関係団体の指導者等を対象に、社会教育の推進

に必要な知識・技術を習得させ、指導者の養成を図りま

す。

社会教育課

２
ボランティア活動支

援事業

ボランティア団体等の活動支援のための助成、及び「ふ

くおか“きずな”フェスティバル」の開催を行います。

（県社会福祉協議会への補助事業）

福祉総務課

３
ボランティア振興事

業

福祉教育セミナーの開催など福祉教育推進事業、地域共

生社会づくりのための市町村社協活動支援事業、及び広

報紙「ふくおかのふくし」発行など広報・啓発事業を行

います。（県社会福祉協議会への補助事業）

福祉総務課

４ 税務広報
県民の納税意識の向上を図る観点から、様々な広報活動

を実施します（租税教室の実施など）。
税務課

５
若年層向け選挙啓発

事業

若年層が政治に関心を持ち、選挙に積極的に参加するよ

う、啓発を行います。
行財政支援課

６
地域における環境活

動の促進

地球温暖化対策、３Ｒの推進、自然共生分野に関して、

地域の実情に応じた事業を実施し、こどもたちを含めた

地域住民や事業所の環境意識の醸成を図り、地域の環境

活動を促進するため、研修会や自然観察会などを開催し

ます。

環境政策課

７
生物多様性保全推進

事業

生物多様性に関する情報を一元的に発信・提供する「生

物多様性情報総合プラットフォーム（ホームページ）」

等で普及・啓発を行います。

自然環境課
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③　こどもの可能性を広げていくための男女共同参画の推進

【現状と課題】

○　社会のあらゆる分野で、性別にかかわらず誰もが個性と能力を十分に発揮できる社会を実現

するため、家庭、学校、地域、職場等におけるジェンダー平等・男女共同参画の推進が必要で

す。

○　男女がともに働き方・暮らし方の変革を進めていく上で、固定的な性別役割分担意識や無意

識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が大きな障壁となっています。

○　固定的な性別役割分担意識は着実に解消に向かっていますが、未だ「男は仕事、女は家庭」

といった固定的な性別役割分担意識が存在しています。こうした意識が、若者の進路選択（例

えば、女子生徒の理工系選択が少ないこと）にも影響を与えているとされています。

○　性的少数者が、周囲の心ない好奇の目にさらされるなど、社会生活の中で、性的指向や性自

認を理由とした偏見や差別があります。これを踏まえ、性的指向及び性自認の多様性に関する

理解を深めるための取組が必要です。

【施策の方向】

○　ジェンダー平等・男女共同参画への理解を促進するため、啓発・教育の充実を図ります。

○　ジェンダー平等・男女共同参画と人権尊重の理念に基づく学校教育を進めるとともに、キャ

リア教育・進路指導において固定的な性別役割分担意識にとらわれず、誰もが主体的に進路を

選択できるよう進路指導の充実を図ります。

○　若者が固定的な性別役割分担意識にとらわれず、柔軟な発想と幅広い視野で将来のキャリア

を考えられるよう、様々な職域やキャリアを知り、関心を高めるための機会を提供します。

○　地域社会や職場において、性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるため、庁内関係課

や企業、支援団体等と連携し、講演会や研修の開催、啓発資料の配布など様々な手法による啓

発を推進します。

○　双方又は一方が性的少数者であるカップルのための「パートナーシップ宣誓制度」を推進し

ます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

高校生×ジェンダー

平等ワークショップ

【Ⅳ１に再掲】

若者のジェンダー平等への理解を促進するため、高校生

等を対象としたワークショップを開催し、その成果を福

岡県ジェンダー平等フォーラム等で発信します。

男女共同参画推進課

２
男女共同参画教育の

推進

児童生徒の発達段階に応じて、男女の平等や相互の理

解、男女が共同して社会に参画することの重要性、各人

の生き方、能力、適性を考え、性別にとらわれず主体的

に進路を選択することの重要性について指導を推進しま

す。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

３

女子中高生のための

キャリアデザイン応

援

女子中高生などの若者が、柔軟な発想と幅広い視野で将

来のキャリアを考えられるよう、様々な分野で活躍す

る女性ロールモデルによるトークイベント等を開催しま

す。

女性活躍推進課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４

未来の女性医師発掘

事業

【Ⅳ５②に掲載】

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座

の実施や女子高校生が女性医師と交流できる機会を提供

することで、主に女子高校生の医学部への進学意欲を高

め、医師を将来の職業の選択肢としてもらい、医療施設

における医師の確保につなげます。

医療指導課医師・

看護職員確保対策

室

５

建設産業魅力発信事

業（建設産業魅力

発信・女性活躍セミ

ナー）

【Ⅱ６④に掲載、Ⅳ

２②、Ⅳ５②に再

掲】

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅

力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術

者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ

り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に

つなげます。

建築指導課

県土整備企画課

６

性の多様性に関する

理解促進事業

【Ⅱ３③、Ⅲ７②に

再掲】

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓

発を行います。

人権・同和対策局

調整課

７

パートナーシップ宣

誓制度

【Ⅲ７②に再掲】

双方又は一方が性的少数者のカップルが、日常生活にお

いて相互に協力し合い、人生を共にすることを県に宣誓

し、県が「パートナーシップ宣誓書受領証カード」を交

付します。

人権・同和対策局

調整課
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 ９　居場所づくりの推進

■　2023（令和５）年12月に国が定めた「こどもの居場所づくりに関する指針」において、こど

もの「居場所」とは、こどもが過ごす場所・時間・人との関係性全てであるとされています。

■　地域コミュニティの変化、こどもに関する課題の複雑化、社会の価値観の多様化などが進む

中、全てのこどもが自己肯定感を高めながら、幸せな状態で、健やかに成長できるよう、こど

もの居場所づくりを進めることが必要です。

■　指針において、居場所は、物理的な「場」だけでなく、遊びや体験活動、オンライン空間と

いった多様な形態をとり得るものとされており、こども本人が居場所と感じるかが重要とされ

ています。そのため、こどもの視点に立って、その声を聞きながら、こどもの居場所づくりを

進めることが重要です。

【施策体系】

①　全てのこどもの健やかな成長につなげる居場所づくり

【現状と課題】

○　こどもの居場所づくりに当たっては、市町村が民間団体・機関と連携しながら計画的に推進

し、県は、市町村の取組を支えながら、広域的なこどもの居場所づくりの環境整備を行うこと

が求められています。

○　ＮＰＯや地域のボランティアが行うこども食堂は、2024（令和６）年９月現在で443箇所

と、2018（平成30）年の90箇所から約５倍に増加しており、貧困対策にとどまらず、学年を超

えた学びの場や幅広い世代の地域交流の場など、こどもたちの未来につながる大切な居場所と

なっています。その安定的・継続的な活動のためには、運営資金やスタッフ、食材、開催場

所、物資保管場所の確保が重要です。

○　「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）では、学校や家庭以外

でこどもの居場所として必要と思う場として、「公園やプレーパークなど、全てのこどもを対

象とした外遊びの場」（48.3％）、「教育支援センター（適応指導教室）やフリースクールな

ど、学校に居場所がないこどもたちを対象とした場」（39.0％）、「図書館や公民館、児童館

など、全てのこどもを対象とした公共の施設」（33.9％）など、多様な場があげられていま

す。

 居場所づくりの推進

 ①　全てのこどもの健やかな成長につなげる

 　　居場所づくり

 ②　様々なニーズや個々の状況に応じたこどもの

 　　居場所づくり
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【施策の方向】

○　全てのこどもが居場所につながることができるよう情報提供を行うとともに、市町村や企

業・団体等と連携し、こどもの意見を聞きながら、こどもの視点に立った居場所づくりを進め

ます。

○　こども食堂の活動が全てのこどもの身近な場所で行われ、安定・継続して活動できるよう、

市町村や企業・団体などとともに支援するネットワークづくりを進めるとともに、市町村や民

間団体と連携した支援を行います。

○　多くのこどもの居場所となっている公園、児童館、隣保館、学習支援の場など、地域にある

多様な居場所、子ども会やスポーツ少年団などの遊びや体験活動、公民館や図書館などの社会

教育施設などについて、こどもの様々なニーズや状況に応じてより良い居場所となるよう取り

組みます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こどもの居場所に関

する情報提供

こどもが必要とする居場所につながることができるよ

う、県ホームページ等でこどもの居場所に関する情報を

発信します。

こども未来課

２

こども食堂ネット

ワーク支援

【Ⅲ３②、Ⅳ６①に

再掲】

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要

なこどものセーフティネットを構築するとともに、こど

も食堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の

地域レベルのネットワーク化を促進します。

こども未来課

３
こども食堂応援プロ

ジェクト

クラウドファンディングでのふるさと納税等を活用して

募集した寄附金を財源に、民間団体と連携し、県産食材

をこども食堂に届け、こどもに食事を提供します。

こども未来課

４

フードバンク活動の

普及・啓発

【Ⅲ３②に掲載】

市町村や関係機関、フードバンクと連携し、こども食堂

などの民間支援団体が、企業から無償提供された食品等

を生活困窮世帯のこどもたちに提供するフードバンクの

取組の普及・啓発を図ります。

こども未来課

循環型社会推進課

５

公益財団法人福岡県

スポーツ協会補助金

（福岡県スポーツ少

年団交流会助成事

業）

地域交流の促進や九州ブロック・全国大会等への指導

者・団員の参加経費を補助することにより、スポーツ少

年団の育成及び活動活性化を図り、スポーツを通した地

域社会におけるこどもの居場所づくりにつなげます。

スポーツ振興課

６
隣保館運営費等補助

金

市町村が設置する隣保館が、地域社会全体の中で福祉の

向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュ

ニティセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課

題の解決のための各種事業を総合的に行うための運営費

等に対し、国及び県が補助を行います。

人権・同和対策局

調整課

７
地方改善施設整備費

補助金

市町村が設置する隣保館の施設整備事業に対する補助を

行います。

人権・同和対策局

調整課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

８

地域学校協働活動の

推進

【Ⅳ６①に掲載、Ⅱ

８①に再掲】

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支

援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力

を得て、地域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとと

もに、教師の働き方改革を推進し、教師がこどもと向き

合う時間を確保します。また、放課後等における学習支

援・体験活動の実施による、安全安心な放課後の居場所

づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進しま

す。

社会教育課

９

児童館・児童セン

ター

【Ⅳ６①に掲載】

こどもに健全な遊びを提供して、その健康を増進し、情

操を豊かにするための児童館を整備する市町村等を支援

します。

子育て支援課
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②　様々なニーズや個々の状況に応じたこどもの居場所づくり

【現状と課題】

○　不登校やひきこもり、児童虐待など、様々な困難を抱えるこどもが増加する中、居場所がな

いことは人とのつながりが失われ、孤独・孤立の問題と深く関係する重大な問題です。また、

厳しい環境で育つこどもは、居場所を持ちにくく、失いやすいと考えられることから、こうし

た様々なニーズや個々の状況にきめ細かに対応した居場所づくりが必要です。

○　共働き家庭の増加等に伴い、放課後児童クラブの利用児童数は年々増加しており、保育所等

の利用時からの環境の変化により共働き家庭等が直面する「小１の壁」を打破し、待機児童を

解消するためには、放課後児童クラブのさらなる受け皿整備が必要です。また、全ての就学児

童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる居場所づくりも必

要です。

【施策の方向】

○　こどもが安全で安心して過ごせる居場所を身近な地域で切れ目なく持つことができるよう、

市町村や企業・団体等と連携しながら、家庭や学校に居場所がないこどもなど、一人一人の状

況に寄り添って、必要な支援を行う居場所づくりを進めます。また、市町村が地域の状況に応

じて実施するこどもの居場所づくりの取組を支援します。

○　市町村が行う放課後児童クラブの整備や運営を支援するとともに、放課後児童支援員等の確

保と処遇改善、資質の向上に取り組みます。また、放課後子供教室との連携など、地域の実情

に応じた放課後等のこどもの居場所づくりを支援します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

養育環境等に課題を

抱えるこどもの居場

所づくり（児童育成

支援拠点事業）

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない

こども等に居場所となる場を開設し、こどもとその家庭

が抱える多様な課題に応じた支援を行う市町村に対し、

施設の運営に必要な経費の助成を行います。

こども未来課

２

こどもの社会的自立

に向けた居場所づく

り

【Ⅲ６①に掲載】

不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過

ごすことができる場所を整備し、こどもの社会的自立に

つなげるための支援に取り組みます。

社会教育課

３

虐待等により居場所

がないこども・若者

への支援

【Ⅱ４④、Ⅲ１③に

再掲】

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がな

いこどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることが

できる安全な居場所の確保を検討します。

こども福祉課

４

社会的養護自立支援

拠点の設置

【Ⅲ２③に掲載】

児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施

設等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、生活支

援、就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を

支援するとともに、退所したこどもたちが集い、意見交

換や情報交換等を行うことができる場を提供します。

こども福祉課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５

市町村等が運営する

日本語教室の支援

（日本語教育環境整

備事業）

【Ⅲ７③に掲載】

在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民と

の交流の場ともなる日本語教室への支援を行い、外国人

の親等の居場所づくりにつなげます。

国際政策課

６

フリースクールへの

支援

【Ⅲ６①に掲載】

不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの

活動を支援するため、一定の財政支援を行います。
私学振興課

７

生活困窮世帯のこど

もに対する学習・生

活支援

【Ⅲ３①に掲載、Ⅲ

３②に再掲】

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、

教員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支

援及び生活習慣改善支援等を実施します。

こども未来課

８

学習支援事業参加者

への食品の提供

【Ⅲ３②に掲載】

企業から無償提供された食品等を、地域の団体が運営す

る学習支援事業等に参加するこどもたちに提供します。
こども未来課

９

自殺予防ＳＮＳ相談

事業

【Ⅲ６④に掲載】

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺

予防ＳＮＳ相談を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

10

不登校・ひきこもり

サポートセンター事

業

【Ⅲ６①に掲載、Ⅱ

７④、Ⅲ６③に再

掲】

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」

における不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関

係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検

討します。

青少年政策課

11

ひきこもり対策推進

事業

【Ⅲ６③に掲載、Ⅱ

７④に再掲】

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援セン

ター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セン

ターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援の

ための核となる機関として相談対応、関係者への研修及

び連携会議等を行います。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

12

メタバースを活用し

た居場所づくり事業

【Ⅲ６④に掲載】

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おい

でよ きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤立の

気持ちを抱える若年層を対象としたレクリエーション等

を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

13
放課後児童クラブの

運営支援

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生のこども

を放課後や夏休み等の長期休暇に小学校の余裕教室等で

預かり、適切な遊びや生活の場を提供します。市町村と

連携し、地域のニーズに応じた施設の整備を進めるとと

もに、障がい児の受入の促進等、地域の実情に応じた運

営を支援します。

こども未来課

14
放課後児童支援員の

確保

放課後児童支援員として必要となる知識及び技能を習得

するための研修の実施や、放課後児童クラブに就職を希

望する方への相談・あっせん等による就職支援について

検討します。

こども未来課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

15
放課後児童支援員の

質の充実

放課後児童支援員のスキルアップのための研修などによ

り、支援員の質の充実を図ります。
こども未来課

16
放課後児童支援員等

の処遇改善

勤続年数や研修履修実績等に応じた放課後児童支援員等

の処遇改善を行う市町村に対して、その費用の一部を助

成します。

こども未来課

17
放課後児童クラブ利

用料の減免支援

生活保護世帯等のこどもが放課後児童クラブを利用しや

すい環境づくりを促進するため、市町村が実施する生活

保護世帯等に対する放課後児童クラブの利用料減免に要

する経費の一部を助成します。

こども未来課

「こどもの居場所」と「こどもの居場所づくり」

 こどもの居場所には、こどもの居場所となることそのものを目的とするもの（＝目的としての居場

所）と、別の目的で行われていたものの結果としてこどもの居場所となるもの（＝結果としての居場

所）があるとされています。例えば学校や塾、ショッピングモールなどの場所、習い事やＳＮＳ、オ

ンラインゲームなどの活動は、居場所づくりを目的として行われているものではありませんが、結果

としてこどもの居場所となっています。

 また、内閣府の「子供・若者インデックスボードver.4.0」（2023（令和５）年度）では、こどもの

居場所の数の多さと、チャレンジ精神や将来への希望、自己肯定感などの自己認識の前向きさは相関

関係にあるとされています。

　こどもも含め、全ての人にとって居場所を持つことは生きる上で不可欠な要素です。未来を担うこ

どもたちがたくさんの笑顔で暮らせる福岡県となるよう、市町村や企業・団体等と連携しながら「こ

どもの居場所づくり」を進めていきます。

【図】居場所の数と自己認識の前向きさの関係
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 １　児童虐待の予防・防止

【施策体系】

①　児童相談所の相談体制の強化

【現状と課題】

○　虐待は、こどもの権利を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与え

る行為であり、何人も決してこれを行ってはならず、許してはなりません。

○　しかし、児童虐待相談対応件数（政令市除く）は、近年、高い水準で推移し、2023（令和

５）年度は7,547件と過去最多となっており、また、複雑・困難なケースも増加しています。

○　一時保護件数（政令市除く）は、2019（令和元）年度以降2,000件を超えて推移しており、

2023（令和５）年度は過去最高の2,480件となりました。

○　児童虐待の早期発見やこどもの適切な保護を行うためには、児童相談所の体制強化や専門性

の向上などに向けた取組が必要です。

【施策の方向】

○　こどもや家庭への専門的な支援や虐待を受けたこどもの安全確保など、児童相談所が担うべ

き業務を円滑に行えるよう、職員の計画的な増員や組織の見直し等により、児童相談所の体制

を強化します。

○　児童福祉司等に対し、課題を抱える家族への接し方や支援に係る研修、虐待の兆候に気づき

にくいケースを想定した演習等を実施し、児童虐待事案の複雑・困難化に対応できるよう、専

門性の向上を図ります。

○　児童相談所及び一時保護所の運営について、児童福祉の専門家等の外部有識者による第三者

評価を実施し、業務の質の向上を図ります。

児童虐待の予防・防止

 ①　児童相談所の相談体制の強化

 ②　市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進

 ③　発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施

　柱Ⅲ　きめ細かな対応が必要なこどもへの支援
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
児童相談所の職員体

制の充実

児童相談所管内人口に応じた職員配置や虐待対応件数に

応じた加算、里親支援担当職員の配置など児童福祉法施

行令で示された配置基準を踏まえ、児童福祉司及び児童

心理司を計画的に増員し、職員体制の充実を図ります。

こども福祉課

２
児童相談所の職員研

修の充実

相談業務に携わる職員を対象とした、こどもの保護や家

族援助を適切に行うための専門的な研修や、こどもの権

利擁護に関する職員の意識や援助技術の向上などを目的

とした研修を実施します。

こども福祉課

３ 法的対応機能の整備

こどもの安全確保や虐待を行う保護者への指導などに当

たり、児童相談所が法的知見を踏まえた的確かつ迅速な

対応ができるよう、児童相談所への弁護士の常勤配置な

どにより、法的対応機能の維持・向上を図ります。

こども福祉課

４
医学的対応機能の整

備

虐待を受けたこどもへの心理的ケアや一時保護中のこど

ものヘルスケア、保護者への指導などに当たり、医学的

知見に基づく診断や対応ができるよう、児童相談所に医

師及び保健師を配置します。

こども福祉課

５
24時間365日こども

家庭相談体制の整備

児童相談所において、夜間・休日を含めて24時間365

日、いつでもこどもや家庭からの相談を受けるととも

に、必要に応じてこどもの安全確認や保護など適切に対

応できるよう体制を整備します。

こども福祉課

６

第三者評価による児

童相談所の業務の質

の向上

児童相談所が行うこどもの保護や処遇について、児童福

祉の専門家などの外部有識者による第三者評価を実施

し、業務の質の向上を図ります。

こども福祉課

福岡県子どもへの虐待を防止し権利を擁護する条例

　県では、虐待からこどもの生命と権利を守り、こどもが心身共に健やかに成長することができる社

会を実現するため、2022（令和４）年度に「福岡県子どもへの虐待を防止し権利を擁護する条例」を

制定しました。

【基本理念】

〇　虐待はこどもの人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与える行

為であり、何人も決してこれを行ってはならず、また、許してはならない。

〇　こどもを虐待から守るに当たっては、こどもの生命を守ることを最も優先するとともに、こど

もを権利の主体として尊重し、こどもの最善の利益を考慮しなければならない。

〇　虐待は社会的要因、経済的要因その他様々な要因により、あらゆる家庭において起こり得ると

いう認識の下に、子育て中の家庭が孤立しない社会の実現に向けて取り組まなければならない。
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②　市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進

【現状と課題】

○　児童虐待を予防・防止するための支援は、一つの機関や職種のみではなし得ないことから、

地域の関係機関が協働して取り組むことが何よりも大切です。

○　また、児童虐待が発生した時に、迅速・的確に対応することができるよう、関係機関が緊密

に連携することが求められています。

○　効果的な連携を行うためには、児童相談所やこども家庭センター、保育所、学校、医療機

関、警察などの関係機関が、それぞれの機能を理解し合い、適切な役割分担の下、ネットワー

クを構築していくことが必要です。

【施策の方向】

○　市町村が、児童相談所や保育所、学校、医療機関、警察などの関係機関と連携しながら、地

域の相談等に適切に対応できるよう、市町村が設置するこども家庭センターや要保護児童対策

地域協議会の充実・強化を促進します。

○　市町村のこども家庭センターの職員に対し、適切なアセスメント等を行うことができるよう

研修を実施するほか、医療機関や警察なども含めた他職種・他機関による合同研修の開催等に

より、相互理解の促進や連携強化を図ります。

○　児童虐待の早期発見、再発防止を図るため、児童相談所と警察は緊密に連携しながら、こど

もの安全確保や情報共有を行う等、虐待事案に迅速かつ的確に対応します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

要保護児童対策地域

協議会を通じた市町

村や関係機関との連

携の推進

市町村が設置し、関係機関で構成する要保護児童対策地

域協議会において、要保護児童等の情報を的確に共有

し、役割分担の上、こどもや家庭への支援に取り組むと

ともに、支援対象となった全ての虐待ケースについて、

主体的に緊急度・重症度の判断を行い、必要に応じて市

町村に対して助言を行うなど連携強化を図ります。

こども福祉課

２

こども家庭センター

の機能強化

【Ⅲ１③に掲載、Ⅱ

１②に再掲】

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う

「こども家庭センター」において、悩みを抱える保護者

等を早期に発見し相談支援につなげるため、先進事例紹

介や研修等を実施し市町村の取組を支援します。

子育て支援課

３
市町村相談関係職員

研修の充実

市町村が、こどもやその保護者への適切なアセスメント

やケースマネジメント等を行うことができるよう、相談

に携わるこども家庭センターの職員に対する専門的な研

修の充実を図ります。

こども福祉課

４

児童家庭支援セン

ターを活用した市町

村支援

児童家庭支援センターにおいて、こどもへの心理的なケ

アや虐待を行った保護者への指導、児童虐待相談に対す

るリスク判断への助言など、市町村への専門的な支援を

行います。

こども福祉課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５

児童養護施設等を活

用した地域こども家

庭支援

児童養護施設等に家庭支援専門相談員を配置し、児童相

談所や市町村などの関係機関と連携の上、こどもや保護

者の状況に応じて、一時保護や措置・委託が解除となっ

たこどもの見守り、保護者への相談支援・育児指導、

ショートステイ、親子関係再構築等の調整を行います。

こども福祉課

６
地域医療機関との

ネットワークの構築

児童虐待の早期発見、早期介入のため、児童虐待対応へ

のノウハウを有する病院を拠点病院に指定し、地域にお

けるネットワークづくりを行うことにより、地域医療機

関の児童虐待への対応力向上を図ります。また、医療従

事者を対象とした虐待対応研修の開催、病院受診時の虐

待の早期発見や児童相談所、こども家庭センターとの連

携強化を図ります。

こども福祉課

７

警察との連携による

迅速なこどもの安全

確保

虐待の早期発見・再発防止を図るため、県、県警察、北

九州市、福岡市の４者で情報共有に関する協定を締結し

ています。児童虐待事案に的確に対応するため、重篤な

事案はもとより、注意を要する事案についても警察と情

報共有を図ります。

また、虐待を受けたこどもの安全を迅速に確保するた

め、管轄の警察署や児童相談所に配置された警察官と同

行した立入調査、合同訓練に取り組むなど、警察との緊

密な連携を図ります。

こども福祉課

少年課

８

児童虐待事案への早

期対応に向けた関係

機関との連携及び環

境の整備

県・児童相談所、警察、医療機関等の児童虐待に対応す

る関係機関が相互に連携し、児童虐待の被害からこども

を守る活動を推進します。

少年課

刑事総務課

捜査第一課

９

児童虐待の早期発見

に向けた職員研修等

の開催

児童虐待事案の早期発見、被害児童の早期保護をはじめ

とした児童虐待への的確な対応について警察職員の資質

向上を図るため、研修等を実施します。

少年課

10

配偶者暴力相談支援

センターと児童相談

所等との連携強化

市町村の要保護児童対策地域協議会などを通して、配偶

者暴力相談支援センターと児童相談所、市町村などの

関係機関の間で、ＤＶ被害者とそのこどもの状況につい

て、情報共有を図り、保護が必要な場合は、連携して対

応できるよう、体制の強化を図ります。

男女共同参画推進課

こども福祉課

11

ＤＶに関する理解促

進のための研修の実

施

ＤＶ被害者及び被害児童への支援の充実のため、女性相

談支援員や児童相談所職員等を対象に、ＤＶと児童虐待

の特性・関連性の理解促進を図る研修を実施します。

男女共同参画推進課
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③　発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施

【現状と課題】

○　こどもの生命と権利を守り、健全な成長・発達を保障するためには、児童虐待の早期発見・

早期対応だけでなく、発生予防や再発防止のための家族関係再構築、自立支援等に至るまで、

切れ目のない総合的な支援を講じる必要があります。

○　児童虐待による死亡事例（心中以外）のうち、０歳児の乳児が４割以上を占めており

（「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について 第20次報告」（2024（令和６）年９

月））、その背景には妊婦を取り巻く複雑かつ困難な社会的課題があることから、虐待の発生

を予防するためには、育児に不安を抱えているなど、支援が必要な妊産婦等に対して、妊娠期

から子育て期を通じた切れ目のない総合的な支援を行うことが必要です。

○　こどもの健やかな育ちにとって、親や家族との関係性は非常に重要な要素であることから、

虐待により傷ついた親子の関係の再構築を図ることは、こどもの育ちを支える上で重要です。

○　保護者や学校、地域等の社会全般に、こどもの権利の尊重や児童虐待防止のための取組の必

要性等について理解を得ること、虐待を受けているこどもが自ら声を上げることができるよ

う、こどもに対して権利や相談窓口などを啓発・周知することが重要です。

○　こどもの目の前で行われるＤＶ（面前ＤＶ）は、こどもに著しい心理的外傷を与え、心理的

虐待に当たります。ＤＶがこどもに及ぼす影響について、理解を進める必要があります。

○　ＤＶが行われる家庭においては、こども自身が身体的な虐待を受け、精神的にも傷ついてい

る例が多くあります。

【施策の方向】

○　児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行うこども家庭センターにおいて、悩みを抱え

る保護者等を早期に発見し相談支援につなげるとともに、親子間における適切な関係性の構築

を図ることにより、児童虐待の予防を図ります。

○　若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が必要な特定妊婦を妊娠初期から把握

するとともに、産後も母子が安心・安全に生活できるよう、一人一人のニーズに応じた支援を

行うことができる体制を整備します。

○　虐待により離れて暮らす親子が再び一緒に暮らせるよう支援します。

○　児童虐待防止のための広報活動を実施するとともに、事例検証など児童虐待の再発防止に向

けた取組を行います。

○　こどもに関わる様々な立場の関係者が、ＤＶに関する正しい知識をもつとともに、面前ＤＶ

が「児童虐待」であるという理解を深めるための啓発を行います。

○　ＤＶ被害者が同伴するこどもの心理的なケア、保育機能の充実を図ります。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

こども家庭センター

の機能強化

【Ⅱ１②、Ⅲ１②に

再掲】

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う

「こども家庭センター」において、悩みを抱える保護者

等を早期に発見し相談支援につなげるため、先進事例紹

介や研修等を実施し市町村の取組を支援します。

子育て支援課

２

妊娠期からのケア・

サポート事業

【Ⅱ１②に掲載】

支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後

の育児不安軽減などのための養育支援を行います。必要

に応じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図り

ます。

子育て支援課

３

ハイリスク妊産婦等

への支援

【Ⅱ１②に掲載】

妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援

者を早期把握し、健康管理の向上を図り未熟児等ハイリ

スク児の出生を予防するとともに、市町村・医療機関等

と連携した養育支援により、児童虐待の未然防止に努め

ます。

子育て支援課

４

子育て世帯訪問支援

事業

【Ⅳ６①に再掲】

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家

庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問し、不

安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を

実施する市町村の取組を促進します。

こども未来課

子育て支援課

５

特定妊婦等への生

活、育児支援

【Ⅱ１②に再掲】

若年出産や予期せぬ妊娠、貧困など、特に丁寧な支援が

必要な特定妊婦等に対し、児童福祉施設において、妊娠

期から出産後まで継続して生活、育児支援を行います。

こども福祉課

６ 子育て短期支援事業

児童福祉施設等においてこどもの一時的な養護・保護や

夜間または休日に生活指導や食事の提供などを行う市町

村の取組を促進します。

子育て支援課

７
親子関係形成支援事

業

こどもとの関わり方や子育てに悩みを抱えている子育て

家庭に対して、ペアレント・トレーニングの実施等によ

り、健全な親子関係の形成を支援する市町村の取組を促

進します。

子育て支援課

８

母子生活支援施設へ

の入所

【Ⅲ４①に掲載】

様々な理由により家庭での養育が困難となった場合で

も、親子を分離することなく、母と子を一体的に支援す

るため、措置やショートステイ等により、母子生活支援

施設を活用します。

こども福祉課

９

虐待等により居場所

がないこども・若者

への支援

【Ⅱ９②に掲載、Ⅱ

４④に再掲】

虐待や貧困などの様々な事情により家庭等に居場所がな

いこどもや若者が、一時的に必要な支援を受けることが

できる安全な居場所の確保を検討します。

こども福祉課

10

家族の再統合に向け

た支援（親子のきず

な再生事業）

児童相談所において、虐待を理由に離れて暮らす親子な

どに対し、個々の家庭の課題や環境に合わせて作成した

支援計画に基づき、こどもや保護者への支援・指導を行

い、親子のきずなの再生に努めます。

また、虐待を行った保護者へ効果的な指導を行うため、

医療的・心理的プログラムの活用について検討します。

こども福祉課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11
児童虐待防止に係る

広報啓発

児童福祉週間（５月５日から１週間）及びオレンジリボ

ン・児童虐待防止推進キャンペーン期間（11月）等にお

いて、県民の児童虐待への関心を高め、虐待に関する理

解を深めてもらうため、県や市町村の広報媒体等を活用

した広報啓発を実施します。

また、関係機関・団体に対し、会議・研修等の場を通じ

て虐待防止に係る広報啓発を実施します。

こども福祉課

12

児童虐待による死亡

事例等の重大事例の

検証

児童虐待による死亡事例など、こどもが心身に著しく重

大な被害を受けた事例が発生した場合、福岡県社会福祉

審議会児童福祉専門分科会に設置する「児童重大事例等

検証部会」で関係機関の対応や連携の課題等を検証し、

その結果を踏まえて具体的改善策に取り組むことによ

り、再発防止に努めます。

こども福祉課

13

ＤＶがこどもに与え

る影響についての啓

発

配偶者からの暴力の根絶に向けた啓発の中で、「児童が

同居する家庭における配偶者に対する暴力」は、児童虐

待の中の心理的虐待に該当することについても周知しま

す。

男女共同参画推進課

14
配偶者暴力相談支援

センターによる支援

ＤＶ被害者からの相談に応じ、必要に応じて被害者と同

伴するこどもの緊急時の安全確保及び一時保護を行い、

被害者が自立して生活することを支援するための就業の

促進、住宅の確保等に関する情報提供等を行います。

男女共同参画推進課

15

ＤＶ被害者に同伴す

るこどもへのケアの

充実

ＤＶ被害者等の一時保護において関係機関と連携し、同

伴するこどもの精神的ケアや保育機能、学習支援の充実

を図ります。

男女共同参画推進課

福岡県特定妊婦等母子支援事業（妊産婦等生活援助事業）

　県では、妊娠中や出産後の生活に関する不安を抱

える妊産婦の方に対し、市町村、産科医療機関、児

童相談所等と連携して、出産前から出産後の生活ま

での一貫した支援を行っています。

【主な支援内容】

　〇　妊娠に悩む方からの相談の受付

　〇　病院や市町村窓口への付き添い

　〇　お金も住むところもなく困っている妊婦

　　の方への一時的な住まいや食事の提供

ＴＥＬ：0947-23-0560

受付時間：24時間365日

所在地：福智町

ＴＥＬ：0120-245-783

受付時間：９時～20時

（平日・土・日・祝）

所在地：大刀洗町

ＴＥＬ：092-504-9037

受付時間：８時30分～19時

（平日・土・祝）

所在地：大野城市
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こども家庭センター

　「こども家庭センター」は、母子保健と児童福祉の両分野の一体的な運営を行うことにより、全て

の妊産婦、子育て世帯、こどもに対し、出産前から子育て期にかかる切れ目ない支援を行うととも

に、新たに、支援を要するこども・妊産婦等へのサポートプランの作成、民間団体と連携しながら支

援体制を強化するための地域資源の開拓などを担うこととされています。

　2022（令和４）年に改正された児童福祉法等により、2024（令和６）年４月から市町村は「こども

家庭センター」の設置に努めなければならないこととされており、「こども未来戦略」（2023（令和

５）年12月22日閣議決定）等において全国展開を図ることとされています。

＜こども家庭センターの概念図＞

検 索　福岡県　こども家庭センター

県内市町村の「こども家庭センター」お問合先
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「こども家庭センター」は、母子保健と児童福祉の両分野の一体的な運営を行うことにより、全ての妊産

婦、子育て世帯、こどもに対し、出産前から子育て期にかかる切れ目ない支援を行うとともに、新たに、支
援を要するこども・妊産婦等へのサポートプランの作成、民間団体と連携しながら支援体制を強化するため
の地域資源の開拓などを担うこととされています。 
2022（令和４）年に改正された児童福祉法等により、2024（令和６）年４月から市町村は「こども家庭セ

ンター」の設置に努めなければならないこととされており、「こども未来戦略」（2023（令和５）年 12 月 22
日閣議決定）等において全国展開を図ることとされています。 
 
 
 
 
 
 
 

＜こども家庭センターの概念図＞ 

県内市町村の「こども家庭センター」お問合先 

検索 福岡県 こども家庭センター 

こども家庭センター 
（市町村） 

子育て世帯 

（保護者） こども 妊産婦 

こども食堂 

訪問 

家事支援 

保育所等 

＜保育・一時預かり・病児保育＞ 

ショートステイ 

＜レスパイト＞ 

教育委員会・学校 

＜不登校・いじめ相談＞ 

＜幼稚園の子育て支援等＞ 放課後児童クラブ 

児童館 
子育てひろば 

家や学校以外の 

こどもの居場所 
医療機関 

産前・産後サポート 

産後ケア 
障がい児支援 

様々な資源による 
支援メニューにつなぐ 

＜地域子育て相談機関＞ 

妊産婦、子育て世帯、こ
どもが気軽に相談できる
身近な機関 

○保育所、認定こども園、
幼稚園、地域子育て支援
拠点事業など子育て支援
を行う施設等を想定 

民間資源・地域資源 
と一体となった 
支援体制の構築 

密接な連携 

要保護児童 

対策地域協議会 

児童相談所 協働 

密接な連携 
※センターで調整機関を 
担うことが求められる 
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 ２　社会的養護の充実

【施策体系】

①　こどもの権利擁護の強化

【現状と課題】

○　虐待などの理由により、自らの家庭で暮らすことができないこどもたちの支援に当たって

は、こどもの意見・意向を丁寧に聴取し、十分勘案しながら、こどもの最善の利益を図るよ

う、特段の配慮を行う必要があります。

○　そのため、こどもが自身の持つ権利について認識し、また、処遇にあたる児童相談所職員や

施設職員も、こどもが持つ権利を常に意識し、日常的にこどもの権利を尊重することが重要で

す。

○　また、こどもの権利を尊重するためには、こども自身が意見を表明しやすい環境や、表明さ

れた意見に対して適切に対応が行われる仕組みの整備が必要です。

○　こどもの最善の利益を図るためには、永続的な家族関係をベースとした家庭という育ちの場

を保障することが重要です。そのため、実親の死亡等により実親との生活が望めないこどもに

ついては、特別養子縁組を積極的に検討する必要があります。

【施策の方向】

○　こどもたちが自らの持つ権利について適切に認識した上で、必要に応じて自らの意見を表明

できるよう、その手段や権利擁護の仕組み等について啓発を行います。

○　児童相談所や施設等において、こどもの権利に関する職員の意識の向上を図るとともに、適

切にこどもの意見・意向を聴取し、尊重できるような取組を充実させます。

○　取組の推進に当たっては、定期的にこどもたちへアンケートなどを行い、こどもの権利に関

するこどもの理解度や支援制度の認知度などを確認し、必要に応じて見直しを行います。

○　特別養子縁組制度の普及を図るため、積極的な広報啓発を行うとともに、縁組成立後もこど

もが安心して生活できるよう、市町村などの関係機関と連携し、適切な支援に努めます。

社会的養護の充実

 ①　こどもの権利擁護の強化

 ②　家庭と同様の環境における養育の推進

 ③　こどもの自立支援の推進 Ⅲ 
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こども自身が持つ権

利に関する周知啓発

一時保護所や児童養護施設等に入所するこどもに対し、

「こどもの権利ノート」の配布などにより、こどもの権

利の意義や意見表明の手段について周知啓発を行い、こ

どもたちが意見を表明しやすい環境を提供します。

こども福祉課

２
こども意見表明支援

センターの運営

こども意見表明支援センターにおいて、施設の職員や入

所中のこどもを対象とした研修等により、こどもの持つ

権利について啓発を行うとともに、施設入所等のこども

の処遇にこども自身の意見が反映されるよう、意見の形

成・表明を支援し、こどもの権利擁護の一層の推進を図

ります。

こども福祉課

３
こどもの権利擁護機

関の設置

児童相談所や児童養護施設等がこどもの権利を守ってい

ないと考えられる場合や、こどもの意向が児童相談所

の対応と一致しない場合に、こどもが自ら申し立てを行

い、その申し立てに応じ、調査・審議を行う機関を設置

し、児童相談所や施設等において適切な対応が図られる

体制を整備します。

こども福祉課

４
被措置児童等の虐待

の防止

児童相談所や施設等の職員に対する研修等を充実し、施

設等での虐待の防止に取り組みます。また、発見した場

合には、児童相談所がこどもを保護するなど、適切な対

応を図ります。

こども福祉課

５
特別養子縁組制度の

普及啓発

様々な機会や広報媒体を活用し、特別養子縁組希望者の

増加を図るとともに、地域社会における養子縁組家庭へ

の理解促進に努めます。

こども福祉課

６
新生児里親委託（赤

ちゃん縁組）の推進

思いがけない妊娠などの相談に対応する様々な機関や産

科医を始めとする医療機関などと連携し、特別養子縁組

を前提とした新生児の里親委託を推進します。

こども福祉課

７
養子縁組成立後の家

庭への支援

児童相談所が、家庭訪問などにより養子縁組家庭の状況

を把握するとともに、必要に応じてこどもや養親、養親

の実子への相談援助等を行います。

こども福祉課

こどもの意見表明等支援

　県では、児童養護施設等で生活するこどもの処遇にこども自身の意見が反映されるよう、その意見

の形成・表明を支援する意見表明等支援員（こどもアドボケイト）をこどものもとに派遣し、こども

の権利擁護の一層の推進に取り組んでいます。

〇　意見表明等支援員（こどもアドボケイト）とは

　　児童相談所や児童養護施設等から独立した第三

　者として、こどもの意見を聴き、その意見形成・

　表明を支援する役割を担います。

〇　意見表明等支援員（こどもアドボケイト）になるためには

　　県が開催する「こどもの意見表明等支援員養成講座」（基礎講座12時間、専門講座36時間）及び

実習を修了する必要があります。修了した方を、県の意見表明等支援員（こどもアドボケイ

ト）として登録します。登録された方々には、児童養護施設等で生活するこどもたちのもと

を訪れ、その意見の形成・表明を支援する活動をしていただいています。

こども 意見表明等支援員

（こどもアドボケイト）

児童相談所、児童福祉施設等
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②　家庭と同様の環境における養育の推進

【現状と課題】

○　家庭は、こどもの成長・発達にとって最も自然な環境であり、安定した養育環境で特定の大

人と愛着関係を形成することは、こどもの心身の健やかな成長や発達のために重要であること

から、様々な理由で家庭で暮らせないこどもについても、家庭と同様の環境における養育を推

進する必要があります。

○　そのため、家庭においてこどもの養育を行う里親・ファミリーホームへの委託を推進するこ

とが非常に重要です。

○　里親やファミリーホームへの委託率は年々上昇しており、2023（令和５）年度末の里親等委

託率（政令市除く）は29.4％となっています。

○　里親等への委託を推進するに当たっては、多様なこどものニーズに対応できるよう、県内各

地に幅広く里親を確保・育成するとともに、委託前の丁寧なマッチングから委託終了後までの

一貫した支援を実施することが重要です。

○　支援の実施に当たっては、地域ごとに児童相談所や里親支援センター等が連携しながら包

括的な支援体制を構築し、地域全体で里親・ファミリーホームの支援を行うことが求められ

ます。

○　乳児院や児童養護施設における養育についても、できる限り良好な家庭的環境を提供する必

要があります。

○　専門的なケアを要するこどもについては、養育に関わる施設職員に高い専門性が求められる

ため、それぞれのこどものニーズに応じた適切なケアを提供できる体制の構築が必要です。

○　一時保護についても、できる限り家庭的で、開放的な養育環境及びこどもがその適性・能力

に応じた教育を受けられるのに十分な学習環境を提供する必要があります。

【施策の方向】

○　こどもの養育への理解や熱意があり、温かい愛情を持つ里親家庭やファミリーホームでの養

育を推進します。

○　児童相談所等の関係機関と連携しながら、里親制度の普及啓発や地域の里親・ファミリー

ホームを包括的に支援する「里親支援センター」を設置します。

○　里親委託に当たっては、こどものニーズや里親家庭の状況などを勘案し、委託先となる里親

の検討を十分に行った上で、可能な限り委託前に一時保護委託や面会等による交流期間を設け

るなど、丁寧なマッチングを行います。

○　地域小規模児童養護施設の設置を促進するなど、乳児院や児童養護施設の小規模かつ地域分

散化を推進します。

○　専門的なケアを要するこどもについては、養育に携わる施設職員の質の向上を図るととも

に、心理療法担当職員などの専門職員の配置を推進し、こどものケアニーズに応じた質の高い

支援を実施します。

○　一時保護においても、できる限り家庭的で、開放的な養育環境を提供するため、児童養護施

設等に一時保護専用施設の設置を進めるとともに、一時保護委託が可能な里親の開拓を推進し

ます。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
里親制度等の普及啓

発

里親やファミリーホームに関心のある方を対象に里親制

度に関する説明会を市町村単位などで実施するほか、

里親制度の周知を行うためのホームページを開設するな

ど、様々な広報媒体や機会を活用し、里親登録者の増加

を図るとともに地域社会における理解促進に努めます。

こども福祉課

２

里親支援センターに

よる里親養育包括支

援

質の高い里親養育を行うため、児童相談所に里親専任職

員を配置するとともに、県内全域に里親支援センターを

設置し、里親・ファミリーホームとの信頼関係の構築や

適切なアセスメントの下、里親の開拓から研修、委託後

のサポートまでを包括的に支援します。

こども福祉課

３
ファミリーホームの

設置促進

代替養育における「家庭と同様の養育環境」を推進する

ため、里親や施設職員など経験豊かな養育者によるファ

ミリーホームの設置を促進します。

こども福祉課

４

里親・ファミリー

ホームへの委託の推

進

里親等に対し、虐待を受けたこどもとの関わり方など専

門的な心理相談支援を行うとともに、委託前のこども

との交流に要する経費を助成し、丁寧なマッチングを行

うことにより、里親・ファミリーホームへの委託を推進

します。また、乳幼児期は、特に家庭的な環境で養育さ

れることが大切であることから、乳幼児に限定した里親

を集中的に募集するなど、乳幼児の里親委託を推進しま

す。

こども福祉課

５
心理療法を活用した

里親家庭等への支援

児童心理治療施設に心理療法担当職員を配置し、虐待を

受けたこどもや発達障がいがあるこどもの里親に対する

相談支援、委託児童本人に対する通所指導などを行いま

す。

こども福祉課

６ 里親研修等の充実

里親に対し、その役割と意義、こどもの養育に必要な知

識などに関する研修や施設等での実習、里親同士の交流

会などを通して、社会的養育に対する理解と養育力の向

上を図ります。

こども福祉課

７

施設の小規模化・地

域分散化による良好

で家庭的な養育環境

の確保

こどもにできる限り良好で家庭的な養育環境を提供する

ため、国の支援制度の活用等により、地域小規模児童

養護施設の設置や小規模グループケアの実施を推進しま

す。

こども福祉課

８

児童養護施設等への

専門職等の配置の推

進

児童入所施設等措置費制度に基づく心理療法担当職員や

個別対応職員の配置を進め、児童養護施設等の機能強化

を図ります。

こども福祉課

９
児童養護施設等の人

材確保に対する支援

児童養護施設等における実習生の受入や、児童指導員の

資格取得を目指す職員の雇用、また医療機関との連携を

担当する職員や障がい等を有するこどもの受入調整を担

当する職員の配置などに対する支援を行い、施設の人材

確保及び高機能化を推進します。

こども福祉課

10 職員の専門性の向上

児童虐待を受けたこどもの保護、養育及び自立のための

支援において、それぞれのこどものニーズに即した質の

高い支援が行われるよう、児童福祉施設の職員及び関係

機関職員に対する研修の充実に努めます。

こども福祉課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11

一時保護施設におけ

る家庭的で開放的な

養育環境の確保

一時保護においても、できる限り家庭的で、開放的な養

育環境を提供するため、児童養護施設等に一時保護専用

施設の設置を進めるとともに、一時保護委託が可能な里

親の開拓を推進します。

こども福祉課

12

児童相談所一時保護

所における養育環境

や体制の充実

こどもの個々の状況に応じた対応が可能となるよう、一

時保護所の居室の個室化などに取り組み、より家庭的で

開放的な環境整備に努めます。

また、一時保護所への心理的ケア担当職員の配置や児童

相談所に配置されている保健師との連携等を進め、保護

しているこどもに対して専門的ケアを行うことができる

体制の充実に努めます。

こども福祉課

13

一時保護施設におけ

る学習環境の保障・

充実

こどもの安全を確保できる場合は、一時保護施設や一時

保護を委託している里親家庭等から、在籍校へ通学でき

るよう支援します。

また、一時保護施設から通学させることができないと判

断したこどもに対しては、十分な学習機会を提供できる

よう、一時保護施設に学習指導員を配置するなど、学習

環境の充実に努めます。

こども福祉課

里親等委託の推進に向けて

　県では、様々な理由により家庭で暮らせないこどもたちに対し、家庭と同様の生活環境を提供でき

るよう、里親・ファミリーホームへの委託を推進しています。また、里親に預けられるこどもだけで

なく、委託を受ける里親とそのご家族が皆安心して家庭生活を営むことができるよう、児童相談所や

里親支援センターなどの関係機関が連携しながら里親家庭に対する支援を行っています。

里親等委託推進のポイント

１　こどもと里親の丁寧なマッチング

　　里親に預けられるこどもや里親、その家族が安心し

て家庭生活を送るためには、こどもと里親との丁寧な

マッチングが必要です。

２　支援機関での適切な情報共有

　　委託時の丁寧なマッチングや委託中の里親家庭へのきめ細かなフォローを行うためには、支援にあた

る関係機関が適切に情報共有を行い、こどもや里親家庭の状況を十分に把握する必要があります。

３　里親間の相互交流の促進

　　それぞれの里親が地域で孤立し、悩みを抱え込まないよう、関係機関による支援を行うだけでなく、

地域間の里親同士の交流を活性化することも必要です。

〇　こどものニーズや里親家庭の状況などを勘案し、委託先となる里親の検討を十分に行った上で、

できる限り委託前に一時保護委託や面会等による交流期間を設けます。

〇　家庭的で開放的な環境でこどもの一時保護を行い、そこでの生活の様子を見ながら、こどもの状

況に適した養育が可能な里親を探し、マッチングを行います。

〇　児童相談所や里親支援センター、その他支援機関において、相互に必要な情報を適切に共有します。

〇　児童相談所や里親支援センター、児童養護施設などが参画する「里親委託等推進委員会」を定期

的に開催し、連携体制の強化を図ります。

〇　県内各地の里親のサポートを行う、「福岡県里親会」の活動を支援します。

〇　県内各地に設置している里親支援センターが、里親の相互交流を支援します。
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③　こどもの自立支援の推進

【現状と課題】

○　本県においては、約1,800人（2023（令和５）年度末）のこどもたちが児童相談所の委託又

は措置により里親家庭や児童養護施設等で生活しています。

○　こうしたこどもたちの中には、これまで適切な学習環境を確保されてこなかったり、進学や

就職による自立を希望しても家族から援助を受けることができない場合が少なくありません。

○　このような状況に置かれたこどもたちが、自身の考えや選択の下で希望する就学や就労を果

たし、安定した生活を継続できるよう、自立前の準備から自立後の生活基盤の形成まで、一貫

した支援を実施する必要があります。

○　また、支援に当たっては、児童相談所や児童養護施設等、退所したこどもへの相談・援助

事業を行う児童自立生活援助事業所などが連携し、一体的な支援体制を構築することが重要

です。

【施策の方向】

○　里親や児童養護施設等において、こどもが自身の考えで希望する進路を選択できるよう、適

切な学習環境を提供するとともに、丁寧な進路相談や支援制度の説明を行います。

○　できる限りこどもが自身の希望した進路に進めるよう、進学や就職時に必要な費用の支援を

行うとともに、住居の提供や生活費の支援、日常生活上の相談援助等を行う児童自立生活援助

事業の活用促進などに取り組みます。

○　ＮＰＯ法人を活用し、児童福祉、法律や心理支援等の専門スキルを持つスタッフが、施設等

に入所中から退所後まで一貫した相談や生活支援、就業支援等を行うとともに、退所したこど

もたちが集い、意見交換や情報交換等を行うことができる場を提供します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

施設等入所児童に対

する自立のための支

援

児童養護施設等において、個々のこどもの状況に応じた

「自立支援計画」を策定し、目標と目標達成のための道

筋を描きながら、こどもが社会性を獲得し、自立できる

ように支援に努めます。

こども福祉課

２
施設等における学習

環境の充実

個々のこどもの適性・能力に応じて、適切な学習環境の

提供ができるよう、児童養護施設等における学習環境の

充実を図ります。

こども福祉課

３

施設等入所児童に対

する進学・就職の支

援

施設入所児童や里親委託児童の高校・大学への進学及び

就職の支援を行うことで、施設等入所児童の自立を促進

します。

こども福祉課

４
施設退所者等への自

立支援資金の貸付

児童養護施設退所者等に対して、生活費や資格取得費な

どの貸付けを行うことで、円滑な自立につながるよう支

援します。

こども福祉課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５
児童自立生活援助事

業の推進

施設等を退所し、就職するこどもなどに対して、住居の

提供や生活費の支援、日常生活上の相談援助等を行う児

童自立生活援助事業を推進します。

こども福祉課

６
自立支援担当職員の

配置

各児童養護施設に自立支援担当職員の配置を進めること

により、自立支援に必要とするスキルの蓄積や自立した

こどもの実態把握、児童相談所やアフターケア機関との

連携・情報共有など、施設における自立支援機能の充実

を図ります。

こども福祉課

７

社会的養護自立支援

拠点の設置

【Ⅱ９②に再掲】

児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施

設等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、生活支

援、就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を

支援するとともに、退所したこどもたちが集い、意見交

換や情報交換等を行うことができる場を提供します。

こども福祉課

８

自立支援推進会議の

開催による関係機関

の連携推進

児童相談所、社会的養護自立支援拠点事業所、児童自立

生活援助事業所及び児童養護施設の自立支援担当職員な

どの関係機関で、定期的に状況を共有し、自立支援が必

要な施設入所等児童に対し、自立前の準備から自立後の

アフターケアまで切れ目のない支援の実施に必要な連携

体制を確保します。

こども福祉課

９
身元保証人の確保の

推進

児童養護施設長等が、施設入所中または退所したこども

等の就職・住宅賃借のための保証人となった場合、損害

賠償や債務弁済の義務が生じた際に一定額を支払う保険

に加入し、県と国が保険料を負担します。

こども福祉課

社会的養護自立支援拠点事業

　県では、児童養護施設等を退所したこども・若者や、虐待を受けた経験がありながらも公的支援に

つながらなかったこども・若者が孤立しないよう、社会的養護自立支援拠点事業所（ＮＰＯ法人そだ

ちの樹に業務委託）を設置し、相談支援や相互に交流できる居場所づくりなどに取り組んでいます。

◀そだちの樹

 ホームページ
受付時間　：　平日10：00～18：00

電話番号　：　092-791-1673

◀相談窓口

 ここライン
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こどもが権利の主体であるという理念の下、家庭への養育支援の充実と「家庭養育優先原則」

の徹底により、こどもの最善の利益を実現するため、「児童虐待の予防・防止」「社会的養護の充

実」を柱とし、県、市町村、児童福祉施設等の関係機関が連携し、社会全体でこどもの育ちを保

障するための施策を総合的に推進します。 

 

  

児 

童 

虐 

待 

の 

予 

防 

・ 

防 

止 

社 

会 

的 

養 

護 

の 

充 

実 

児童相談所の相談体制の強化 

市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進 

発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施 

こどもの権利擁護の強化 

家庭と同様の環境における養育の推進 

こどもの自立支援の推進 

① 児童相談所の人材確保・体制の充実 

② 児童相談所の専門性の強化 

① 要保護児童対策地域協議会などを通じた関係機関の連携強化 

② 児童家庭支援センターによる地域支援機能の強化 

① こども家庭センターにおける家庭支援体制の充実 

② 援助を必要とする妊産婦等への支援 

③ 親子関係再構築に向けた支援 

④ ＤＶ被害者とそのこどもへの支援 

① 当事者であるこどもへの意見聴取・意見表明支援等 

② 特別養子縁組の推進 

① 里親・ファミリーホームへの委託の推進 

② 児童養護施設等の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化 

③ 一時保護施設の養育環境や体制の充実 

① 施設等入所児童の自立のための支援 

② 施設退所児童等の自立後のアフターケア 

社 会 的 養 育 推 進 施 策 の 体 系 
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 ３　貧困の状況にあるこどもへの支援

■　2024（令和６）年６月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が「こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進に関する法律」に改正されました。改正法では、「貧困により、こどもが

その権利利益を害され及び社会から孤立することが深刻な問題である」とされています。

■　2022（令和４）年国民生活基礎調査によると、2021（令和３）年時点における「こどもの貧

困率」は11.5％で、こどもの９人に１人が貧困状態に置かれています。

■　こどもの将来がその生まれ育った環境に左右されることなく、また、貧困が世代を超えて連

鎖することなく、全てのこどもが夢と希望を持ち、たくさんの笑顔で暮らせる福岡県の実現に

向け、行政や民間団体等が連携して、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進する必要があり

ます。

■　こどもの貧困が、経済的な面だけではなく、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意欲、前

向きに生きる気持ちを含め、こどもの権利利益を侵害するものであることを踏まえながら、

「こどもの教育に関する支援」、「こどもの生活の安定のための支援」、「保護者の就労支

援」、「経済的支援」を推進します。

こどもの貧困について

〇　こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律

　　2024（令和６）年６月、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が改正され、「こどもの貧困

の解消に向けた対策の推進に関する法律」に名称が改められました。

　　この法律は、貧困により、こどもが適切な養育及び教育並びに医療を受けられないこと、こども

が多様な体験の機会を得られないこと、こどもがその権利利益を害され、社会から孤立することの

ないようにするため、こどもの貧困の解消に向けた対策の基本となる事項を定めることにより、こ

どもの貧困の解消に向けた対策を総合的に推進することを目的としています。

〇　こどもの貧困対策推進計画

　　「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」第５条には、地方公共団体は、こども

の貧困の解消に向けた対策に関し、国と協力しつつ、地域の状況に応じた施策を策定し、実施する

責務を有すると規定されています。

　　また、同法第10条では、こども大綱を勘案して、都道府県におけるこどもの貧困の解消に向けた

対策についての計画を定めるよう努めるものと規定されています。

　　このことから、県では、福岡県こども計画と一体的にこどもの貧困対策推進計画を策定し、以下

の４つを施策の柱として、こどもの貧困の解消に向けた対策に関する各施策を推進しています。

　こどもの貧困対策推進計画

　こどもの教育に関する支援

　保護者の就労支援

　こどもの生活の安定のための支援

　経済的支援
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相対的貧困について

　相対的貧困とは、ある国や地域の中で、平均的な生活レベル（中位所得）よりも、著しく低い水準

に置かれている状態を言い、所得中央値の一定割合（50％が一般的。いわゆる「貧困線」）を下回る

所得しか得ていない者の割合のことを相対的貧困率と言います。

　相対的貧困の状況におかれるこどもたちは、毎日の衣食住に事欠く絶対的貧困とは異なりますが、

経済的困窮を背景に教育や体験の機会に乏しく、地域や社会から孤立し、様々な面で不利な状況に置

かれてしまう傾向にあります。

○　相対的貧困率の算定方法

貧困率の年次推移

資料：2022（令和４）年国民生活基礎調査の概況（厚生労働省）
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【施策体系】

 

 

①　こどもの教育に関する支援

【現状と課題】

○　本県における17歳以下の生活保護率及び小中学生の就学援助率は、ともに全国平均に比べて

高く、こどもの貧困の現状は、厳しいものとなっています。（生活保護率（2022（令和４）年

度）: 全国平均 0.89％、福岡県 1.49％　／　就学援助率（2022（令和４）年度）: 全国平均 

13.9％、福岡県 20.8％）

○　保護者の収入など家庭の状況がこどもの学力や体験の機会に影響を与えるなど、教育におけ

る格差の問題が指摘されています。小学校・中学校・高校の各段階に応じた学習支援等によ

り、全てのこどもが、家庭の経済状況にかかわらず、質の高い教育を受け、能力や可能性を最

大限に伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにする必要があります。

○　家庭の経済的な理由等により、教育を充分に受けられないということにならないよう、教育

の機会を確保する取組が必要です。

○　高校段階においては、経済的な理由で進学をあきらめることのないよう、進学時の経済的負

担を軽減することが求められます。また、高校中退により将来的な夢や希望をあきらめること

のないよう、中退予防の取組として学習・生活面での適切な支援を行ったり、高校を中退した

後も復学・就学又は資格取得や安定した就業のための相談支援などによるサポートを行うこと

が求められています。

○　また、2020（令和２）年４月から始まった高等教育の修学支援新制度などの各種支援によ

り、貧困の状況にある世帯や児童養護施設などのこどもたちが大学等への進学をあきらめるこ

とがないよう、こどもの希望を尊重しながら取り組んでいくことが必要です。

【施策の方向】

○　貧困の状況にある家庭の小中学生を対象とした学習支援教室を開催し、学習支援と生活習

慣の改善を図るとともに、こどもの大学等への進学実現に向け、オンラインを活用した学力

向上の助言や保護者を含めた進学相談を行います。また、生活保護世帯のこどもが進学や就

労など多様な進路選択を行えるよう支援に取り組みます。

 ①　こどもの教育に関する支援

 ②　こどもの生活の安定のための支援

 ③　保護者の就労支援

 ④　経済的支援

貧困の状況にあるこどもへの

支援
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○　スクールソーシャルワーカー等専門スタッフ及び警察・教育支援センター・福祉等関係機

関と連携し、生活環境や教育環境の改善に向けた支援等の充実を図ります。

○　家庭の経済状況にかかわらず、全てのこどもたちが将来的な夢や希望を諦めることなく、

安心して教育を受けることができるよう、教育費の負担軽減を図ります。

○　学ぶ意欲のあるこどもが経済的理由で修学を断念することがないよう、高等学校等就学支

援金事業、高等学校等奨学金助成事業及び高校生等奨学給付金事業等に取り組みます。

○　生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備費用を支給します。また、県が設

立している三公立大学法人において、学ぶ意欲のある学生が経済的な理由で修学を断念する

ことがないよう、授業料減免等の支援を行います。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
生活困窮世帯のこど

もの進学支援

生活困窮世帯のこども（中学２年生～高校３年生）及び

その保護者を対象に、大学等への進学に向けた相談支

援を家庭訪問やオンライン等で行うとともに、こどもの

進学実現に資すると認められる場合は教材等を提供しま

す。

こども未来課

２

生活困窮世帯のこど

もに対する学習・生

活支援

【Ⅱ９②、Ⅲ３②に

再掲】

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、

教員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支

援及び生活習慣改善支援等を実施します。

こども未来課

３
こどもの進路選択支

援の強化

生活保護世帯のこどもが進学や就労など多様な進路選択

を行えるよう相談支援の強化を検討します。
保護・援護課

４
進学準備給付金

【Ⅳ４②に再掲】

生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備

に係る費用を支給します。
保護・援護課

５

高校生みらい支援事

業

【Ⅱ７②に再掲】

県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生

活困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支援を行

います。

高校教育課

６

定時制及び通信制課

程修学奨励事業

【Ⅳ４②に再掲】

勤労青少年の高等学校定時制課程及び通信制課程への修

学を促進し、教育の機会均等を保障するため、修学奨励

金を貸与します。

高校教育課

７

要保護児童生徒援助

費補助金

【Ⅳ４②に再掲】

経済的な理由によって、就学が困難と認められる児童生

徒の保護者に対して必要な援助を与えた市町村（学校組

合）に対し、国がその経費の一部を補助します。

義務教育課

８
児童生徒を取り巻く

生活環境改善事業

市町村に対し、スクールソーシャルワーカーの配置に係

る経費の補助を行うとともに、教員以外の専門スタッフ

を配置・派遣して不登校など教育課題解決のための支援

体制の整備を推進します。

義務教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

９
夜間中学の設置促進

に係る指導助言

国の方針を踏まえながら、設置意向のある市町村に対し

て指導・助言を行います。
義務教育課

10

福岡県立中学校等要

保護及び準要保護生

徒援助費（医療費）

【Ⅳ４②に再掲】

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県

教育委員会が認める者に対して、学校保健安全法施行令

第８条に定める疾病治療のための医療に要する費用を援

助します。

体育スポーツ健康課

11

福岡県立中学校等要

保護及び準要保護生

徒援助費（学校給食

費）

【Ⅳ４②に再掲】

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県

教育委員会が認める者に対して、学校給食法第11条第２

項に規定する経費を援助します。

体育スポーツ健康課

12

福岡県立高等学校定

時制課程夜食費補助

【Ⅳ４②に再掲】

県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者

で、経済的理由により著しく修学が困難な有職生徒に対

して、夜食費の一部を補助します。

体育スポーツ健康課

13

県立三大学授業料等

減免事業

【Ⅱ７③に掲載、Ⅳ

４②に再掲】

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念する

ことがないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯及

び多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免

に対して助成します。

青少年政策課
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②　こどもの生活の安定のための支援

【現状と課題】

○　貧困の状況にある子育て世帯は、就労や健康、住まい、家庭の問題等の課題を複数抱えてい

ることが多く、その課題は複雑かつ多様化しており、早い段階での包括的な支援が求められて

います。貧困の状況にある家庭の課題を早期に発見し、早期に支援ができるような体制を整え

ておくことが必要となります。

○　2023（令和５）年度において、こども支援オフィスへの相談者のうち約９％が、相談時点で

「水道料金の未払いがある」と回答しています。

○　県内では、食品関連企業等から寄贈された食料を、フードバンク団体を通じて、様々な民間

支援団体等が貧困の状況にある子育て世帯へ無償で提供する、フードバンク活動※が実施され

ています。また、こども食堂では、無償または安価でこどもへの食事の提供が行われていま

す。貧困の状況にある子育て世帯への支援につながる、このような活動をさらに普及・促進す

る必要があります。

※フードバンク活動：食品企業の製造工程で発生する規格外品などを引き取り、福祉施設等へ無料で提供する

　　　　　　　　　　団体活動

【施策の方向】

○　「こども支援オフィス」において、貧困の状況にある子育て世帯に対する電話や来所による

相談受付のほか、訪問相談支援を行い、貧困状態からの脱却と貧困の連鎖防止を図ります。

○　貧困の状況にある家庭に対し、家計の視点から専門的な助言等を行うとともに、住居確保の

支援を行い、生活の再生を支援します。

○　行政機関とフードバンク、民間支援団体等との連携を図り、貧困の状況にある子育て世帯に

対する支援につながるよう、県内におけるフードバンク活動やこども食堂の普及・促進を図り

ます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
こども支援オフィス

での相談支援

貧困の状況にある又は貧困の状況に陥るおそれのあるこ

ども及び保護者に対するワンストップかつアウトリーチ

型の相談支援を行い、貧困状態の脱却と貧困の連鎖防止

のため、関係機関と連携しながら包括的な支援を提供し

ます。

こども未来課

２ 家計改善支援事業

家計に問題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計

の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等を行

うことにより、早期に生活が再生されることを支援しま

す。

保護・援護課

３
一時的住居の提供事

業

住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の

者に対して一時的な住居を提供します。
保護・援護課

４
住居確保給付金事業

【Ⅳ４②に再掲】

離職等により住居を喪失し、またはそのおそれのある方

に対し、一定期間、家賃相当額を支給します。
保護・援護課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５

フードバンク活動の

普及・啓発

【Ⅱ９①に再掲】

市町村や関係機関、フードバンクと連携し、こども食堂

などの民間支援団体が、企業から無償提供された食品等

を生活困窮世帯のこどもたちに提供するフードバンクの

取組の普及・啓発を図ります。

こども未来課

循環型社会推進課

６

学習支援事業参加者

への食品の提供

【Ⅱ９②に再掲】

企業から無償提供された食品等を、地域の団体が運営す

る学習支援事業等に参加するこどもたちに提供します。
こども未来課

７

生活困窮世帯のこど

もに対する学習・生

活支援

【Ⅲ３①に掲載、Ⅱ

９②に再掲】

生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、

教員ＯＢなどの支援員が、町村の施設において、学習支

援及び生活習慣改善支援等を実施します。

こども未来課

８

こども食堂ネット

ワーク支援

【Ⅱ９①に掲載、Ⅳ

６①に再掲】

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要

なこどものセーフティネットを構築するとともに、こど

も食堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の

地域レベルのネットワーク化を促進します。

こども未来課

こども支援オフィス

　県では、県内５箇所に「こども支援オフィス」を設置し、経済的にお困りで、様々な悩みや不安を

抱える町村の子育て世帯を対象に、ワンストップで相談に対応し、関係機関と連携しながら包括的な

支援を提供しています。

名　称 所在地 電話番号 所管区域 相談時間

粕屋オフィス
糟屋郡粕屋町若宮 1-3-6

安河内ﾋﾞﾙ
092-938-1205 糟屋郡

9時 30 分～

　　17 時 30 分

月曜日～土曜日

※土曜日は

　電話相談のみ

水巻オフィス 遠賀郡水巻町頃末北 1-12-12 093-203-1661 遠賀郡、鞍手郡

久留米オフィス 久留米市東和 1-9 成冨ﾋﾞﾙ 5 階 0942-38-0601
朝倉郡、三井郡

三潴郡、八女郡

行橋オフィス 行橋市宮市 2-8 ﾍﾌﾞﾝﾘｰﾋﾞﾙ 1 階 0930-26-7710 京都郡、築上郡

田川オフィス 田川市大字伊田 3294-13 0947-44-8612 嘉穂郡、田川郡

オフィスでの相談の様子

こども支援

オフィスHP
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③　保護者の就労支援

【現状と課題】

○　生活に困窮する家庭の保護者が抱えている就労に関する課題は、複合的な問題があるため、

それぞれの課題に応じた支援が必要となります。

【施策の方向】

○　生活に困窮する家庭の保護者に対し、日常生活自立、社会生活自立、就労自立の３つの段階

に合わせた支援を行います。

○　民間職業カウンセラーの派遣により、生活保護を受給する若年者等の就労指導や就労支援策

活用の助言等を行い、その就労・自立を促進します。

○　安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要としなくなった方に対し、就労自立給

付金を支給します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
生活困窮者就労準備

支援事業

就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に対し、日

常生活自立、社会生活自立、就労自立の３つの段階に合

わせた支援を行います。

保護・援護課

２
被保護者就労支援事

業

民間職業カウンセラーの派遣により、生活保護を受給す

る若年者等の就労指導や就労支援策活用の助言等を行

い、その就労・自立を促進します。

保護・援護課

３
就労自立給付金

【Ⅳ４②に再掲】

安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要と

しなくなった方に対し、就労自立給付金を支給します。
保護・援護課
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④　経済的支援

【現状と課題】

○　保護者の健康状態や就労状況にかかわらず、家庭での生活が日々安定したものになるため

に、経済的な支援制度により生活の基礎を下支えしていく必要があります。

【施策の方向】

○　生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするため、資金の貸付と必要な相談支援を

行います。

○　次代の社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18歳に達する日以後の年度末までの

こどもを養育している方に児童手当を支給します。

○　ひとり親家庭等の生活の安定とこどもの福祉の向上のため、18歳に達する日以後の年度末ま

でのこどもを養育している方に児童扶養手当を支給します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
生活福祉資金の貸付

【Ⅳ４②に再掲】

生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするた

め、生活福祉資金の貸付を行います。
保護・援護課

２
児童手当

【Ⅳ４①に掲載】

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の

社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18歳に

達する日以後の年度末までのこどもを養育している方に

児童手当を支給します。

こども未来課

３

児童扶養手当

【Ⅲ４④に掲載、Ⅳ

４②に再掲】

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こ

どもの福祉の増進を図るため、18歳に達する日以後の年

度末までのこどもを養育している方に児童扶養手当を支

給します。

こども未来課
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 ４　ひとり親家庭への支援

■　「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）によると、県内のひとり親家庭

数は減少しているものの、母子家庭が約６万８千世帯、父子家庭約８千世帯と、依然として多

くのひとり親家庭が存在しています。

■　ひとり親家庭の親は、子育てや家事と生計の維持という役割をひとりで担うこととなるた

め、就業をはじめ、親子で過ごす時間の不足、こどもの養育や教育、住居等の問題など日常生

活全般にわたり、様々な困難を抱えています。

■　こどもに不利益が生じることがないよう、こどもの最善の利益を考慮しながら、ひとり親家

庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、各家庭の親子それぞれの状況に応じ、生

活支援、子育て支援、就業支援、手当等による経済的支援を、総合的に推進していく必要があ

ります。

自立促進計画について

○　ひとり親家庭等の自立支援の推進

　　ひとり親家庭では、子育てと生計の担い手という二重の役割を一人で担うこととなり、こどもの

養育、収入、仕事、住居などの面でさまざまな困難に直面し、心身ともに負担が大きいという状況

があり、自立支援をさらに進める必要があります。

　　母子及び父子並びに寡婦福祉法第12条は同法第11条に基づく「母子家庭等及び寡婦の生活の安定

と向上のための措置に関する基本的な方針」に即した自立促進計画の策定について規定していま

す。

　　本県では、福岡県こども計画と一体的にこの自立促進計画を策定しており、以下の４つの施策を

柱として、ひとり親家庭に向けた対策に関する各施策を総合的に推進しています。

　自立促進計画

　生活と子育ての支援

　養育費の確保支援

　就業支援

　経済的支援
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【施策体系】

 

 

①　生活と子育ての支援

【現状と課題】

○　「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）では、生活上の悩みや不安につ

いて、母子家庭・父子家庭ともに「生活費」が最も高く、特に母子家庭では６割を占めてお

り、母子家庭の生活上の大きな不安要素となっています。

○　また、母子家庭、父子家庭になった当時困ったことについて、母子家庭では「さしあたりの

生活費」が６割、父子家庭では「子どもの養育・しつけ・教育」が５割で最も高くなっていま

す。

○　仕事や子育てで忙しく時間に制約のあるひとり親が、適切な支援につながることができるよ

う、ひとり親に対し公的機関や支援制度の情報を提供していくことが必要です。

○　「福岡県ひとり親世帯等実態調査」（2021（令和３）年度）では、母子家庭のうち約６割が

「子どもの就学、通学のための費用」が不足していると回答しており、ひとり親家庭のこども

について学習面や進路相談面などでの支援が必要です。

【施策の方向】

○　ひとり親が安心して、子育てと仕事の両立ができるよう、保健福祉（環境）事務所の母

子・父子自立支援員や福岡県ひとり親サポートセンターの相談員がひとり親の様々な悩みに

応じるとともに、ひとり親が病気になったときの日常生活の支援や保育所等の優先入所、県

営住宅への優先入居などの支援に取り組みます。

○　ひとり親及び寡婦からの様々な相談に対して、情報提供や助言を行う保健福祉（環境）事

務所の母子・父子自立支援員に対し、研修等により資質の向上に取り組み、相談機能の充実

を図ります。

○　ひとり親が仕事や子育ての合間の時間に気軽に相談したり、情報収集できるよう、ＳＮＳ

などを活用した相談や情報提供を行います。

○　ひとり親家庭のこどもを対象とした学習支援教室に大学生等のボランティアを派遣し、学

習支援を行います。

 ①　生活と子育ての支援

 ②　就業支援

 ③　養育費の確保支援

 ④　経済的支援

ひとり親家庭への支援
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

母子・父子自立支援

員による相談、情報

提供

保健福祉（環境）事務所に母子・父子自立支援員を配置

し、ひとり親家庭等からの相談に対応します。
こども未来課

２

母子生活支援施設の

一定期間の利用によ

る生活支援

住まい・就業や生活上の悩みを持つ母子家庭に対し、母

子生活支援施設の利用による住まい・就業の支援や子育

て、生活一般に関する相談支援を行います。

こども未来課

３
母子・父子福祉団体

に対する支援

地域において相談事業や情報提供等を行う母子・父子福

祉団体の活動に対する支援を行い、ひとり親家庭及び寡

婦の福祉の向上を図ります。

こども未来課

４ 日常生活の支援

ひとり親家庭の親等が就職活動や技能習得のための通

学、疾病等のために、一時的に生活援助や保育などの支

援が必要なときに、市町村が家庭生活支援員を派遣し、

介護・保育等の支援を行う日常生活支援事業の実施を促

進します。

こども未来課

５

母子生活支援施設へ

の入所

【Ⅲ１③に再掲】

様々な理由により家庭での養育が困難となった場合で

も、親子を分離することなく、母と子を一体的に支援す

るため、措置やショートステイ等により、母子生活支援

施設を活用します。

こども福祉課

６

保育所への優先入

所、放課後児童クラ

ブの優先利用の促進

【Ⅱ２①に再掲】

市町村におけるひとり親家庭のこどもの保育所への優先

入所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援しま

す。また、求職活動・職業訓練等を行っている場合に

も、就労している場合と同等の事情にあるとして、優先

入所や優先利用を促進します。

こども未来課

子育て支援課

７

県営住宅におけるひ

とり親世帯、多子世

帯の入居決定に際し

ての優遇措置及び新

婚・子育て世帯の優

先入居

【Ⅳ６③に再掲】

県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯

や多子世帯に対し抽選番号を２つ割り当てるほか、新

婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定します。

県営住宅課

８
ＳＮＳを活用した相

談と支援情報の提供

時間に制約があるひとり親でも気軽に相談できるよう、

ＳＮＳ相談窓口を開設して相談に応じるとともに、ＡＩ

チャットボットによりひとり親からの質問に24時間365

日対応します。また、ひとり親サポートセンターによる

支援情報を効果的に発信するためＳＮＳの活用を図りま

す。

こども未来課

９

ひとり親家庭のため

の学習支援ボラン

ティアの派遣

ひとり親家庭のこどもを対象に大学生等のボランティア

を派遣し、こどもの学習支援を行うとともに進学相談等

に応じます。

こども未来課
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②　就業支援

【現状と課題】

○　母子家庭になった当時に母が就業していなかった割合は35.0％であり、その後も９％が就業

していない状況にあります。就業形態を見ると、父子家庭では、「正社員・正職員」が72.6％

に対し、母子家庭では50.5％にとどまり、「パート・アルバイト」（31.5％）、「派遣・契約

社員」（10.0％）の割合が父子家庭よりも高くなっています。

○　母子家庭の母は、母子家庭となるまでに就業経験が全くない方もおり、パートや派遣社員な

どの非正規雇用の割合が高く、家計を支える安定した収入を得る仕事になかなか就けない現状

があることから、個々の事情に応じた就業支援、自立支援をきめ細かに行う必要があります。

【施策の方向】

○　ひとり親家庭の親が安定的な収入を得ることにより、経済的な自立を図るため、福岡県ひと

り親サポートセンターにおいて、福岡県ママと女性の就業支援センターやハローワークなどと

連携し、就業相談、就業あっせん、就業に効果的な資格取得のための支援に取り組みます。

○　ひとり親家庭の親の就業を促進するため、就職に有利な資格取得のための養成機関での修業

や能力開発のための受講に対し給付金を支給するとともに無利子の貸付を行います。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

ひとり親サポートセ

ンターでのワンス

トップ相談支援

ひとり親サポートセンターにおいて、ひとり親家庭の親

及び寡婦・離婚を考えている方を対象に、アウトリー

チの手法も活用しながら、就業に関する相談から、自立

支援プログラムの策定、就業支援講習会の開催、ハロー

ワーク等と連携した求人情報の提供まで一貫した就業支

援を行います。

こども未来課

２

ひとり親の資格取得

に関する給付金

【Ⅳ４②に再掲】

ひとり親家庭の親に対して、対象講座の受講費用の一部

を助成する自立支援教育訓練給付金や、看護師・介護福

祉士などの就職に有利な資格を取得する際の生活の負担

を軽減するための高等職業訓練促進給付金を支給するこ

とにより、就職に結びつきやすい資格取得等の支援を行

います。

こども未来課

３

修業中のひとり親へ

の受講費・就職準備

金・住宅費の貸付

【Ⅳ４②に再掲】

高等職業訓練促進給付金受給者に対して、入学準備金・

就職準備金の貸付を行います。また、母子・父子自立

支援プログラム策定者を対象に、住居費の貸付を行いま

す。

こども未来課
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ひとり親サポートセンターについて

　ひとり親や寡婦、離婚を考えている方の就職の相談や、養育費の相談、就職に必要な技術習得のた

めの講習会などのサービスをワンストップで提供しています。

　お気軽にご相談ください。

・ＡＩチャットボットで様々な質問にお答えして

　います。

　ひとり親サポートセンターのホームページに

ＡＩチャットボットを設置し、ひとり親家庭へ

の支援などの質問に24時間365日お答えしてい

ます。

・LINE相談を行っています。

　ひとり親の方や離婚を考えている方が気軽に

相談できるよう、「福岡ひとり親よろず相談ラ

イン」による相談を行っています。

＜対応時間＞

月～金 9：00～17：00（水曜は20：00まで）

土曜、第１・第３日曜 9：00～16：00

※久留米ひとり親サポートセンターは久留米市と共同設置です。

＜ひとり親サポートセンターHP＞

☆LINE相談窓口

このアイコンをクリック！

各センター（所在地） ＴＥＬ 受付時間

福岡県ひとり親サポートセンター

（春日市）
092-584-3931

月～金　　　　　９時～ 17 時

　　　　　　　　（水曜日は 20 時まで）

土　　　　　　　９時～ 16 時

第１・第３日曜　９時～ 16 時

福岡県ひとり親サポートセンター

飯塚ブランチ（飯塚市）
0948-21-0390

月～金　　　　　９時～ 17 時

毎週土曜　　　　９時～ 16 時

第１・第３日曜　９時～ 16 時

久留米ひとり親サポートセンター

（久留米市）
0942-32-1140

月～土　　　　　９時～ 17 時

　　　　　　　　（夜間相談は 20 時まで）
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③　養育費の確保支援

【現状と課題】

○　国は、2023（令和５）年４月に定めた「養育費受領率の達成目標について」において、「ま

ずは2031年に、全体の受領率(養育費の取り決めの有無にかかわらない受領率)を40％とし、養

育費の取り決めをしている場合の受領率を70％とすることを目指す」としています。

○　2021（令和３）年度福岡県ひとり親世帯等実態調査によると、県内の「現在養育費を受給し

ている世帯」は、母子家庭で32.0％、父子家庭で8.1％となっています。

○　離婚した元配偶者との間で「養育費の取り決めをしている世帯」は、母子家庭で53.2％、父

子家庭で36.2％、このうち、「裁判所または強制執行認諾条項付き公正証書」により取り決め

しているのは、母子家庭で29.0％、父子家庭で11.6％となっています。

○　2024（令和６）年５月の民法改正により、養育費債権への先取特権の付与や法定養育費制度

の導入などの養育費確保の強化が図られたところであり、法制度や養育費の取り決めの重要性

を、離婚する前から理解してもらうことが重要です。

【施策の方向】

○　ひとり親家庭のこどもが養育費を受け取れるよう、ひとり親や離婚を考えている方に対し、

養育費の確保に関する情報提供の充実を図ります。

○　ひとり親サポートセンター等において、養育費の内容に関する相談を受けるとともに、支払

いに係る合意の取り決めを促進し、受領率の向上を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 養育費確保の支援

ひとり親家庭のこどもに対する養育費が確保できるよ

う、ひとり親サポートセンターにおいて、専門相談員に

よる養育費の取決めや養育費の確保策等の電話相談を行

うとともに、より専門的なアドバイスが必要な場合は、

弁護士による無料法律相談を実施します。ひとり親サ

ポートセンターへの来所が困難な方に対しては、弁護士

による無料電話相談の開催や、県内17か所ある法律相談

センターにおいて１時間無料で相談できるクーポンを発

行します。このようなセンターによる支援情報を効果的

に発信するためＳＮＳの活用を図ります。

こども未来課

２

公正証書等作成費用

の支援

【Ⅳ４②に再掲】

公正証書等の作成や、保証会社との養育費保証契約の締

結を支援することにより、養育費に関する取決めを促す

とともに、養育費の継続した履行確保を図ります。

こども未来課
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④　経済的支援

【現状と課題】

○　相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は11.5％となっており、特にひとり親家庭は44.5％

と高くなっています。

○　ひとり親家庭の年間平均収入額は、母子家庭は276万円、父子家庭は469万円で、年収300万

円未満の割合は、母子家庭では61.7％、父子家庭では22.6％となっています。家計の状態につ

いては、母子家庭の32.1％が、父子家庭の23.3％が「とても足りない」と感じています。

○　収入が少なく経済的に困窮しているひとり親家庭等に対して、収入の安定を図る支援を行う

必要があります。

【施策の方向】

○　ひとり親家庭等の生活の安定と自立を図るため、児童扶養手当の支給や母子父子寡婦福祉資

金の貸付を行うとともに、医療費負担の軽減を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

児童扶養手当

【Ⅲ３④、Ⅳ４②に

再掲】

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こ

どもの福祉の増進を図るため、18歳に達する日以後の年

度末までのこどもを養育している方に児童扶養手当を支

給します。

こども未来課

２

ひとり親家庭等医療

費支給制度

【Ⅳ４②に再掲】

ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持

及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けるこ

とができるよう、医療保険による自己負担額の一部を公

費で負担します。

こども未来課

３

母子父子寡婦福祉資

金の貸付

【Ⅳ４②に再掲】

ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、そのこ

どもの福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を行いま

す。

こども未来課
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 ５　障がいのあるこどもへの支援

■　「こども基本法」や「障害者の権利に関する条約」の理念を踏まえ、障がいのあるこども、

発達に特性のあるこどもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進し、その発達

や自立、社会参加を支援するとともに、障がいの有無にかかわらず安心して共に暮らすことが

できる地域づくりを進める必要があります。

【施策体系】

①　障がいのあるこどもの育成

【現状と課題】

○　障がいのあるこどもに対しては、できるだけ早期に適切かつ効果的な支援や治療を行うこと

で、基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参加につなげていくことが大切です。

○　健康診査等により障がいの早期発見を図るとともに、適切な療育を実施する体制の整備を図

る必要があります。

○　こどもの障がいの重度・重複化や多様化により、適切な保健・医療、福祉サービスや教育を

行うことが求められています。

○　発達障がい児に対する支援体制の充実を図る必要があります。

○　また、発達障がいについての社会的理解が十分進んでいない状況です。

○　医療的ケア児に対する支援体制の充実を図る必要があります。

○　障がいを理由とする差別の解消や社会的障壁の除去の一層の推進を図る必要があります。

○　こどもを含む障がいのある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障がいのある人の生活

を豊かにするとともに、県民の障がいへの理解と認識を深め、障がいのある人の自立と社会参

加を推進することが必要です。

○　障がいのあるこどもが社会的、経済的に自立するため、発達段階に応じた勤労観、職業観の

育成や就労支援等が必要です。

○　障がいのある選手が将来、トップアスリートとなり、国際大会等で活躍することは、県民に

大きな感動をもたらし、夢や希望を与えてくれることから、パラアスリートの発掘・育成を推

進する必要があります。

○　障がいのある選手が、仲間と共に競い合う場所や目標とする機会は限られているため、その

ような機会を提供する必要があります。

　①　障がいのあるこどもの育成

　②　特別支援教育推進体制の整備

障がいのあるこどもへの支援
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【施策の方向】

○　保護者や障がいのあるこどもの意向や一人一人の障がいの特性に応じた適切な支援を行うと

ともに、家族に寄り添った支援を行うため、個別の支援計画及び個別の教育支援計画の作成・

活用を図ります。

○　障がいについて正しい理解を深めるための啓発や情報提供を行うとともに、健康診査等を通

じ、障がいの早期発見、早期療育を支援します。

○　在宅の障がいのある人のライフステージに応じた地域での生活を支援するため、障がい児施

設等の有する療育支援機能を活用し、身近な地域での療育体制の充実を図ります。

○　障がい児入所施設における支援については、障がいに対する正確な理解のもと障がい特性に

応じた環境の提供を行うとともに、できる限り良好な家庭的環境の中で行われるよう、ケア単

位の小規模化の推進に努めます。

○　育成医療及び重度障がい者医療費支給制度の実施・普及に努めます。

○　県内４地域に設置した発達障がい者支援センターにおいて、身近な地域で発達障がいのある

こどもやその家族等からの相談に応じるとともに、医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機

関との連携強化により、地域の総合的・専門的な支援体制の整備を推進します。

○　また、発達障がいのあるこどもやその家族が地域で安心して暮らせるよう、発達障がいに関

する理解を深めるための啓発活動を推進します。

○　こども療育センター新光園内に設置した医療的ケア児支援センターにおいて、ワンストップ

で相談に対応するとともに、医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関との連携強化によ

り、地域の総合的・専門的な支援体制の整備を推進します。

○　障がい者差別解消に関する相談体制の充実を図るとともに、学校等とも連携して差別的取扱

いの禁止や合理的配慮の提供の周知啓発に努めます。

○　「ふくおか県障がい児者美術展」の開催など、鑑賞の機会及び創造活動・発表機会の拡大に

取り組み、こどもを含む障がいのある人の文化芸術活動の促進を図ります。

○　福岡障害者職業能力開発校において計画的な職業訓練を実施するとともに、民間の教育訓練

機関等を活用した職業訓練を実施し、就職を支援します。

○　パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ人を発掘・育成し、福岡から世界で活躍す

るパラアスリートを継続的に輩出するため、競技団体等と連携し、「フクオカ・パラスター・

プロジェクト」に取り組みます。

○　障がいの種別に関わらず、全ての選手が一堂に会する県内最大級の障がい者スポーツ大会を

実施します。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
障がい児通所支援事

業等の充実

日常生活における基本的な動作及び知識・技能の習得や

生活能力向上のための訓練、集団生活に適応することが

できるための必要な支援を行う障がい児通所支援事業所

（児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問

支援・居宅訪問型児童発達支援）や、支援内容の充実を

図ります。その中で、重症心身障がい児を支援する事業

所の確保にも努めます。また、適切な支援が行われるよ

う、障がいのあるこどもや保護者の希望する生活や課題

の把握を行い、こどもの年齢や発達の度合いに応じた意

見を尊重した上で、個別の支援計画を定め、支援内容の

充実を図ります。

障がい福祉課

２
障がい児相談支援事

業者の質の向上

障がい児通所支援等（児童発達支援、放課後等デイサー

ビスなど）を利用する障がい児に対し、適切に障がい児

支援利用計画を作成できるよう、相談支援専門員に対す

る研修を実施し、相談支援専門員の養成・確保及び質の

向上を図ります。

障がい福祉課

３

新生児聴覚検査の体

制整備

【Ⅱ１③に再掲】

「福岡県乳幼児聴覚支援センター」及び「新生児聴覚検

査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障がいの早

期発見・早期療育体制整備を図ります。

子育て支援課

４
障がい児等療育支援

の推進

在宅の障がいのある児童等のライフステージに応じた地

域での生活を支援するため、障がい児（者）施設の有

する療育支援機能を活用し、身近な地域で療育指導等が

受けられるよう、県全体の療育相談事業の充実を図りま

す。

障がい福祉課

５

障がい児保育等受入

体制支援

【Ⅱ２①に掲載】

保育所等における障がい児等の円滑な受け入れをすすめ

るため、障がい児保育等に係る標準モデルや市町村別

の支援策を示すとともに、障がい児保育に係る専門研修

を実施するなど、受入体制の構築に係る支援を実施しま

す。

子育て支援課

６
聴覚障がい児・家族

への支援

乳幼児期から手話を学び、手話を使用しやすい環境を整

備することを目的として、きこえない・きこえにくい乳

幼児とその家族等が親子で手話を学ぶ親子手話教室等を

開催します。

障がい福祉課

７

心身障がい児療育

キャンプ等を通じた

社会参加の推進

心身障がい児等が参加する各種療育キャンプや、専門医

トレーナーによる早期訓練を実施します。
障がい福祉課

８
障害児福祉手当によ

る支援

重度障がい児の福祉の向上を図るため、その障がいによ

り必要となる精神的・物的な特別の負担の軽減の一助と

して手当を支給します。

障がい福祉課

９
特別児童扶養手当に

よる支援

こどもの福祉の増進を図るため、精神又は身体に障がい

を有する20歳未満のこどもを養育している方に特別児童

扶養手当を支給します。

こども未来課

10
障がい児入所施設の

充実

障がいのあるこどもや保護者の希望する生活や課題の把

握を行い、こどもの年齢や発達の度合いに応じた意見を

尊重した上で、日常生活における基本的な動作及び独立

自活に必要な知識技能を習得できるよう、個別の支援計

画を定め、支援内容や養育環境の充実を図ります。

障がい福祉課
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

11

障がい児の医療費等

に係る自己負担額の

軽減

【Ⅳ４②に再掲】

障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等

の購入費の自己負担額の一部を公費で負担します。
障がい福祉課

12

発達障がい者支援セ

ンターによる支援の

推進

発達障がいに関する専門的な支援を行う拠点として、発

達障がい者支援センターを北九州・福岡・筑後・筑豊

の県内４地域に設置し、他の関係機関と連携を図りなが

ら、発達障がい児（者）及びその家族等からの相談対

応、保護者や地域の支援者に向けた発達障がいに関する

知識を学べる研修の開催を通じて支援を実施します。

障がい福祉課

13
医療的ケア児支援の

推進

医療的ケア児に関する専門的な支援を行う拠点として医

療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児及びそ

の家族等からの相談対応や研修会を実施するとともに、

医療的ケア児を介助する家族の肉体的・精神的負担の軽

減を図るため、身近な地域で行うレスパイトケアや、

医療的ケア児支援に対応できる障がい福祉サービス事業

所の人材や医療的ケア児等コーディネーターを養成しま

す。

障がい福祉課

14

医療的ケア児保育受

入体制支援

【Ⅱ２①に掲載】

看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児

の保育に係る研修を実施することにより、医療的ケア児

の保育受入体制構築のための支援を行います。

私学振興課

子育て支援課

15
障がい者差別解消の

推進

障がい者差別の解消と合理的配慮の提供について、啓発

動画やガイドブックのホームページへの掲載、県の専門

相談員を講師とした出前講座の実施により、県民の理解

を深めるとともに、県の障がい者差別解消専門相談窓口

において、丁寧に相談に応じます。また、事業者団体、

障がい者団体、行政機関等で構成する「障がい者差別

解消支援地域協議会」において、合理的配慮の具体例や

県・市町村の相談窓口の情報共有を行い、啓発動画、ガ

イドブック等を活用した周知啓発や、県の専門相談員の

研修派遣を実施します。

障がい福祉課

16
障がい者の文化芸術

活動の推進

「ふくおか県障がい児者美術展」の開催をはじめ、市町

村とも連携し、障がいのある人の創作活動・発表機会の

拡大を図ります。

文化振興課

17
障がい者博物館体験

促進事業

障がいのある人が、文化財を十分に鑑賞し博物館を一層

楽しめるよう、環境を整備し、主に聴覚・視覚障がいの

ある人向けのイベントを行います。

文化振興課九州国

立博物館・世界遺

産室

18
障がいのある人の就

職に向けた訓練

障がいのある人が働くために必要な技能を習得するため

の職業訓練を実施します。
職業能力開発課

19

福岡県パラスポーツ

タレント発掘・育成

事業

【Ⅱ６③に再掲】

パラスポーツの優れた素質や潜在的な能力を持つ人を発

掘・育成し、福岡から世界で活躍するパラアスリートの

輩出を目指します。

スポーツ振興課

20
福岡県障がい者ス

ポーツ大会

障がいの種別に関わらず、全ての選手が一堂に会し、と

もに競技に挑み、競い合い、スポーツの持つ楽しさ、素

晴らしさを感じられる大会を開催します。

スポーツ振興課
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②　特別支援教育推進体制の整備

【現状と課題】

○　障害者の権利に関する条約に掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、障が

いのあるこどもたちの自立と社会参加の推進が一層強く求められています。

○　本県における特別支援学校の在籍者数は、年々増加しており、障がいが重度・重複化、多様

化、複雑化しています。また、特別支援学級に在籍するこどもの数や通級による指導を受けて

いるこどもの数も増加傾向にあります。

【施策の方向】

○　共生社会の形成に向け、障がいのあるこどもと障がいのないこどもが可能な限り同じ場で共

に学び、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていくことのできる教育の推進とそ

のための教職員の専門性の向上や教育環境の整備を進めます。

○　障がいのあるこどもの適切な就学先決定に向けた市町村教育委員会の取組を支援するととも

に、県立特別支援学校２校を新設する等、特別支援学校に入学するこどもの確実な受入れと質

の高い特別支援教育を提供できる教育環境の整備を推進します。

○　障がいのあるこどもが自立し、社会参加できるよう、就学前段階から学校卒業後までの長期

的な視点に立ち、一人一人の教育的ニーズに応じた一貫した継続性のある指導及び支援の充実

を図ります。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

高等学校インクルー

シブ教育システム構

築支援事業

県立高校等に在籍する特別な支援を必要とする生徒に対

し、介助及び学習支援（合理的配慮・適切と思われる配

慮を含む）を行います。

特別支援教育課

２
高等学校等通級指導

推進事業

県立高校等に在籍する発達障がい等困難のある生徒に対

し、障がいによる学習上又は生活上の困難の改善・克服

を図るため、通級指導教員を配置し適切な指導や支援を

行います。

特別支援教育課

３
障がい児理解啓発推

進事業
特別支援学校における交流及び共同学習を実施します。 特別支援教育課

４
特別支援学校専門ス

タッフ強化事業

特別支援学校において、医療・保健・心理等に関する専

門スタッフを配置・活用することにより、専門性と組織

力の強化を図るとともに、地域内の小・中・高等学校等

に在籍する障がいのあるこどもに対する相談・支援機能

の充実を図ります。

特別支援教育課

５
特別支援学校設備充

実事業

県立特別支援学校に、児童生徒の障がいの特性に応じた

ＩＣＴ機器を配備します。また、視覚特別支援学校に

おける点字情報ネットワークシステム等の充実を図りま

す。

特別支援教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

６
特別支援学校等芸術

鑑賞機会の提供

県内の公立特別支援学校に劇団や室内楽団等公演団体を

派遣し、公演を行います。
社会教育課

７

県立特別支援学校生

徒希望進路実現支援

事業

生徒や保護者を対象としたセミナーやガイダンスを実施

し、就職への意識向上を図るとともに、就職支援サポー

ターを配置し、企業訪問による就職先の新規開拓や職場

定着のためのアフターケア等を実施することで、生徒の

希望進路の実現を支援します。

特別支援教育課

８
発達障がい児等教育

継続支援事業

発達障がいを含む障がいのある幼児児童生徒が、一貫し

た教育的支援を受けられるよう外部専門家による巡回相

談や個別の指導計画及び個別の教育支援計画の活用促進

等を実施します。

特別支援教育課

９
県立学校等医療的ケ

ア体制整備事業

医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する県立学校

に看護職員を配置するとともに、研修等による市町村

（教育委員会及び学校）への支援や医療的ケアガイドラ

インの周知を通して、医療的ケアが必要な児童生徒等

が、安全に教育を受けられる環境を整備します。

特別支援教育課

10
特別支援教育就学奨

励費負担金・補助金

特別支援学校への就学奨励に関する法律の趣旨に基づき

就学を促進することを目的とし、教科用図書購入費、学

校給食費、交通費、寄宿舎居住費、修学旅行費、学用品

購入費を支弁します。

特別支援教育課

11
障がい者就業･生活

支援事業

障害者就業・生活支援センターにおいて、就職や職場へ

の定着が困難な障がいのある人及び就業経験のない障が

いのある人に対し、就業及びこれに伴う日常生活又は社

会生活に必要な支援を行います。

また、特別支援学校の生徒を対象とした就職準備講座や

技能見学会等による就職支援を行います。

就業支援課

12

ＩＣＴを活用した教

育推進事業

【Ⅱ３①に掲載】

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新

しい教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先進的教

育モデルの研究、プログラミング教育の充実に向けた取

組や普及啓発を行います。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

13

自立と社会参加に向

けた体験学習推進事

業

【Ⅱ８①に掲載】

県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの

種類や状態等に応じた多様な体験学習を実施すること

で、各教科における学習内容の理解を深めます。

特別支援教育課

14

ワンヘルス教育総合

推進事業

【Ⅱ３④に掲載】

こどもが生涯にわたって健康や環境を適切に管理・改善

していくための資質・能力を身に付けるため、義務教育

段階から高等学校段階まで系統性のある「ワンヘルス教

育」の推進を図ります。

体育スポーツ健康課

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

社会教育課
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 ６　不登校やいじめ、ひきこもり等に対する取組の推進

【施策体系】

 

 

①　不登校等に対する取組の推進

【現状と課題】

○　2023（令和５）年度の本県の不登校児童生徒数は、小・中学校が１万8,148人、高等学校が

3,587人となっており、増加傾向にあります。また、本県の1,000人当たりの不登校児童生徒数

は、小・中学校が43.4人、高等学校が29.2人で、いずれも全国平均を上回っています。

○　教育機会確保法では、不登校は本人・家庭・学校に関わる様々な要因が複雑に関わっている

場合が多く、どのこどもにも起こり得るものであり、不登校というだけで問題行動ではないと

されています。その趣旨を踏まえ、全てのこどもが教育を受ける機会を確保できるよう取り組

む必要があります。

【施策の方向】

○　不登校等の生徒指導上の課題について、早期発見・早期対応するために、スクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を含む校内の全ての教職員で相談機能を充

実させるとともに情報共有を徹底し、関係機関と連携・協力する等、学校がチームとして組

織的に対応する取組を推進します。

○　日々の授業や行事等において、全てのこどもが活躍できる場面を実現させる取組「絆づく

り」と、人間関係づくりのトレーニングや学級・学校をどのこどもにも落ち着ける場所にし

ていく取組「居場所づくり」を充実させ、魅力ある学校づくりを推進します。

○　市町村と連携した不登校児童生徒や保護者への支援、社会的自立心を伸ばすための体験活

動を実施します。

○　スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家と連携し、不登校のこ

どもの個々の状況に応じたきめ細かな支援を通じて学校復帰を図るとともに、教育支援セン

ター（適応指導教室）、フリースクール等の民間団体との情報共有などの連携やＩ

ＣＴを活用した学習支援を行う等、多様な教育機会を確保しながら社会的自立への

支援の充実を図ります。

 ①　不登校等に対する取組の推進

 ②　いじめの防止

 ③　ひきこもりに対する取組の推進

 ④　自殺対策

不登校やいじめ、ひきこもり

等に対する取組の推進
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○　不登校児童生徒が学びたいと思った際に多様な学びにつながることができるよう、不登校

児童生徒の個々のニーズに応じた学びの場を整備します。

○　福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」における不登校・ひきこもりのこ

ども、保護者や学校関係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。

○　大学生ボランティアによる不登校児童生徒への支援に取り組みます。

○　高等学校の不登校生徒等の学習継続を支援するため、学習支援センターの運営に対する支

援を行います。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

早期アプローチを重

視した不登校対策校

内支援充実

小学校段階における不登校支援の充実を図るため、学習

支援・教育相談・校内連携を行う不登校児童支援員の配

置を支援します。

義務教育課

２ 学びの多様化の推進

不登校経験のある生徒や不登校状態にある生徒が学びや

すい環境を整備するため、博多青松高校通信制教育を各

地区の協力校で実施するとともに、不登校生徒等の実態

に配慮した学びの多様化学校を設置します。

高校教育課

３

こどもの社会的自立

に向けた居場所づく

り

【Ⅱ９②に再掲】

不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過

ごすことができる場所を整備し、こどもの社会的自立に

つなげるための支援に取り組みます。

社会教育課

４

不登校・ひきこもり

サポートセンター事

業

【Ⅱ７④、Ⅱ９②、

Ⅲ６③に再掲】

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」

における不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関

係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検

討します。

青少年政策課

５
大学生ボランティア

による不登校支援

心理・社会福祉・教育等を学んでいる大学生ボランティ

アによるオンラインを活用した不登校児童生徒への支援

を検討します。

私学振興課

義務教育課

６

フリースクールへの

支援

【Ⅱ９②に再掲】

不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの

活動を支援するため、一定の財政支援を行います。
私学振興課

７
学習支援センターへ

の支援

高等学校の不登校・中途退学対策として、学業不振、学

校不適応に悩む生徒や、中途退学したが再度高校卒業に

チャレンジする者に学習の場を提供し学業の継続を支援

する、学習支援センターの運営に対して助成します。

私学振興課

８

若まど（若者自立相

談窓口）の設置

【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ

７②、Ⅲ６③、Ⅳ２

①に再掲】

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、そ

の方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制

を充実します。

青少年育成課

９

いじめ・不登校総合

対策事業

【Ⅲ６②に掲載】

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制

の整備・充実及びスクールカウンセラー等の専門家や

関係機関等との連携・協働により、いじめ・不登校の予

防・解消を図ります。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課
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②　いじめの防止

【現状と課題】

○　いじめは、こどもの心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為です。そのため、学校は、家

庭や関係機関と連携して、いじめの未然防止、早期発見、早期対応に努めることが大切です。

○　本県のいじめの認知件数は、2023（令和５）年度１万7,183件と、2018（平成30）年度の

１万1,262件と比べると、５年間で約6,000件増加しており、いじめの積極的認知が進んでいま

す。一方、全国調査では、いじめの重大事態の約４割は、学校がいじめとして認知していな

かったという結果が出ています。

○　いじめの深刻化を防止するために、学校外からのアプローチによる取組も含めて、いじめ問

題に取り組み、重大化・長期化するいじめを１件でも多く減らしていく必要があります。

【施策の方向】

○　いじめ等の生徒指導上の問題について、未然防止・早期発見・早期対応するために、ス

クールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を含む校内の全ての教職員で

相談機能を充実させるとともに情報共有を徹底し、関係機関と連携・協力する等、学校が

チームとして組織的に対応する取組を推進します。

○　日々の授業や行事等において、全てのこどもが活躍できる場面を実現させる取組「絆づく

り」と、人間関係づくりのトレーニングや学級・学校をどのこどもにも落ち着ける場所にし

ていく取組「居場所づくり」を充実させ、魅力ある学校づくりを推進します。

○　学校外の立場でいじめの相談から解消まで取り組む「福岡県いじめレスキューセンター」

を設置し、いじめに悩むこどもや保護者を支援します。

○　私立学校におけるいじめ重大事態等について対応への支援を行います。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

いじめ・不登校総合

対策事業

【Ⅲ６①に再掲】

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制

の整備・充実及びスクールカウンセラー等の専門家や

関係機関等との連携・協働により、いじめ・不登校の予

防・解消を図ります。

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

２

学校外からのアプ

ローチによるいじめ

解消に向けた支援

【Ⅱ７④に再掲】

いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」

を設置し、学校外の立場で、いじめに悩むこどもや保護

者を支援します。

こども未来課

３

県立・私立学校にお

けるいじめ重大事態

の防止

県立・私立学校のいじめの重大事態化を防止するため、

外部専門家による学校支援体制を強化します。

高校教育課

私学振興課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４
私立学校のいじめ重

大事態対応への支援

私立学校のいじめの重大事態等に対する対応について、

県の体制を強化し、きめ細かな支援を行います。
私学振興課

５

スクールサポーター

制度を通じた非行・

犯罪被害の防止

【Ⅱ４④に掲載】

スクールサポーターが警察署管内の小学校・中学校・高

等学校等に直接赴いて、学校が抱えている非行問題等の

解消や安全対策の支援、いじめ問題への対応等、学校と

警察のパイプ役となってこどもの非行防止と犯罪被害防

止を図るための活動を行います。

少年課

福岡県いじめレスキューセンター

～学校外からのアプローチによるいじめ解消支援～

　県では、2023（令和５）年11月に、いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」を開設

し、いじめに悩むこどもとその保護者を支援しています。

　県内のいじめの認知件数は、年々増加傾向にある一方、全国調査では、いじめの重大事態の約４割

は、学校がいじめと認知していなかったという結果が出ています。

　このようなことを受け、学校外の立場で、いじめの相談から解消まで支援する窓口を設置すること

としました。

　センターは、いじめに特化した相談窓口である点が特徴です。

　また、社会福祉士、精神保健福祉士といった資格を持つ支援員と弁護士を配置し、相談対応だけで

なく、いじめの解消に向けた学校との調整とその後のフォローアップまでを行っています。

　センターの取組と、学校や教育委員会によるいじめ防止の取組とを合わせ、いじめの早期発見・解

消を図り、重大化・長期化するいじめを１件でも多く減らしていきます。

福岡県いじめレスキューセンターの様子

＜福岡県いじめレスキューセンターＨＰ＞
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③　ひきこもりに対する取組の推進

【現状と課題】

○　福岡県のひきこもり地域支援センター、ひきこもり地域支援センター筑豊サテライトオフィ

ス及び筑後サテライトオフィスにて対応した、2023（令和５）年度のひきこもり相談件数（実

件数）は1,052件であり、うち29歳以下の相談件数（実件数）は406件となっています。

○　ひきこもりの長期化や8050問題※などの課題があり、住民にとってより身近な市町村域にお

けるひきこもり支援施策の充実を図る必要があります。

　※8050問題：子が長期間ひきこもったまま親が80代、子が50代を迎えて発生する問題

【施策の方向】

○　保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関と連携したひきこもり対策を推進します。

○　各市町村でのひきこもり支援の取組を支援する体制整備を行います。

○　福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」における不登校・ひきこもりのこ

ども、保護者や学校関係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検討します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

ひきこもり対策推進

事業

【Ⅱ７④、Ⅱ９②に

再掲】

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援セン

ター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セン

ターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援の

ための核となる機関として相談対応、関係者への研修及

び連携会議等を行います。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

２
市町村におけるひき

こもり対策への支援

市町村域の相談支援体制の整備に向け、必要な助言・協

議を進めます。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

３

不登校・ひきこもり

サポートセンター事

業

【Ⅲ６①に掲載、Ⅱ

７④、Ⅱ９②に再

掲】

福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」

における不登校・ひきこもりのこども、保護者や学校関

係者等に対する専門的な相談等の支援の充実について検

討します。

青少年政策課

４

無業の若者に対する

職業的自立支援

【Ⅳ２①に掲載、Ⅱ

７②、Ⅱ７④に再

掲】

働くことに不安や悩みを抱える15歳から49歳までの方を

対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、

グループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を

支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象

に、メタバース空間を活用した支援を推進することでよ

り多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

就業支援課

５

若まど（若者自立相

談窓口）の設置

【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ

７②、Ⅲ６①、Ⅳ２

①に再掲】

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、そ

の方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制

を充実します。

青少年育成課
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④　自殺対策

【現状と課題】

○　こどもの自殺者は、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した2020（令和２）年以降、全

国的に増加傾向にあり、本県も同様です。本県における2023（令和５）年の30歳未満の自殺者

数は、153人となっています。

○　関係機関・団体と一層の連携を図り、総合的に自殺対策を実施し、特に社会・生活環境の変

化の影響を受けやすい若年層に対して、つながりやすい相談窓口の整備や居場所づくりに取り

組む必要があります。

【施策の方向】

○　保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関と連携した自殺対策を推進します。

○　自殺を考えている人の不安軽減や孤独・孤立感を解消するため、電話相談窓口や若年層が

利用しやすいＳＮＳ相談窓口を整備するとともに、インターネット上にメタバースを活用し

た居場所を設置します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１ 自殺対策事業

自殺予防週間、自殺対策強化月間における啓発活動や24

時間365日の相談窓口の設置等により、自殺防止を図り

ます。

また、自殺未遂者の再企図を防ぐため、未遂に至った要

因分析やその解決に向けた支援機関との連携など、自殺

未遂者支援事業を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

２

自殺予防ＳＮＳ相談

事業

【Ⅱ９②に再掲】

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺

予防ＳＮＳ相談を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

３

メタバースを活用し

た居場所づくり事業

【Ⅱ９②に再掲】

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おい

でよ きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤立の

気持ちを抱える若年層を対象としたレクリエーション等

を実施します。

健康増進課こころ

の健康づくり推進

室

４ 自殺予防教育の推進

ＳＯＳの出し方に関する教育を含む自殺予防教育を推進

するとともに、児童生徒の悩みや不安について多様な相

談体制を整備します。

高校教育課

義務教育課
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 ７　ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援

【施策体系】

 

 

①　ヤングケアラーへの支援

■　2024（令和６）年６月に「子ども・若者育成支援推進法」が改正され、ヤングケアラーにつ

いて、「家族の介護その他の日常生活の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者」

と定義されました。

■　ヤングケアラーは、ケアが日常化することで社会生活を円滑に営む上での困難を抱え、権利

侵害が発生している状態にあります。その意思を尊重しながら、必要な支援を行っていく必要

があります。

■　「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）によると、「ヤングケア

ラー」の説明を掲げたうえで、自分がヤングケアラーに当てはまると回答したのは、小学生

2.2％、中学生1.8％、高校生1.6％となっています。

【現状と課題】

○　こども本人や家族に自覚がなく顕在化しづらい場合もあることから、 福祉、介護、医療、

教育、地域等の関係者が連携して早期の把握・支援につなげることが必要です。

○　家族のケアの負担が大きく、学業や友人関係などに支障が生じており、権利の重大な侵害が

生じている場合には、家族の世話などにかかる負担を軽減・解消し、こどもとしての時間を確

保していくことが必要です。

○　現時点で学業や友人関係などへの支障までは生じていないが、将来の心配事の不安やケアの

心理的負担が大きい場合においても、その負担の軽減を図ることが重要です。

【施策の方向】

○　ヤングケアラーの把握のため、関係機関の連携を構築するとともに、市町村のこども家庭

センターにおいて必要な支援につなげます。

○　ヤングケアラーがいる世帯への家事・育児支援に対する市町村の支援を促進します。

○　将来の心配事の不安やケアの心理的負担が大きいヤングケアラーが悩みを相談・共有でき

る機会の提供を進めます。

 ①　ヤングケアラーへの支援

 ②　性的マイノリティのこどもへの支援

 ③　外国人のこども等への支援

ヤングケアラー、性的マイノ

リティ、外国人のこども等へ

の支援
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

ヤングケアラーの早

期発見と関係機関連

携による支援

家庭内のことで表に出にくいヤングケアラーの早期発見の

ために、学校や市町村、介護・障がい・医療等の関係機関

の連携体制の構築を進めるとともに、市町村のこども家庭

センターによる円滑なアセスメントとサポートプランの作

成により、家事支援や介護保険サービス・障がいサービス

の導入、スクールソーシャルワーカーによる相談対応等、

それぞれが必要としている支援につなげます。

こども未来課

高校教育課

義務教育課

特別支援教育課

２

ヤングケアラーがい

る世帯へ家事・育児

の支援

市町村が実施する子育て世帯訪問支援事業について、ヤン

グケアラーがいる家庭等への活用を促進します。
こども未来課

３
ヤングケアラーへの

相談支援の強化

将来への不安を抱えるヤングケアラーに対する相談支援を

行います。
こども未来課

ヤングケアラーについて

○　ヤングケアラーが行う家事や家族のお世話

　　こどもが家事や家族の世話をすることは、「お手伝い」の一環であればごく普通のことと思われ

るかもしれません。しかし、ヤングケアラーが担っている家事や家族の世話は、お手伝いとしてこ

どもが行うものとは異なり、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行

うなど、その責任や負担が重いものです。それによってこども自身がやりたいことができないな

ど、学業や友人関係などに影響が出てしまうこともあります。

　　ヤングケアラーが行っている家事や家族の世話は、食事の準備や掃除、洗濯といった家事、見

守り、きょうだいの世話、目の離せない家族の励ましなどの感情面のサポートなど多岐にわたり

ます。

○　ヤングケアラーについての市町村相談窓口

　　各市町村が、ヤングケアラーに関する相談窓口を設置しています。

　　家族のお世話についての悩みがある方、ヤングケアラーかもしれないこども

　に気づいた方は、窓口にご相談ください。（窓口は右のＱＲコードから検索）

＜福岡県ヤングケアラーＨＰ＞
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②　性的マイノリティのこどもへの支援

【現状と課題】

○　性的少数者が、周囲の心ない好奇の目にさらされるなど、社会生活の中で、性的指向や性自

認を理由とした偏見や差別があります。これを踏まえ、性的指向及び性自認の多様性に関する

理解を深めるための取組が必要です。

【施策の方向】

○　地域社会や職場において、性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるため、庁内関係

課や企業、支援団体等と連携し、講演会や研修の開催、啓発資料の配布など様々な手法によ

る啓発を推進します。

○　双方又は一方が性的少数者であるカップルのための「パートナーシップ宣誓制度」を推進

します。

○　ＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、心、家族、暮らし、労働等、広範多岐な悩みに

ついて、電話等による相談を実施します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

性の多様性に関する

理解促進事業

【Ⅱ８③に掲載、Ⅱ

３③に再掲】

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓

発を行います。

人権・同和対策局

調整課

２

パートナーシップ宣

誓制度

【Ⅱ８③に掲載】

双方又は一方が性的少数者のカップルが、日常生活にお

いて相互に協力し合い、人生を共にすることを県に宣誓

し、県が「パートナーシップ宣誓書受領証カード」を交

付します。

人権・同和対策局

調整課

３

あすばる相談支援事

業

【Ⅱ７④に掲載】

福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女

性、男性やＬＧＢＴＱの方などすべての方が抱える、

心、家族、暮らし等、広範多岐な悩みについて、電話等

による相談を実施し、相談者自身が問題解決に向けて自

己選択、自己決定していくよう支援します。

男女共同参画推進課
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③　外国人のこども等への支援

【現状と課題】

○　県内の在留外国人の数は年々増加しており、2023（令和５）年12月末時点で９万9,695人と

なっています。このうち、29歳以下の外国人数は５万2,943人となっています。

○　日本語指導が必要な児童生徒（日本国籍・外国籍とも）は、小学校722人、中学校225人

（2023（令和５）年度）であり、今後も増加が予想されることから、日本語指導担当教員の指

導力向上や組織的な日本語指導の支援体制の整備を一層進める必要があります。

○　働き手となる外国人の増加に伴い、帯同する家族が増えることが予想されます。そのため、

こどもを含めた外国人の受け入れ環境の整備が求められています。

○　日本語指導、適応支援等個々の状況に応じた支援を推進する必要があります。

【施策の方向】

○　外国人子育て家庭や妊産婦が、言葉の心配をすることなく子育てに関する相談ができるよ

う県や市町村における支援体制の整備を図ります。

○　日本語教室を通じて外国人の親やそのこどもが地域住民と交流しながら安心して子育てを

行える居場所づくりにつなげます。

○　外国人のこども等日本語指導を必要とするこどもへの対応として、個に応じた指導を実施

するための学校の指導体制や市町村の体制づくりを支援する取組を推進します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

「FUKUOKA IS OPEN 

センター」における

相談対応（海外人材

活躍推進事業）

「FUKUOKA IS OPEN センター」において、外国人子育て

家庭や妊産婦からの子育てに関する相談に多言語で対

応し、相談内容に応じて適切な専門機関へつなぐととも

に、市町村の保健・医療・福祉等担当窓口や医療機関、

教育機関など、外国人のこどもへの支援に関係する者か

らの、外国人のこどもに関する相談についても、当セン

ターにおいて通訳・相談支援を行います。

国際政策課

２

在留外国人のこども

の保育に関する対応

【Ⅱ２①に再掲】

保育所等の利用を希望する外国人子育て家庭を支援する

ため、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳システム

の導入等、多言語対応のための体制の整備を図ります。

子育て支援課

３

帰国・外国人児童生

徒への日本語指導の

体制を整備

日本語指導が必要な児童生徒の教育支援のため、日本語

指導について専門性の高い教員を育成するとともに、外

国人のこどもの就学機会確保の必要性について、市町村

教育委員会に周知を図ります。

義務教育課

４
日本語指導が必要な

生徒への支援

日本語指導が必要な生徒の実態に応じて、学習指導や

キャリア教育等に関する支援の充実を図ります。
高校教育課

Ⅲ 

７　

ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
、
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
、
外
国
人
の
こ
ど
も
等
へ
の
支
援



第
３
章

211210

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５
入学者選抜帰国生徒

等特例措置

帰国生徒等について、特別学力検査などの必要な特例措

置を講じることにより、適切な受入れを図ります。
高校教育課

６

市町村等が運営する

日本語教室の支援

（日本語教育環境整

備事業）

【Ⅱ９②に再掲】

在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民と

の交流の場ともなる日本語教室への支援を行い、外国人

の親等の居場所づくりにつなげます。

国際政策課

７
ふくおか国際医療サ

ポートセンター

医療通訳ボランティアの派遣、多言語対応の電話通訳や

県内医療機関の案内、日本の医療制度の案内により外国

人患者の円滑な受け入れを支援します。

医療指導課
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■　2023（令和５）年の本県の出生数は３万3,942人、合計特殊出生率は1.26となり、「第２期

ふくおか子ども・子育て応援総合プラン」の計画期間の始期の直近値である2018（平成30）

年の本県の出生数４万2,008人から8,066人（19.2％）の減、同年の本県の合計特殊出生率

1.49から0.23ポイントの減となっています。

■　少子化の進行に歯止めがかからない中、2023（令和５）年12月、「こども大綱」と同日に

閣議決定された国の「こども未来戦略」では、「少子化は、我が国が直面する、最大の危機

である」とした上で、若年人口が急激に減少する2030年までに少子化トレンドを反転させる

ため、2024（令和６）年度から３年間の集中的な取組である「こども・子育て支援加速化プ

ラン」を示しています。

■　この「加速化プラン」では、「若い世代の所得向上に向けた取組」、「全てのこども・子

育て世帯を対象とする支援の拡充」、「共働き・共育ての推進」の３つの柱に沿って具体的

な施策を実施するとしており、児童手当の拡充や出産育児一時金の引き上げなどが実施され

ています。

■　県では、2023（令和５）年度に、こどもを安心して産み育てることができる地域社会づく

りを推進するため、「福岡県出産・子育て安心基金」を設置しており、国が打ち出すこれら

の施策を踏まえつつ、この基金も活用しながら、より県民ニーズに即し、効果的であると判

断されるきめ細かな施策の充実に取り組んでいくこととしています。

　柱Ⅳ　結婚・子育ての希望をかなえ、こどもを安心して産み

　　　　育てることができるための支援
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県民希望出生率について

　県民へのアンケート調査に基づき推計すると、県民希望出生率は1.7程度となります。

（１）希望のこどもの数と現実

・「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、配偶者がいる

人が実際にもつつもりのこどもの数の平均は2.21人、未婚者の理想のこどもの数の平均は1.99

人となっています。

・この結果は、女性が一生の間に産むこどもの数を表す合計特殊出生率が1.26（2023（令和５）

年）であることを考えると、希望と比較して現実のこどもの数が少なくなっている現状を示し

ています。

（２）県民の希望が実現した場合の出生率

・県民の希望が実現した場合の出生率について、既婚、独身の別、結婚希望の別、結婚した後の

離別死別再婚の影響（※）等を考慮し、若年層（18～34歳）の将来の希望がかなった場合の出

生率（＝「県民希望出生率」）を計算すると、1.7程度となります。

【上記数値の出所】

項　目 数　値 出　所

既婚者の割合 28.9％
総務省「国勢調査」（2020（令和２）年）

18 ～ 34 歳女性の有配偶者の割合

実際にもつつもり

のこどもの数
2.21 人

福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）

配偶者がいる人（総数）の「実際にもつつもりのこどもの数」の平均

独身者の割合 71.1％
総務省「国勢調査」（2020（令和２）年）

１－既婚者の割合

結婚を希望する者

の割合
78.0％

福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）

結婚を希望する女性の割合（「一生結婚するつもりはない」、「無回答」を除いた割合）

理想のこどもの数 1.99 人
福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）

未婚者（総数）の「理想のこどもの数」の平均

離死別再婚の影響 0.966
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2023（令和５）年推計）

における出生中位の仮定に用いられた離死別再婚効果係数

※「離死別再婚効果」という。出生率は初婚同士夫婦の実績データに基づいているものの、実際には、離婚や死別、

再婚等を経験する女性が存在し、こうした女性の完結出生児数は初婚同士夫婦の女性に比べて低い傾向があること

から、こうした影響を補正するための係数として使用されるもの。

県民希望出生率　＝　（既婚者の割合 × 実際にもつつもりのこどもの数

　　　　　　　　＋　独身者の割合 × 結婚を希望する者の割合 × 理想のこどもの数）

　　　　　　　　×　離死別再婚の影響

　　　　　　　　＝　（28.9％ × 2.21人 ＋ 71.1％ × 78.0％ × 1.99人） × 0.966

　　　　　　　　＝　1.68

　　　　　　　　≒　1.7程度
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 １　次代の親の育成

【現状と課題】

○　価値観や考え方が多様化する中で、若い世代が、仕事・結婚・出産・子育てなど自らの将来

を主体的かつ具体的に考えることができるよう、ライフプラン形成を支援する必要がありま

す。

○　次代の親となる若い世代が、男女が協力して家庭を築くこと及びこどもを産み育てることの

意義について理解するとともに、妊娠・出産と、飲酒、喫煙等の生活習慣や年齢、体重との関

係など、妊娠・出産に関する正しい知識を習得することが大切です。

○　国立社会保障・人口問題研究所が2021（令和３）年度に実施した「第16回出生動向基本調

査」によると、乳幼児とふれあう経験が多かった（多い）未婚者は、結婚意欲が高く、また、

希望するこどもの数が多い傾向がみられます。

【施策の方向】

○　若い世代が結婚や子育てに対する理解を深めるため、ライフプラン教育を推進します。

○　学校等において、結婚や子育てについての正しい知識を習得し、理解を深める活動を促進

します。

○　若い世代がこどもを産み育てることや家族をもつことをイメージできるよう、市町村等に

おける若い世代と乳幼児とのふれあい体験を促進します。

○　家庭、地域、社会における自立した生活者として必要な力を育むため、学習指導要領に基

づき、発達段階に応じて、各ライフステージの特徴などを踏まえた生涯を見通した生活設計

やこどもの生活と保育等についての学習を行います。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

若い世代が結婚や子

育てについて理解を

深める活動の促進

結婚や子育てについての理解を深めるため、教育現場と

連携し、こどもが自らの将来について明確なビジョンを

描けるよう、ライフプラン教育の取組を推進します。

こども未来課

２

若い世代と乳幼児と

の直接的なふれあい

体験の実施促進

次世代の親となる若い世代が将来の家庭や子育てについ

て考える機会を提供するため、中高生を対象とした直接

的な乳幼児とのふれあい体験の実施を促進します。

こども未来課

３

「ふくおか・みんな

で家族月間」キャン

ペーン

【Ⅳ６①に掲載】

「家族の日」（11月第３日曜日）がある11月を中心に、

企業・店舗・団体等と連携し、「家族・子育て」をテー

マとした催し等を実施することにより、地域社会全体で

子育てを応援する気運を高めます。

子育て支援課

４

プレコンセプション

ケアの推進

【Ⅱ１①に掲載、Ⅱ

３④、Ⅱ７④に再

掲】

「福岡県プレコンセプションケアセンター」を設置し、

思春期からの人々を対象に性や妊娠に関する正しい知識

の発信や相談対応を行います。

子育て支援課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５

高校生×ジェンダー

平等ワークショップ

【Ⅱ８③に掲載】

若者のジェンダー平等への理解を促進するため、高校生

等を対象としたワークショップを開催し、その成果を福

岡県ジェンダー平等フォーラム等で発信します。

男女共同参画推進課

６

金融リテラシー教育

の推進

【Ⅱ７①に掲載】

県立高校生が金融リテラシーを身に付けられるよう、教

材の開発や外部人材を活用した授業を実施します。
高校教育課

次代の親の育成について

　こども大綱では、結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくもので、多様な価

値観・考え方を尊重することを大前提とされています。その上で、若い世代の意見に真摯に耳を傾

け、その視点に立って、若い世代が、自らの主体的な選択により、結婚し、こどもを産み、育てた

いと望んだ場合に、それぞれの希望に応じて社会全体で支えていくことが少子化対策の基本とされ

ています。

　福岡県では、若い世代が結婚し、こどもを産み育てたいという夢や希望を持ち、そのライフデザイ

ンをしっかり描けるような取組を実施します。

○　ライフプランセミナー

　　福岡県では、若い世代が「働くこと」「結婚すること」「産み育てること」といった自らのライ

フプランを前向きに考えることを目的として、大学等に対し、ライフプラン教育を実施することの

意義や必要性等の普及啓発を行っています。また、ライフプラン教育のノウハウを学んでもらうた

め、大学生等を対象としたライフプランセミナーを開催しています。

　　併せて、普及啓発ツールとして、自らのライフプランを考え、自分の将来を思い描くきっかけと

なるよう、2023（令和５）年度に新たにリーフレットを作成しましたので、ぜひご活用ください。

　■ライフプランセミナーリーフレット

○　乳幼児ふれあい体験

　　少子化が進行し、普段の生活で、次代の親となる若い世代が乳幼児とふれあう機会が減少してい

るとの指摘もある中、乳幼児とふれあうことは、将来の家庭や子育てについて考える貴重な機会と

なります。福岡県では、そうした機会を創出するため、市町村等が実施する若い世代と乳幼児との

ふれあい体験の実施を促進します。

リーフレットデータはこちら→
（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/attachment/200443.pdf）
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 ２　若い世代の生活の基盤の安定への支援

【施策体系】

①　きめ細かな就職支援

【現状と課題】

○　本県の2024（令和６）年７月の有効求人倍率は1.13倍となり、県内で新型コロナウイルス感

染症が発生する前の1.47倍と比べると、0.34ポイント低下しています。

○　2022（令和４）年就業構造基本調査によると、本県の若年無業者数は３万３千人と５年前に

比べ横ばいとなっています。

○　市町村やハローワーク等の関係機関と連携し、若年求職者へのきめ細かな支援を行い、就職

活動の促進を図る必要があります。

○　中高年求職者は、労働条件や職種のミスマッチにより離職期間が長期化する傾向にあり、求

職者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた支援が必要です。

○　女性の就業率は上昇していますが、現在もなお出産・子育てを機に約３割が退職していま

す。また、女性の多くは非正規雇用であり、女性の希望に応じて、安定した雇用に繋げる支援

が必要です。

○　新規学卒者等の円滑な就職を支援するため、地域ニーズに対応した職業訓練を実施する必要

があります。

○　働く意欲のある子育て中の方が就職できるよう支援する必要があります。

【施策の方向】

○　若者一人一人の置かれた状況やニーズに応じた、きめ細かな就職支援を市町村やハローワー

ク等の関係機関と連携し行います。

○　おおむね40歳から64歳までの中高年者を対象に、個別就職相談やハローワークとの連携によ

る職業紹介などを実施し、離職期間が長期化する傾向にある中高年者の早期再就職を支援しま

す。

○　子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対し、将来のキャリアに関する相談や就職相

談から就職支援情報・保育情報の提供、就職あっせんまできめ細かな就職支援を行います。

　①　きめ細かな就職支援　

　②　所得向上に向けた支援

若い世代の生活の基盤の安定

への支援
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○　高等技術専門校等において地域ニーズに対応した職業訓練を実施するとともに、民間の教育

訓練機関等を活用した職業訓練を実施し、就職を支援します。

○　子育て中の方も受講しやすい託児付訓練や短時間訓練等の職業訓練を実施し、就職を支援し

ます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

若者就職支援セン

ター事業

【Ⅱ７②に再掲】

おおむね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじ

め、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向

けた進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援す

ることにより、円滑な就職を促進します。

就業支援課

２
中高年就職支援セン

ター事業

おおむね40歳から64歳までの中高年者を対象に、個別就

職相談やハローワークとの連携による職業紹介、中高

年者の就職が多く見込まれる分野のセミナーなどを実施

し、離職期間が長期化する傾向にある中高年者の早期再

就職を支援します。

就業支援課

３

ママと女性の就業支

援センター事業

【Ⅳ２②、Ⅳ５①、

Ⅳ５②に再掲】

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、

将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提

供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、

個別の就職あっせんまで総合的に支援します。

就業支援課

４

無業の若者に対する

職業的自立支援

【Ⅱ７②、Ⅱ７④、

Ⅲ６③に再掲】

働くことに不安や悩みを抱える15歳から49歳までの方を

対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、

グループワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を

支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象

に、メタバース空間を活用した支援を推進することでよ

り多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

就業支援課

５

高等技術専門校等に

おける職業訓練・就

職支援

新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福

岡障害者職業能力開発校における施設内訓練や民間の

教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施します。併せ

て、訓練生への就職相談や就職指導、企業とのマッチン

グ等を行い就職を支援します。

職業能力開発課

６
子育て中の方の就職

に向けた訓練

子育て中の方が受講しやすいよう託児サービス付きの職

業訓練を実施するほか、短時間の訓練やｅ-ラーニング

で学べる訓練を実施します。

職業能力開発課

７
看護職員復職研修事

業

子育て等により離職した看護職員に対し、最新の知識及

び看護技術を再習得させることで職場復帰を促し、働き

続けられるよう支援します。

医療指導課医師・

看護職員確保対策

室

８

若まど（若者自立相

談窓口）の設置

【Ⅱ７④に掲載、Ⅱ

７②、Ⅲ６①、Ⅲ６

③に再掲】

若者の様々な悩みや不安をワンストップで受け付け、そ

の方の状況に合わせて適切な支援機関につなぐ相談体制

を充実します。

青少年育成課
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②　所得向上に向けた支援

【現状と課題】

○　国は少子化対策の方針を示した「こども未来戦略」において、「政府として、若者・子育て

世代の所得向上に全力で取り組む」とし、最低賃金の引き上げや、リスキリングによる能力向

上支援等の三位一体の労働市場改革を通じて、構造的な賃上げを実現するとしています。

○　県内雇用の８割を担う中小企業の持続的な賃上げ環境を整備するためには、取引の適正化を

進め、労務費などの価格転嫁の円滑化に向けた一層の取組が必要です。

【施策の方向】

○　非正規雇用労働者の正規化に向けたリスキリングの支援に取り組みます。

○　中小企業の円滑な価格転嫁を進めるため、「価格転嫁の円滑化に関する協定」締結団体と

連携し、専門家の伴走支援や、価格交渉力向上の支援、街頭啓発活動などに取り組みます。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

非正規雇用労働者の

正規雇用化に向けた

リスキリング支援

非正規雇用労働者の所得や雇用への不安を解消するた

め、非正規雇用労働者の正規化に向けた支援プログラム

を実施します。

職業能力開発課

２
中小企業の価格転嫁

の取組に対する支援

中小企業の円滑な価格転嫁を進め、賃上げの原資を確保

できるよう、専門家派遣や、価格交渉に役立つツールの

更なる周知、県民向けの啓発活動を実施します。

中小企業振興課

３
地域における更なる

雇用の創出

成長産業（半導体、自動車等）の拡大、企業誘致の強化

を通じ、更なる雇用の創出を図ります。

商工政策課技術

人材育成室

新産業振興課

自動車・水素産業

振興課

企業立地課

４ 労働相談の実施

県内４地域に労働者支援事務所を設置し、労働者・使用

者の双方から労働に関する相談を受け付けて労働関係法

令に関する情報提供や助言を行い、自主的な解決を支援

します。

労働政策課

５

ママと女性の就業支

援センター事業

【Ⅳ２①に掲載、Ⅳ

５①、Ⅳ５②に再

掲】

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、

将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提

供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、

個別の就職あっせんまで総合的に支援します。

就業支援課

６

建設産業魅力発信事

業（建設産業魅力

発信・女性活躍セミ

ナー）

【Ⅱ６④に掲載、Ⅱ

８③、Ⅳ５②に再

掲】

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅

力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術

者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ

り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に

つなげます。

建築指導課

県土整備企画課

７
就業前労働講座

【Ⅱ７①に掲載】

就業前の生徒（主に高等学校３年生）を対象に社会保険

労務士を派遣して、講座を実施し、労働法の基礎知識及

び働くことの権利・義務に関する知識についての教育や

情報提供を行います。

労働政策課
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 ３　出会い・結婚応援の推進

【現状と課題】

○　少子化の主な原因である未婚化や晩婚化の要因は複合的であり、若い世代の低い所得と不安

定な雇用環境のほか、出会いの機会自体の減少が考えられます。

○　本県の平均初婚年齢は、1970（昭和45）年から2023（令和５）年までの53年間で男性では

3.9歳、女性では5.2歳上昇しています。また、1995（平成７）年までは、男女ともに１桁台で

あった50歳時未婚率は、2020（令和２）年時点で男性では26.66％、女性では19.66％にまで上

昇しています。

○　また、「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、「一

生結婚するつもりはない」という回答は16.5％となっており、前回調査時（2018（平成30）年

度）より6.5ポイント増加しています。

○　一方、「できるだけ早く結婚したい」「いずれ結婚したい」が約５割という結果が出ていま

す。結婚の意向がある人が現在独身でいる理由は、「適当な相手にまだめぐり会わないから」

が約５割で一番多い回答となっています。

○　結婚は個人の意思に基づくものですが、誰もが住み慣れたところで働き、安心してこどもを

産み育てられるようにするためには、きめ細かな就職支援を行い、若者の経済的自立を促進す

るとともに、県内各地域において出会いの機会の提供や結婚したい人を応援する気運の醸成な

どに取り組むことが重要です。

【施策の方向】

○　独身者を対象に、出会いの機会を活かすためのコミュニケーション力を身に付けるための

支援や個別相談によるフォローアップの実施、出会い・結婚に関する様々な情報発信・啓発

などにより、出会いから結婚につなげるための支援を行います。

○　独身者の出会い・結婚を応援する企業・団体として県が登録する「出会い応援団体」の登

録拡大を図り、地域全体で結婚を応援する気運の醸成を図ります。

○　会員登録制コミュニティサイト「ふく♡こいコミュニティ」の活用により、ＡＩが相性診断

したグループ間のイベントや、「企業・団体間マッチング支援センター」による県内各地域

での、異業種間の交流や体験型のイベント等、独身者のニーズを踏まえた多様な出会いの場

を提供します。また、若い世代の意向やニーズに即した出会いの機会の提供を進めます。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
「出会い応援団体」

の登録拡大

県内企業・事業所の代表者が、結婚を希望する独身者を

応援する具体的な取組を自主的に宣言・実施し、それを

県が登録する「出会い応援団体」の登録制度を推進しま

す。

こども未来課

２
多様な出会いの場の

提供

「ふく♡こいコミュニティ」に登録した独身者に対し、

ＡＩを活用した出会いイベントを開催することでより交

際に結びつきやすい取組を推進します。また、「企業・

団体間マッチング支援センター」において、個別企業や

様々な業界団体へ働きかけを行い、異業種団体間での出

会いイベントのマッチングを実施します。出会いの場の

提供に当たっては、地域の特性を活かしたものや、若い

世代の意向やニーズを踏まえた参加しやすいイベントな

ど、多様な機会を提供します。

こども未来課

政策支援課

３
出会いから結婚へつ

なげるための支援

企業・団体と連携し、独身者を対象に、コミュニケー

ションスキルアップ等の交際の発展をサポートするセミ

ナーや、個別相談によるフォローアップを実施します。

また、将来結婚したいとの希望を持つ、就職後間もない

若い世代を対象に、結婚・子育てなど将来のライフデザ

インを描けるセミナーを開催する等の支援を実施しま

す。

こども未来課

４

公式LINEアカウント

「ふく♡こい」及び

メールマガジン「あ

かい糸めーる」の登

録拡大

出会いイベント情報を配信する公式LINEアカウント「ふ

く♡こい」及びメールマガジン「あかい糸めーる」の登

録拡大を図ります。

こども未来課

５

結婚・子育てに関す

る総合ポータルサイ

ト「にこポ」による

情報発信

出会い、結婚、妊娠・出産、子育てに関する切れ目のな

い支援を行うため、各ライフステージに応じた支援施策

などを広く情報発信します。

子育て支援課

６

「ウェディングギフ

トフラワー」プレゼ

ント

県の「出会い・結婚応援事業」による出会いイベントで

成婚した方に対して、結婚特典を提供しており、その

１つとして、花のある暮らしを提案するため、フラワー

ベースと県産花きの定期便をプレゼントします。

園芸振興課

こども未来課
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出会い・結婚応援事業について

　『結婚したいと思っていても出会いの機会が少ない。』

　福岡県では、そんな独身者に出会いの場を提供し、結婚のきっかけづくりを行う「出会い・結婚応

援事業」を実施しています。

　「出会い応援団体」として登録する企業や団体が企画する出会いの場（パーティーやBBQイベント

等）の情報を、公式LINEアカウント「ふく♡こい」やメールマガジン「あかい糸めーる」で配信して

います。

○　「出会い応援団体」に行っていただくこと

○　“出会いのチャンスがLINEで届く！”公式LINEアカウント「ふく♡こい」

　　友だちになると…

○　「ふく♡こいコミュニティ」で出会い・結婚を応援！

　　異業種間の交流や体験型イベントなどの開催をバックアップする「企業・団体間マッチング支援

センター」では、更に独身者の出会い・結婚を応援していくため、「出会い応援団体」等に所属し

ている独身者を対象とした交流サイト「ふく♡こいコミュニティ」を運用しています。

　　この交流サイトでは、登録されたプロフィールや交流情報をもとにＡＩが相性を診断し、相性が

良いグループ同士の出会いイベントを開催しています。

友達募集中

福岡県出会い・結婚応援事業

https://kekkon-ouen.pref.fukuoka.lg.jp/fukuoka/

検 索 ふくこい
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福岡県にこにこ家族づくりポータルサイト

　福岡県では、結婚、妊娠・出産、子育てに関する切れ目ない支援を行うために、総合情報ポータル

サイトを開設し、ライフステージに応じた様々な支援策などの情報を発信しています。

○　結婚応援

　　結婚へ向けて「一歩前に」のお手伝いをするために、出会いイベントをはじめ、婚活講座・セミ

ナー情報や今すぐ使えるデートスポットなど、みんなが気になる情報を掲載しています。

○　子育て応援

　　出産・子育てをサポート・応援するために、子育てに関する施設や制度など、子育てライフに役

立つ情報を掲載しています。

お出かけ情報も掲載♪

福岡県にこにこ家族づくりポータルサイト

検 索 にこポ

Ⅳ 

３　

出
会
い
・
結
婚
応
援
の
推
進



第
３
章

223222

 ４　子育て世帯の経済的負担の軽減

【施策体系】

①　全ての子育て家庭への経済的支援

【現状と課題】

○　「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、夫婦が実際

に育てられるこどもの数は、理想のこどもの数を下回っており、その理由としては、「こども

を育てるのにお金がかかる」という経済的理由が最も高くなっています。

○　安心して妊娠・出産・子育てできるよう、妊婦や子育て当事者が経済的な不安を抱えること

なく、こどもに向き合えるようにする取組が必要です。

○　また、不妊や不育症に悩む方への精神的、経済的負担の軽減も求められています。

○　「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、こどもを健

やかに産み育てるために期待する施策として「出産費用の援助や保育所・幼稚園等の費用負担

の軽減など子育てのための経済的支援の拡充」が最も高くなっています。

○　資材費や人件費の高騰により住宅価格は上昇傾向にあり、年収の低い若い世代が住宅を取得

しづらい状況です。

【施策の方向】

○　次代の社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18歳に達する日以後の年度末までの

こどもを養育している方に児童手当を支給します。

○　幼児教育・保育の無償化や病児保育の利用料無償化を実施することにより、全てのこどもが

質の高い幼児教育・保育を受ける機会の確保や子育て世帯の負担軽減を図ります。

○　高額な治療費が必要となる不妊症・不育症について、治療費の一部を助成することにより、

治療等に取り組む方の経済的負担の軽減を図ります。

○　産後ケア事業の利用料の一部を助成することにより、産後における経済的支援を実施しま

す。

○　若年世帯・子育て世帯に対し、子育てしやすい中古住宅が取得できるよう、支援を行いま

す。

　①　全ての子育て家庭への経済的支援

　②　きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援

子育て世帯の経済的負担の軽減
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
児童手当

【Ⅲ３④に再掲】

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の

社会を担うこどもの健やかな成長に資するため、18歳に

達する日以後の年度末までのこどもを養育している方に

児童手当を支給します。

こども未来課

２

不妊・不育に悩む方

への経済的支援

【Ⅱ１①に掲載】

先進医療による不妊治療費、不育症検査・治療費の一部

助成により、不妊・不育に悩む方に対する経済的負担の

軽減を図ります。

子育て支援課

３

妊婦健診・分娩時に

かかる交通費等支援

【Ⅱ１②に掲載】

遠方の産科医療機関等での妊婦健診や分娩取扱施設での

出産を行う必要がある妊婦を対象に、移動にかかる交通

費や宿泊費の助成を行う市町村に対して、事業費の一部

を補助します。

子育て支援課

４

産後ケア事業の利用

促進

【Ⅱ１②に掲載】

市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経

費や市町村の運営費の一部を補助することで、利用促進

を図り、産後の母子の健やかな生活を支援します。

子育て支援課

５

幼児教育・保育の無

償化の実施

【Ⅱ２①に再掲】

保護者の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こ

ども園を利用する３歳から５歳までの全てのこどもたち

の利用料を無償化します。また、０歳から２歳までのこ

どもたちについては、住民税非課税世帯等を対象として

利用料を無償化します。

私学振興課

子育て支援課

義務教育課

６

病児保育の利用料無

償化

【Ⅱ２①に再掲】

病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の

経済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図ります。
子育て支援課

７

こども医療費支給制

度

【Ⅱ１③に掲載】

子育て世帯の経済的負担の軽減とこどもの健康保持及び

福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けることが

できるよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で

負担します。

こども未来課

８
離島高校生等修学支

援金

離島から福岡県の県立高等学校（専攻科を除く）、私立

高等学校、市（組合）立高等学校、県立中等教育学校後

期課程、県立特別支援学校高等部又は市立特別支援学校

高等部へ進学する生徒の通学に要する交通費及び居住費

を支給することにより、離島高校生等の修学支援を図り

ます。

私学振興課

高校教育課

９

県民ニーズを踏まえ

た子育てしやすい既

存住宅の取得支援

【Ⅳ６③に掲載】

若年世帯・子育て世帯が中古住宅の売買時に行う建物状

況調査（住まいの健康診断）の実施や、購入した中古住

宅や同居する親世帯の持家に対する必要なリノベーショ

ン工事の支援に取り組みます。

住宅計画課

Ⅳ 
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②　きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援

【現状と課題】

○　すべてのこどもたちが生まれ育った環境に左右されることなく、本人の意欲と適性に応じ

て、教育を受け、職業につくことで、地域社会を支える一員として活躍できるよう、こどもの

成長段階や家庭環境に応じたきめ細かな支援を行う必要があります。

○　本県は、全国と比較して就学援助や高校生等奨学給付金の受給割合が高く、厳しい就学環境

の中で学習するこどもたちへの支援が求められています。

○　本県における17歳以下の生活保護率及び小中学生の就学援助率は、ともに全国平均に比べて

高く、こどもの貧困の現状は、厳しいものとなっています。（生活保護率（2022(令和４)年

度）: 全国平均0.89％、福岡県1.49％／就学援助率（2022(令和４)年度）: 全国平均13.9％、

福岡県20.8％）

○　ひとり親家庭の年間平均収入額は、母子家庭は276万円、父子家庭は469万円で、年収300万

円未満の割合は、母子家庭では61.7％、父子家庭では22.6％となっています。家計の状態につ

いては、母子家庭の32.1％が、父子家庭の23.3％が「とても足りない」と感じています。

○　がん治療によって主に卵巣、精巣等の機能に影響を及ぼし、妊孕
よう

性が低下することがありま

す。妊孕
よう

性温存療法は、原疾患に対する費用に加えた高額な自費診療となり、特に若年のがん

患者等にとって経済的な負担となっています。また、人生の最終段階における療養場所とし

て、一定数のがん患者が自宅や地域で過ごすことを希望している中、小児・ＡＹＡ世代のがん

患者の在宅での療養環境の整備が求められています。

○　小児慢性特定疾病にかかっているこどもの健全育成の観点から、医療費の負担軽減が求めら

れています。

【施策の方向】

○　家庭の経済状況にかかわらず、すべてのこどもたちが将来的な夢や希望を諦めることなく、

安心して教育を受けることができるよう、教育費の負担軽減を図ります。

○　学ぶ意欲のあるこどもが経済的理由で修学を断念することがないよう、高等学校等奨学金助

成事業に取り組みます。

○　貧困の状況にある家庭のこどもが、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意欲、前向きに生

きる気持ちを含め、その権利利益が侵害されないよう、貧困の状況にある家庭に対し、必要な

経済的支援を行います。

○　ひとり親家庭等の生活の安定と自立を図るため、児童扶養手当の支給や母子父子寡婦福祉資

金の貸付を行うとともに、医療費負担の軽減を図ります。

○　将来こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者が、希望をもってがん治療

に取り組むことができるよう、関係者等と連携し、「小児・ＡＹＡ世代がん患者等妊孕
よう

性温存

治療費助成事業」の情報発信や指定医療機関の拡大等を行うことにより、事業の活用を選択す

る機会の確保に努めます。また、在宅療養に係る財政支援等を通じた在宅療養環境等の体制整

備を推進します。

○　小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費を助成します。

○　障がい児の医療費等に係る自己負担額の軽減を図ります。
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
私立小中学校等授業

料軽減補助金

入学後家計が急変し、急変後の所得が一定未満相当かつ

資産保有要件を満たす世帯に授業料の減免を行う学校法

人に対し、授業料軽減補助金を交付します。

私学振興課

２

福岡県立学校授業料

等減免事業（家計急

変世帯への支援）

就学支援金の支給を受けることができない生徒が、保護

者などの失職、倒産などの家計急変による経済的理由か

ら授業料の納付が困難となった場合に免除します。

財務課

３
高等学校等就学支援

金

高等学校等に通う生徒の授業料に充てるため、年収約

910万円未満の生徒に対し、高等学校等就学支援金を支

給します。私立高等学校等に通う年収約590万円未満の

世帯に対しては、就学支援金を加算して支給します。

私学振興課

財務課

４ 高校生等奨学給付金

低所得世帯の授業料以外の教育費負担の軽減を図るた

め、福岡県内在住の保護者等に返還の必要のない高校生

等奨学給付金を支給します。

私学振興課

財務課

５
高等学校等専攻科修

学支援金

低所得者等の教育費負担の軽減を図るため、高等学校等

の専攻科に通う生徒に対し、高等学校等専攻科修学支援

金を支給します。

私学振興課

財務課

６
高等学校等学び直し

支援金

高等学校などを中途退学した者が学び直す場合に、高等

学校等就学支援金支給期間の経過後も、卒業までの間

（最長２年間）、高等学校等学び直し支援金を支給する

ことにより、授業料の負担軽減を図ります。

私学振興課

財務課

７
私立専門学校修学支

援事業

私立専門学校が経済的理由により授業料減免を行った生

徒に対して助成します。
私学振興課

８
私立専門学校授業料

等減免補助金

学ぶ意欲のある生徒が経済的理由により修学を断念する

ことがないよう、私立専門学校が行う住民税非課税世帯

等の生徒を対象とした授業料及び入学金の減免に対して

助成を行います。

私学振興課

９
高等学校等奨学金助

成事業

経済的理由により修学が困難な生徒に対して、奨学金を

無利子で貸与する福岡県教育文化奨学財団に助成を行い

ます。

社会教育課

10
私立高等学校等学校

納付金軽減補助金

生活保護世帯等に対して学校納付金の軽減を行う学校設

置者に対し、学校納付金軽減補助金を交付します。
私学振興課

11
進学準備給付金

【Ⅲ３①に掲載】

生活保護世帯のこどもに対し、大学等進学のための準備

に係る費用を支給します。
保護・援護課

12

定時制及び通信制課

程修学奨励事業

【Ⅲ３①に掲載】

勤労青少年の高等学校定時制課程及び通信制課程への修

学を促進し、教育の機会均等を保障するため、修学奨励

金を貸与します。

高校教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

13

要保護児童生徒援助

費補助金

【Ⅲ３①に掲載】

経済的な理由によって、就学が困難と認められる児童生

徒の保護者に対して必要な援助を与えた市町村（学校組

合）に対し、国がその経費の一部を補助します。

義務教育課

14

福岡県立中学校等要

保護及び準要保護生

徒援助費（医療費）

【Ⅲ３①に掲載】

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県

教育委員会が認める者に対して、学校保健安全法施行令

第８条に定める疾病治療のための医療に要する費用を援

助します。

体育スポーツ健康課

15

福岡県立中学校等要

保護及び準要保護生

徒援助費（学校給食

費）

【Ⅲ３①に掲載】

要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県

教育委員会が認める者に対して、学校給食法第11条第２

項に規定する経費を援助します。

体育スポーツ健康課

16

福岡県立高等学校定

時制課程夜食費補助

【Ⅲ３①に掲載】

県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者

で、経済的理由により著しく修学が困難な有職生徒に対

して、夜食費の一部を補助します。

体育スポーツ健康課

17

県立三大学授業料等

減免事業

【Ⅱ７③に掲載、Ⅲ

３①に再掲】

学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念する

ことがないよう、県立三大学が行う住民税非課税世帯及

び多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免

に対して助成します。

青少年政策課

18
住居確保給付金事業

【Ⅲ３②に掲載】

離職等により住居を喪失し、またはそのおそれのある方

に対し、一定期間、家賃相当額を支給します。
保護・援護課

19
就労自立給付金

【Ⅲ３③に掲載】

安定した職業に就いたことなどにより生活保護を必要と

しなくなった方に対し、就労自立給付金を支給します。
保護・援護課

20
生活福祉資金の貸付

【Ⅲ３④に掲載】

生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするた

め、生活福祉資金の貸付を行います。
保護・援護課

21

児童扶養手当

【Ⅲ４④に掲載、Ⅲ

３④に再掲】

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、こ

どもの福祉の増進を図るため、18歳に達する日以後の年

度末までのこどもを養育している方に児童扶養手当を支

給します。

こども未来課

22

ひとり親家庭等医療

費支給制度

【Ⅲ４④に掲載】

ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持

及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を受けるこ

とができるよう、医療保険による自己負担額の一部を公

費で負担します。

こども未来課

23

ひとり親の資格取得

に関する給付金

【Ⅲ４②に掲載】

ひとり親家庭の親に対して、対象講座の受講費用の一部

を助成する自立支援教育訓練給付金や、看護師・介護福

祉士などの就職に有利な資格を取得する際の生活の負担

を軽減するための高等職業訓練促進給付金を支給するこ

とにより、就職に結びつきやすい資格取得等の支援を行

います。

こども未来課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

24

修業中のひとり親へ

の受講費・就職準備

金・住宅費の貸付

【Ⅲ４②に掲載】

高等職業訓練促進給付金受給者に対して、入学準備金・

就職準備金の貸付を行います。また、母子・父子自立

支援プログラム策定者を対象に、住居費の貸付を行いま

す。

こども未来課

25

公正証書等作成費用

の支援

【Ⅲ４③に掲載】

公正証書等の作成や、保証会社との養育費保証契約の締

結を支援することにより、養育費に関する取決めを促す

とともに、養育費の継続した履行確保を図ります。

こども未来課

26

母子父子寡婦福祉資

金の貸付

【Ⅲ４④に掲載】

ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、そのこ

どもの福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を行いま

す。

こども未来課

27

（独）日本スポーツ

振興センター共済掛

金保護者負担額補助

県教育委員会が認める要保護者及び準要保護者に対し

て、学校管理下における災害（負傷、疾病、障害又は死

亡）に備えた災害共済給付制度共済掛金のうち、保護者

負担額を県と（独）日本スポーツ振興センターが助成し

ます。

高校教育課

28

幼児教育・保育利用

に要する保護者負担

の軽減

【Ⅱ２①に再掲】

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施

設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具等の実

費について、その費用の一部を助成します。

私学振興課

子育て支援課

29

小児・ＡＹＡ世代の

がん患者等への妊孕
よう

性温存治療の支援

【Ⅱ１④に掲載】

将来、こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代

のがん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り組むこ

とができるよう妊孕
よう

性温存治療費と温存後の生殖補助医

療に係る費用の一部を助成します。

がん感染症疾病対

策課

30

小児・ＡＹＡ世代の

がん患者の在宅療養

の支援

【Ⅱ１④に掲載】

小児・ＡＹＡ世代のがん患者が住み慣れた自宅で安心し

て生活を送ることができるよう、在宅介護サービスに

係る利用料の助成を行う市町村に対して経費を補助しま

す。

がん感染症疾病対

策課

31

小児慢性特定疾病医

療費の負担軽減

【Ⅱ１④に掲載】

小児慢性特定疾病にかかっているこどもに係る医療費の

自己負担分（一部または全部）を助成します。

がん感染症疾病対

策課

32

障がい児の医療費等

に係る自己負担額の

軽減

【Ⅲ５①に掲載】

障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等

の購入費の自己負担額の一部を公費で負担します。
障がい福祉課
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 ５　男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり

【施策体系】

①　働きながら子育てできる環境づくり

【現状と課題】

○　2020（令和２）年の国勢調査によると、本県の女性の労働力率は53.0％と、５割を超えてい

ます。

○　いわゆる「М字カーブ」の問題は解消に向かっているものの、「Ｌ字カーブ」の課題を解消

するためには、長時間労働を前提とした雇用慣行や女性への家事・育児等の偏りを是正するこ

とが必要です。

○　女性の就業率は上昇していますが、現在もなお出産・子育てを機に約３割が退職していま

す。また、女性の多くは非正規雇用であり、女性の希望に応じて、安定した雇用に繋げる支援

が必要です。

○　福岡県の「育児中の柔軟な働き方制度等に関する実態調査」（2024（令和６）年度）による

と、育児休業を取得した男性労働者は54.6％であり、女性労働者の94.7％と比べ、依然として

低い水準であることから、男性の育児休業の取得促進が必要です。

○　労働力人口の減少が見込まれる中、活力ある地域社会を維持するためには、働く意欲のある

誰もが安心して活躍できる環境を整えていくことが必要です。

【施策の方向】

○　出産・育児期を通して子育てをしながら、引き続き職務能力を発揮することができるよう

に、県内企業における仕事と子育ての両立支援の取組の充実を図ります。

○　子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対し、将来のキャリアに関する相談や就職相

談から就職支援情報・保育情報の提供、就職あっせんまできめ細かな就職支援を行います。

○　産後パパ育休を育児の入り口の一つと位置付け、育児をしてみて育児の喜びや大変さを実感

し、その後の育児への関わり方や働き方の見直しにつなげるため、産後パパ育休制度の普及・

啓発に努めるとともに、男性の育児休業取得率の向上を図ります。

○　多様な人材が、それぞれの事情に応じた多様な働き方を選択し、活躍できる魅力ある職場環

境づくりを推進します。

　①　働きながら子育てできる環境づくり

　②　職場・家庭における男女共同参画の推進

男女ともに仕事と子育てを

両立できる環境づくり
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【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
子育て応援宣言企業

の登録推進

従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進す

るため、企業の経営者が両立支援の取組を宣言する「子

育て応援宣言企業」登録制度について推進します。

労働政策課

２
中小企業従業員生活

資金等貸付制度

中小企業に勤める労働者の方で、出産・育児にかかわる

休暇等により家計所得が減少された方に対し、出産・育

児のために生ずる生計上必要な資金を低利・無担保で貸

し付け、生活の安定を支援します。

労働政策課

３
男性の育児休業の取

得促進

先進的な企業の取組の紹介等により男性の育児休業の取

得を促進します。また、中小企業に対し、次世代育成

支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を促

し、男性の育児休業取得率の向上を支援することによ

り、男女ともに気兼ねなく育児休業を取得できる職場環

境づくりを促進します。

労働政策課

４
育児中の柔軟な働き

方支援

男女がともに望むキャリア形成を可能とする育児中の柔

軟な働き方ができる制度の導入を支援し、男女がともに

仕事と育児が両立できる魅力ある職場づくりを推進しま

す。

労働政策課

５
企業における働き方

改革の推進

働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択

できる社会の実現に向けて、長時間労働の是正やワー

ク・ライフ・バランスの取れた魅力ある職場の構築な

ど、企業の働き方改革を支援します。

労働政策課

６

魅力ある職場づくり

に向けた相談支援強

化

県内企業が働き方改革に取り組むインセンティブとなる

「雇用関係助成金」を活用できる環境を整え、県内企業

が単なる法令順守にとどまらない働き方改革に取り組む

きっかけをつくります。

労働政策課

７
働き方改革地域実践

事業

魅力ある職場づくりの実践に向けて、県内４地域で、職

場内でのコミュニケーションの活性化も含め働き方改革

の進め方等を企業が学べる機会を提供します。

労働政策課

８

働き方改革実行企業

（よかばい・かえる

ばい企業）の登録促

進

「働き方改革実行企業（よかばい・かえるばい企業）」

への新規登録促進を図るとともに、登録企業に対して適

切な支援機関やメニューを紹介する等、働き方改革の実

行へとつなげるフォローアップを実施します。

労働政策課

９

ママと女性の就業支

援センター事業

【Ⅳ２①に掲載、Ⅳ

２②、Ⅳ５②に再

掲】

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、

将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提

供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、

個別の就職あっせんまで総合的に支援します。

就業支援課
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企業における仕事と子育ての両立を支援

「子育て応援宣言企業」登録制度

　企業・事業所のトップが従業員の仕事と子育ての両立を支援する具体的な取組を宣言する「子育て

応援宣言企業」登録制度を2003（平成15）年から全国に先駆けて実施しています。

　県では、福岡県両立支援ポータルサイトをはじめ、各種広報媒体を通じて宣言企業の取組を紹介す

ることにより、企業における仕事と子育ての両立を支援する取組の充実を図っています。

男性育休先進事例動画集「あなたの企業は男性育休とれていますか？」

　男性の育児休業に関する先進的な企業の取組（人事労務管理制度や運用上の工夫）を動画で紹介す

ることで育児休業等が取得しやすい職場づくりを推進します。

ご登録はこちらから

企業の総務・人事担当者必見！

「福岡県両立支援ポータルサイト」

https://f-ryoritsu.pref.fukuoka.lg.jp

※2025（令和７）年４月リニューアル

検 索 福岡県　子育て応援宣言

福岡県両立支援ポータルサイト

「男性育休先進事例動画集」

https://f-ryoritsu.pref.fukuoka.lg.jp/

superior/movi

※2025（令和７）年４月リニューアル

検 索 福岡県　男性育休動画
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②　職場・家庭における男女共同参画の推進

【現状と課題】

○　男女がともに働き方・暮らし方の変革を進めていくうえで、固定的な性別役割分担意識や無

意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が大きな障壁となっています。

○　国の「社会生活基本調査」（2021（令和３）年）によると、本県の男性の家事・育児などの

家事関連時間は全国を下回っており、また男女差は依然として大きい状況です。

○　育児休業取得率・取得期間についても男女間で隔たりがあります。

○　女性の就業者数は増加し、就業者全体に占める女性の割合も半数近くとなっています。県・

市町村・民間事業所等における管理的業務に従事する女性の割合は、2022（令和４）年に本県

は17.9％となっており、全国平均（15.3％）より高くなっていますが、男性と比べると低く、

国が目標として掲げる「指導的地位に占める女性の割合30％」には及ばない状況です。

【施策の方向】

○　ジェンダー平等・男女共同参画について、ＳＤＧｓの考え方も示しながら、幅広い層への啓

発や研修を行います。

○　男女がともに家事・子育てを行うことの意義等について啓発するとともに、市町村による取

組を促進します。

○　女性が活躍しやすい職場づくりを進めるため、県内の経済団体や行政機関等と連携し、無意

識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の認知と理解を促進するとともに、社会全体の気

運の向上や企業等への働きかけを行います。

○　女性の職域を広げ、各職場で個性や能力、リーダーシップを発揮し、管理職等としてキャリ

ア形成の機会を得ながら活躍できるよう、女性の人材育成を進めます。

○　女性が健康で長く働き、活躍できるよう、女性のヘルスリテラシーの向上を図るとともに、

企業における職場環境整備を促進します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
福岡県ジェンダー平

等フォーラム

ジェンダー平等・男女共同参画社会の実現に向け、県民

がジェンダー平等について考え、理解を深める「福岡県

ジェンダー平等フォーラム」を開催します。

男女共同参画推進課

２

男女共同参画セン

ター情報・調査事業

（情報誌の発行）

男女共同参画に関する情報及び啓発記事等を掲載する情

報誌を発行し、広く啓発します。
男女共同参画推進課

３
共家事・共育ての

推進

男女がともに家事・子育てを行うことの大切さや意義等

について啓発します。また、市町村が行う家事・育児分

担を促進する取組や、男女がともに参加する子育て親子

教室などの取組を支援します。

男女共同参画推進課

こども未来課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４ 男女共同参画表彰

福岡県男女共同参画の日（11月第４土曜日）に、男女共

同参画の推進に著しい功績があり、他の模範と認められ

る取組を行っている企業、団体、県民を表彰し、優れた

実践事例を広く紹介します。

男女共同参画推進課

５
トップリーダーへの

啓発

地域団体や教育団体のトップが集まる会議・研修会等

へ、講師を派遣し、男女共同参画の意識の醸成を図りま

す。

男女共同参画推進課

６
働く場における女性

の活躍推進

経済団体等と女性活躍に向けた課題や方策等について協

議し、官民一体となって企業における女性活躍を推進し

ます。アンコンシャス・バイアスや企業の取組事例の発

信等を行うとともに、企業の実情に応じた専門家を派遣

し、女性活躍に向けた企業の取組を支援します。

女性活躍推進課

７
女性活躍のための企

業人材育成研修

管理職層の女性人材を育成するため、階層別の女性人材

育成研修を実施するとともに、経営層や人事担当者向け

の研修を実施します。

女性活躍推進課

８

ＩＴ分野における女

性人材育成、企業に

おけるＩＴ活用によ

る女性活躍推進

出産や子育て等で離職した女性が、ＩＴ技術者として活

躍できるよう、研修や就職支援等をパッケージ化して

提供するとともに、女性ＩＴ技術者を雇用する企業に対

し、ＩＴを活用した就業環境の整備を支援します。

女性活躍推進課

９

女性人材育成のため

のネットワーク形成

（福岡キャリア・カ

フェ）

県内の働く女性が、所属する企業等の垣根を越えて、

様々な分野で活躍するロールモデルと出会い、交流でき

る場「福岡キャリア・カフェ」を開催します。

女性活躍推進課

10

ママと女性の就業支

援センター事業

【Ⅳ２①に掲載、Ⅳ

２②、Ⅳ５①に再

掲】

子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、

将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情報の提

供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、

個別の就職あっせんまで総合的に支援します。

就業支援課

11
女性の起業促進事業

（Bloom福岡）

起業したい女性や創業から間もない女性に対し、オンラ

インの無料相談及び先輩起業家との交流の場を提供する

「Bloom福岡」において、女性の起業を支援します。

女性活躍推進課

12

未来の女性医師発掘

事業

【Ⅱ８③に再掲】

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座

の実施や女子高校生が女性医師と交流できる機会を提供

することで、主に女子高校生の医学部への進学意欲を高

め、医師を将来の職業の選択肢としてもらい、医療施設

における医師の確保につなげます。

医療指導課医師・

看護職員確保対策

室
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

13

建設産業魅力発信事

業（建設産業魅力

発信・女性活躍セミ

ナー）

【Ⅱ６④に掲載、Ⅱ

８③、Ⅳ２②に再

掲】

業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅

力を発信し、担い手確保を促進します。また、女性技術

者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることによ

り、女性技術者のキャリアアップや技術・技能の向上に

つなげます。

建築指導課

県土整備企画課

14
働く女性の健康課題

への取組推進

女性が健康で長く働き、活躍できるよう、女性のヘルス

リテラシーの向上を図るとともに、企業における職場環

境整備を促進します。

女性活躍推進課

働く女性とロールモデルの交流の場「福岡キャリア・カフェ」
～ロールモデルとの交流を通じて、自分らしい働き方のヒントを見つけてみませんか？～

　「福岡キャリア・カフェ」は、働く女性の皆さんが、豊富な職務経験を持った先輩（ロールモデ

ル）と出会い、交流する場として、毎週水曜日に福岡市内で開催しています。

　2023（令和５）年８月のオープン以来、「自分なりのキャリアを見つけたい！」「仕事へのモチ

ベーションを高めたい！」といった多くの女性にご利用いただき、会員登録は1,000名を超えていま

す。

　2024（令和６）年度からは、もっと多くの方に参加いただくため、北九州、筑豊、筑後の各地域で

も開催。さらに、夏と冬の年２回、100名規模の「大交流会」を開催しています！

福岡キャリア・カフェ

福岡キャリア・カフェ in 北九州 大交流会

福岡キャリア・カフェ
ホームページ

【参加者の声】

気持ちが前向きになった！

今後のヒントが見つかった！

モヤモヤしていた悩みがすっきり！

もっとみんなとお話ししたい！

【福岡キャリア・カフェ（概要）】
　日時　毎週水曜日　18時30分～20時30分
　場所　JR博多シティ アミュプラザ博多 地下１階 コワーキングスペースQ
　対象　県内の働く女性（要会員登録／登録無料）
　内容　・　ロールモデルのトークライブ、交流会
　　　　・　会員専用LINEによる交流
　　　　・　希望するロールモデルとの個別マッチング　など
　会員　1,049名（2025（令和７）年１月末時点）
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 ６　地域、家庭でこどもを育む環境づくり

【施策体系】

①　地域全体でこどもを育てる取組の促進

【現状と課題】

○　「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」（2023（令和５）年度）によると、「こども

がかわいくてたまらない」、「こどもを育てるのは楽しくて幸せなことだと思う」と考える

人は、９割を超えている一方、８割を超える人が「子育てについて悩みや不安がある（あっ

た）」と回答しています。

○　核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において子育てに関する助言や支援、協

力を得ることが難しい状況にあり、子育てが孤立化する傾向にあります。

○　地域の中で子育て家庭が支えられるよう、在宅で子育てをしている家庭を含めて全てのこど

もと家庭を対象として、虐待予防の観点からも、地域のニーズに応じた様々な子育て支援を推

進する必要があります。

○　子育てに関する悩みや不安を持つ親を支援するため、子育て支援関係者の連携やネットワー

クの構築、子育てグループや子育てに関するイベントなどの情報を提供できる環境づくりが必

要です。

○　学校と地域が、めざすこどもの姿や学校教育目標等を共有できる「コミュニティ・スクー

ル」と、地域が学校のパートナーとして地域人材を生かした多様な活動を行う「地域学校協働

活動」を一体的に推進する必要があります。

○　福岡県スポーツ推進計画（計画期間：2024（令和６）～2028（令和10）年度）に学校開放事

業における目標利用者数を10万人と設定しています。しかし、現状は2023（令和５）年度現在

で目標数の約半数であり、地域住民等への更なる周知が必要となります。

○　少子化に伴いチームが組めない事例や、指導者不足により専門的な技術指導を受けることが

できない事例が増加しています。こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことがで

きる機会を確保していく必要があります。

○　社会教育活動の充実を図るため、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要で

す。

　①　地域全体でこどもを育てる取組の促進

　②　家庭教育支援の充実

　③　子育てしやすい住環境づくり

地域、家庭でこどもを育む環境

づくり

Ⅳ 

６　

地
域
、
家
庭
で
こ
ど
も
を
育
む
環
境
づ
く
り



第
３
章

236

【施策の方向】

○　地域社会、企業など様々な場で、全ての人がこどもや子育て中の方々を応援する取組を推進

し、こどもや子育て家庭を社会全体で応援する気運を高めます。

○　「子育て応援の店」の登録拡大、「子育て応援パスポートアプリ」や「子育て応援パス

ポート」の利用促進を進めるとともに、「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンを実

施します。

○　妊娠期から子育て期まで、身近な場所で相談に応じ、多様なニーズに応じた支援や居場所に

つなぐとともに、地域子育て支援拠点やファミリー・サポート・センター、児童館、こども食

堂などの居場所の確保を推進します。

○　子育て支援員の養成や、高齢者による子育て支援（ふくおか子育てマイスター）を促進し、

地域で子育て支援に携わる担い手の確保、育成、専門性の向上を進めます。

○　家庭・地域社会と連携し、幼児教育の振興、子育てに関する学習機会の充実を図ります。

○　ウェブサイトを活用した子育てに関する情報提供や子育て支援関係者のネットワーク構築を

行い、子育て支援関係者が交流、学習できる場を提供します。

○　コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に進めるために、関係者を対象とした

研修会等を実施し、地域全体でこどもの学びや成長を支える教育環境の充実を図ります。

○　県立学校の体育施設を学校教育活動に支障のない範囲で開放することで、日常的に地域で利

用できる施設の確保に努めます。

○　こどもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができるよう、各市町村における新

たなスポーツ・文化芸術環境構築を補助事業等支援します。

○　学校部活動における指導体制の充実のため部活動指導員の配置及び活用を促進します。

○　社会教育関係団体への支援、連携を強化します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
「子育て応援の店」

推進事業

社会全体で子育てを応援する気運を高めるため、18歳未

満の子育て家庭を対象に、様々なサービスを提供する

「子育て応援の店」の登録拡大や「子育て応援パスポー

ト」及び「子育て応援パスポートアプリ」の利用促進を

図ります。

子育て支援課

２

「ふくおか・みんな

で家族月間」キャン

ペーン

【Ⅳ１に再掲】

「家族の日」（11月第３日曜日）がある11月を中心に、

企業・店舗・団体等と連携し、「家族・子育て」をテー

マとした催し等を実施することにより、地域社会全体で

子育てを応援する気運を高めます。

子育て支援課

３ 利用者支援事業

妊産婦や子育て家庭が、保育施設や地域の子育て支援事

業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できる

ように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な

支援を切れ目なく行う市町村の取組を支援します。

子育て支援課

４
地域子育て支援拠点

事業

市町村における子育て親子の交流等を促進する拠点の設

置・運営・整備を支援することにより、地域の子育て支

援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、こど

もの健やかな育ちを促進します。

子育て支援課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５
ファミリー・サポー

ト・センター事業

こどもの預かり援助を受けたい方と提供したい方との相

互援助活動に関する連絡調整等を行うファミリー・サ

ポート・センター事業について、市町村の取組を促進し

ます。

子育て支援課

６

児童館・児童セン

ター

【Ⅱ９①に再掲】

こどもに健全な遊びを提供して、その健康を増進し、情

操を豊かにするための児童館を整備する市町村等を支援

します。

子育て支援課

７

こども食堂ネット

ワーク支援

【Ⅱ９①に掲載、Ⅲ

３②に再掲】

こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要

なこどものセーフティネットを構築するとともに、こど

も食堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の

地域レベルのネットワーク化を促進します。

こども未来課

８ 子育て支援員の養成

幅広い子育て支援分野において、経験豊かな地域の人材

が幅広く活躍できるよう、必要な知識・技術を習得する

ための子育て支援員認定研修を行います。

子育て支援課

９
ふくおか子育てマイ

スターの活動の促進

豊かな知識や経験を持つ高齢者を対象に、子育て支援に

関する認定研修を実施し、地域の子育て支援現場等での

活躍促進を図ります。

子育て支援課

10

子育て世帯訪問支援

事業

【Ⅲ１③に掲載】

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家

庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問し、不

安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を

実施する市町村の取組を促進します。

こども未来課

子育て支援課

11

地域学校協働活動の

推進

【Ⅱ８①、Ⅱ９①に

再掲】

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支

援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の協力

を得て、地域ぐるみでこどもを育てる体制を整えるとと

もに、教師の働き方改革を推進し、教師がこどもと向き

合う時間を確保します。また、放課後等における学習支

援・体験活動の実施による、安全安心な放課後の居場所

づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進しま

す。

社会教育課

12

県立高校におけるコ

ミュニティ・スクー

ルの導入促進

県立高等学校にコミュニティ・スクール及び地域学校協

働活動推進本部を導入・整備し、地域と連携した教育活

動を推進します。

高校教育課

社会教育課

13

家庭教育・子育て支

援に関するフォーラ

ムの開催

子育てに関する様々な情報を提供するホームページ「ふ

くおか子育てパーク」を運営するとともに、子育てに関

する学習機会や情報を提供する「子ども育成支援フォー

ラム」を開催し、関係者同士のネットワークを広げ、そ

の活性化を図ります。

社会教育課

14

青少年教育事業及び

社会教育関係団体育

成

県子ども会育成連合会、日本ボーイスカウト福岡県連

盟、県ＰＴＡ連合会等、青少年の健全育成活動を行う団

体に対しての活動支援を行います。

社会教育課

15

青少年教育指導者研

修事業

（社会教育指導者等

研修事業）

地域での少年団体活動の充実や指導者の育成・確保が求

められている中、子ども会活動等少年団体を育成・援

助する指導者を対象にオピニオンリーダーを発掘・養成

し、その資質向上を図ります。

社会教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

16

日常的にスポーツ活

動が行える施設の確

保と学校施設の有効

活用

県立学校の体育施設を学校教育活動に支障のない範囲で

開放することで、日常的に地域で利用できる施設の確保

に努めます。

体育スポーツ健康課

17
部活動改革推進事業

【Ⅱ３⑥に再掲】

公立中学校における休日の部活動の地域移行等を推進す

るため、地域移行に向けた実証事業等を実施します。
体育スポーツ健康課

18

部活動指導員配置事

業

【Ⅱ３⑥に掲載、Ⅱ

３④に再掲】

学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置

し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減

を図ります。

体育スポーツ健康課

19
民生委員・児童委員

活動の支援

こどもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごと

などの相談・支援等を行う「民生委員・児童委員」（児

童に関することを専門的に担当する「主任児童委員」を

含む。）に対し、資質向上のための研修の実施等により

活動支援を行います。

福祉総務課

20
ふくおか教育月間の

推進

11月の「ふくおか教育月間」に、教育をテーマとした県

教育委員会主催のイベントを開催するとともに、広報活

動を実施します。また、市町村教育委員会や関係団体と

連携し、期間内に関連事業を推進するなど、県内全体で

教育の充実・発展に取り組む気運の醸成を図ります。

総務企画課

21

地域におけるこども

の体験活動の支援

【Ⅱ８①に掲載】

こどもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学

習活動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教育力の

向上を図る地域活動指導員を配置する市町村を支援しま

す。

社会教育課
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ふくおか子育てマイスター

ふくおか子育てパーク

○　ふくおか子育てマイスターとは

　　高齢者の皆さんが持つ豊かな知識や経験を活かして「子育て

支援の分野」で活躍いただくための福岡県独自の制度です。

○　マイスターになるには

　　本県在住で子育て支援活動に意欲のある60歳以上の方を対象

とした「マイスター認定研修」（計７日間、30時間）を受講し

て修了した方をマイスターに認定しています。

○　こんなところで活躍しています

　　地域の子育て現場で子育て支援者として活躍しています。一

人で活動している方、地域のグループに所属して活動している

方など、さまざま。活動場所も、保育所、幼稚園、小学校、公

民館、児童館など多岐にわたります。

　「いつでもどこでも気軽に」子育てについて学習したり、相談したり、身近な情報を入手できるよ

うに、ウェブサイト「ふくおか子育てパーク」を開設しています。

「ふくおか子育てパーク」の特徴

「子育てWEB講座」

　乳幼児期・学童期・思春期に関して、専門家の先生の

コラムを毎月更新しています。

「子育て相談コーナー」

　子育てや家庭教育に関する電話やメールでの相談方法

を紹介しています。子育てＱ＆Ａも掲載しています。

「子育て相談機関の紹介」

　しつけ・障がい・いじめ、不登校などの相談に応じて

くれる福岡県内の専門機関を紹介しています。

子育てに関する情報はコチラから！

https://www.kosodate.pref.fukuoka.jp/

検 索 ふくおか子育てパーク
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　福岡県では、18歳未満のこどもがいる子育て家庭を対象に、ミルクのお湯の提

供や、ベビーベッドの利用、商品の割引など様々なサービスを提供するお店を

「子育て応援の店」として登録しています。

　また、アプリやインターネットなどから無料で利用登録できる「子育て応援パ

スポート」を、「パスポートサービス」を提供しているお店で提示すると、登録

者限定のサービスを受けることができます。

　「パスポートサービス」提供店は、「子育て応援パスポートアプリ」（地図ア

プリ）から簡単に探すことができます。

　○　「子育て応援パスポートアプリ」の機能

　　◇　自分がいる現在地から「パスポートサービス」のお店を探せます。

　　◇　お店のジャンル・エリア・サービスから検索できます。

　　◇　「お気に入り」登録機能もあります。

　　◇　パスポートの登録・表示が簡単にできます。

　○　「子育て応援パスポート」利用の流れ

子育て応援の店推進事業

＜ダウンロード＞

●　Android

　　Google Playからダウンロード

●　iPhone

　　App Storeからダウンロード

子育て応援の店推進事業

検 索 子育て応援の店
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②　家庭教育支援の充実

【現状と課題】

○　「青少年の意識・ニーズに関する調査」（2023（令和５）年度）によると、小・中・高校生

保護者の７割以上が青少年の健全育成のために、「家庭でのしつけや教育の充実」が必要と回

答しています。

○　保護者が家庭においてこどもの基本的な生活習慣や自立心等を育む教育を行うための支援が

必要です。

○　少子化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化等により、子育てに不安や悩みを抱える

家庭が増加しており、家庭教育を行う上で困難な現状が指摘されています。

○　保護者が、家庭でのしつけや教育のため、こどもと向き合えるよう、保護者に寄り添う家庭

教育支援を推進する必要があります。

○　携帯電話、ゲームなどの普及や夜型生活への移行により、生活リズムが乱れたこどもが増え

ています。

○　社会教育活動の充実を図るために、社会教育関係団体の支援、連携を推進する取組が必要

です。

【施策の方向】

○　保護者や市町村に対して、家庭教育支援に関する情報や研修の機会を提供したり、子育ての

悩み、不安の解消を図る相談体制の充実を図ったりすることで、保護者が安心して子育てや家

庭教育を行う地域づくりを支援します。

○　こどもが基本的な生活習慣や自立心等を育むことができるよう、就学前児童が小学校入学以

降の生活や学習の基盤づくりといった基本的生活習慣を習得するための取組を推進するととも

に、こどもの発達段階に応じた子育てに関する知識の普及啓発に努めます。

○　家庭における規則正しい生活習慣づくりの取組を推進します。

○　社会教育関係団体への支援、連携を強化します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１
家庭教育に関する相

談・情報提供

保護者等を対象に家庭教育・子育て全般にわたる相談に

応じる家庭教育電話相談「親・おや電話」を実施しま

す。また、メール相談も実施します。

社会教育課

２
家庭教育に関する支

援

家庭における規則正しい生活習慣づくりの取組等を通し

て、学力向上の基盤となるこどもの基本的生活習慣や学

習習慣を定着させ、家庭の教育力の向上を図ります。

社会教育課

３
社会教育関係団体へ

の助成

公共性のある適切な活動を行う社会教育関係団体を支援

することにより、生涯学習・社会教育のより一層の振興

を図ります。

社会教育課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

４
基本的生活習慣習得

事業

市町村が、幼児期のこどもや保護者などを対象に実施す

る基本的生活習慣習得のための相談、研修、啓発等の事

業を支援します。

子育て支援課

５

子育てに関する知識

の普及啓発

【Ⅱ１③に再掲】

こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児

小冊子を市町村等で実施する乳幼児健診等で保護者に配

布し、家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもら

います。

子育て支援課

６
家庭と連携した食育

【Ⅱ３⑤に掲載】

関係団体と連携したＰＴＡ学校給食教室や学校給食フェ

アの実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組等、家庭

と連携した食育の推進を図ります。

体育スポーツ健康課
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③　子育てしやすい住環境づくり

【現状と課題】

○　国の「こども未来戦略」において、理想のこどもの数を持てない理由の一つとして若い世代

を中心に「家が狭いから」が挙げられており、また、子育て支援の現場からも子育て世代の居

住環境の改善を求める声があるとされています。

○　こどもや子育て当事者の目線に立ち、子育て世帯など若い世代が仕事と子育てを両立でき、

安心して出産、子育てができる住まい・居住環境づくりが求められています。

○　資材費や人件費の高騰により住宅価格は上昇傾向にあり、年収の低い若い世代が住宅を取得

しづらい状況です。また、人口減少に伴い、県内の空き家は増加傾向にあります。そのため、

空き家が若い世代へ資産として継承が進むよう、支援に取り組む必要があります。

○　子育て世帯などは、市場において自力で適正な水準の住まいを確保しにくい状況にあるた

め、公営住宅等の住宅セーフティネットの充実が求められています。

【施策の方向】

○　子育て世帯などに対し、子育てしやすい住まいを確保するための情報提供や相談対応を行い

ます。

○　若年世帯・子育て世帯に対し、子育てしやすい中古住宅が取得できるよう、支援を行いま

す。

○　新婚・子育て世帯等が、こどもを安心して産み育てやすい住環境を確保するため、低廉な家

賃である県営住宅を活用した取組を実施します。

【具体的な施策・事業】

施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

１

バリアフリー化の促

進

【Ⅱ４③に再掲】

本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用によ

る「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」等の乳

幼児や妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促

進に努めます。

住宅計画課

２
住宅情報提供推進事

業

子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居に関する情

報提供を行うとともに、住宅に関する相談を実施しま

す。

住宅計画課

３

県民ニーズを踏まえ

た子育てしやすい既

存住宅の取得支援

【Ⅳ４①に再掲】

若年世帯・子育て世帯が中古住宅の売買時に行う建物状

況調査（住まいの健康診断）の実施や、購入した中古住

宅や同居する親世帯の持家に対する必要なリノベーショ

ン工事の支援に取り組みます。

住宅計画課

４
子育て支援型改善事

業

県営住宅の建替時に子育て世帯のライフスタイルに合っ

た整備を進めています。既存団地においても、子育て世

帯が安心してこどもを育てることができる住環境を確保

することを目的として、既存住戸をリフォームすること

により子育て世帯の支援に取り組みます。

県営住宅課
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施策・事業名 施策・事業の概要 担当課

５
県営住宅の家賃負担

の軽減

収入が著しく低く家賃納付が困難な方を対象に、県営住

宅の家賃負担を軽減します。
県営住宅課

６

県営住宅におけるひ

とり親世帯、多子世

帯の入居決定に際し

ての優遇措置及び新

婚・子育て世帯の優

先入居

【Ⅲ４①に掲載】

県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯

や多子世帯に対し抽選番号を２つ割り当てるほか、新

婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定します。

県営住宅課

第４章

教育・保育の確保方策等
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